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イギ リスのモーゲージ法 と融資者責任

小賀野晶一
ーー 一

1.は じめ に

金融機関 は、 その融資先 企業 が環境 を汚染 し被害 を発生 させ た場合 に、 その被 害につい

て民事責任 を追及 され るか、 とい う新 しい問題 が現 れている。

この問題 は、特 にア メ リカ合 衆国において、 「スーパー ファン ド法」の運用 をめ ぐり、 レ

ンダー ライア ビ リティの問題 として議論 されて きた。合衆 国では、責任 の範囲 を非常 に広

く認め た判決(フ リー トファクターズ判決) .が出 された ことか ら、大 きな議論 となってい

た。合衆 国環境保護庁(EPA)は1992年4月 最 終規 則 を制定 し、議論の収拾 を図ろ うとし

たが、同規則 その もの を無効 とす る訴訟が提起 され、無効 とす る判決(ケ リー判決)が 出

され るに至 って、事 態は複雑化 して きて いる(1)。

ア メ リカの動 向 を受 け、EU諸 国にお いて もこの問題 に対 す る関心が 高 まってお り、とり

わけ判例 法の体 系の もとに類似の担保 法理 を もつ イギ リスでは、事 態 を真剣 に受 け止め、

関心 を寄せ てい る(2)。 イギ リスのモー ゲー ジ法(MortgageLaw)で は、ア メ リカ法 と同

様、 モーゲー ジの担保権者(以 下、担保権者 とい う)が モーゲー ジの実行 などに際 して担

保 目的物 を 占有あ るいは所有す ることが あ り、 それ を根拠 として環境汚染 の責任 を追及 さ

れ る危 険性が ある。 これに加 えて、1990年 環境保護法が土壌汚染 に関 して、所有 者又は 占

有者の責任 を規定 した ため、担保権者 はそれ らの規定 に基づ き どのよ うな責任 を負 うかが

問題 とな り得 る。

ところで、 イギ リスの モーゲー ジ法 は、1925年 の財産法改革 によって合理化が図 られ、

その後 も部分的修正が なされて きた。 しか し最近、法 の不合理性 が再 び強 く意識 され、現

在抜本 的改正 を行 うための検 討が進 め られてい る(3)。

本稿 では、環境汚染 にかか る融資者責任(レ ンダー ・ライア ビ リティ)に おいて問題 と

な る法 的根拠 とは何か、 を明らか にす るこ とを目的に、 イギ リス法の状況 をご く概括 的に

紹介 す る。
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II.モ ー ゲ ー ジ法 に お け る当事 者 の権 利 ・義 務

1.概 要

イギ リス法 におけ るモーゲー ジ とは、当事者 の一方が財産上 の権 原(title)を 他 方に譲渡

す ることによる物的担保 方法 をい う。モー ゲー ジは、権利移転型担保(わ が国の譲渡 担保)

に分類 される(4)。 しか し、エ クイティ(衡 平法)に おけ る受戻権 の発展、及び1925年 の制

定法 に よる財産 法改革 に よって、実質、形式 ともに、 モーゲー ジはチャー ジ(わ が国の抵

当権)に 変化 した。 これ をモー ゲー ジの抵 当権化 として とらえるこ とがで きる(5)。

モー ゲー ジ法におけ る当事者 の権利 ・義務 を概観 してお こう(6)。 まず、設定者 は受戻権

(equityofredemption)を 有す る。受戻権 は モーゲー ジの最 も基本 的な効 力であ り、受

戻 権喪失命令(foreclosuredecree)が 出され るか売却 がな され る場合 を除 き、消滅す るこ

とは ない。受戻権 はモーゲー ジの移転 に随伴す る。 また、土地 を占有 す る設定者は賃借権

を設定す ることが できる。

他 方、担保権者 の主 たる権 利 は弁済 を受け られない場合 におけ るモー ゲー ジの実行 であ

る。 モーゲー ジの実行 には、裁判所の手続 を要 す る受戻権喪失手続 と、裁判上の売却(清

算)及 び裁判外の売却(競 売)と が ある。 この うち、受戻権喪失手続 は、設定者の受戻権

を消滅 させ る ものであ り、担保権 者の最終 的な救済手段 である。 これ によ り、担保権者 は

負 担のない所有権(正 確 には単純封 土権(feesimple))を 取得 す るこ とがで きる。 ただ し、

受戻権喪失手続は厳格 で煩雑 な手続 といわれ ている。 そこで、受戻権 喪失手続に代 わって

用 い られて きたのが、売却権 であ る。 第1に 、裁判所は 当事 者の 申立て又は職権 によ り、

不動産の売却 を命ず るこ とがで きる。第2に 、担保権 者は、裁 判外 の売却権(righttosell)

(私的売却)を 行使す るこ ともで きる。 これ は1925年 法に よって導入 された ものであ り、実

務 にお いて通 常用 い られ る ようになった。担保権 者は売却代金(proceeds)の 残余が あれ

ば受託者(trustee)と しての義務 を負 う。担保権者 は、 占有 に立 ち入 るこ と(占 有の取得)

を要 す。売却権 の発生及 び行使 の要件 は、(1)債 務者 の3カ 月の遅滞、(2)利 息のみの2

カ月以上 の遅滞 又は非金銭的債務 の不履行 、及 び(3)通 知 である。このほか、担保権 者は、

収益 管理 人(receiver)の 選任(利 息の支払が遅滞 されてい るが、売却権 を行使 した くない

ときに行 われる)、 賃借権 の設定(占 有 してい る場合)、 権 原証書(titledeeds)の 保 管、 人

的訴 訟(personalcovenant)に 基づ く支 払訴訟な どの権利 を有す る。
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2.優 先順位

1926年 前は、 コモン ロー上 のモーゲー ジを連続的に設定す るこ とは例外 的であった。 な

ぜ な ら、 多 くの場合、設定者 は 自己の所有権(feesimple)の 全部 を担保権 者に譲渡 したか

らであ る。連 続的な コモン ロー上の モーゲー ジの設定は、期 間権(termsofyears)を 連

続的に設定 す るこ とによってのみ可能 であった。

1925年 法 は、 コモンロー上 のモー ゲー ジの連続的設定におけ る障害 をな くした(こ れに

伴 い、エ クイテ ィ上のモー ゲー ジの実 際的重要性が減退 した)。 モー ゲー ジの設定者 は、同

一財産上 に2回 以上、 モー ゲー ジを設定す るこ とがで きる。 これはモー ゲー ジの利点 の一

つであ る。 ここに優先順位 の確 定の問題、す なわ ち複数 の担保権 者が どの ような順序 で弁

済 を受 け ることが で きるか とい う問題が生ず る(7)。

1925年 法 は、優先順位 の確定の場面 に登記制度 を導入 した。 まず、未登 記土地 の場合 に

っいて。 土地 負担法(LandChargesAct)は い くつか の土地上の負担 を、土地負担(land

charge)と して登記 の対象 とした。 ここでは、優 先順位確 定の 目安 として、 当該 モー ゲー

ジが登 記で きるものであ るか否かが まず判断 され るこ とになる。

すなわち、 コモンロー上の不動産権 に関す る捺印証書の寄託に よ り保護 され るモー ゲー

ジは、登 記の対象 か らはずれてい る。 これ を 「登記で きないモーゲー ジ」 として分類 して

い る。他 方、 捺印証書 の寄託 に より保護 され ないモーゲー ジは、土地負担法 の もとに次 の

ような形で登 記す るこ とが で きる。 コモンロー上のモーゲー ジは、「puisnemortgage」 と

い う形で、 また衡平法上 の負担の うち土地 負担に含 まれ ない もの は 「generalequitable

charges」 とい う形で登記 が可能 である。 これ らを 「登記 できるモーゲー ジ」として分類す

る。登記 され たモーゲー ジは、1925年 財産法 に基づ き、登 記の 日か ら優先順位 を獲得 す る。

登 記 されない場合 には、 土地負担法 によれば、設定者か らの土地の買主や後順位 の担保権

者等に対 してその権利 を対抗 で きない。 この場合、 た とえ後者が前者の権 利 を知 っていて

もそれに よる影響 は受 けない。登記 による画一的規則が行 われて いるのであ る。

次に、登記土地の場合 につ いて。土地登記法(LandRegistrationAct,1925)に 基づ き、

土地の権 原が登記 された登記土地 では、 モーゲー ジの優 先順位 は次の ように確定 され る。

第一に、登 記土地 で も未登記土地 の場合 と同様の方法 で、捺印証書やその他 の書面に よっ

て コモ ンロー上 のモーゲー ジ を設定す るこ とが で きる。 しか しこの場合 は、土地登記法に

よる予告登記(mortgagecaution)を 所有 者登 記簿上 にす る必要が ある。
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第二に、土地証 明書(landcerti丘cate。 未登記土地の場合 の権原証書titledeedsに 相 当

す る)又 は負担証明書(chargecertificate)を 担保権者 に寄託 す るこ とによっても、モー

ゲー ジを設定 す るこ とが で きる(り 一 エン(1ien)と 称 されてい る)。 これは銀行が当座 貸

越又 は当座貸付 を担保す る場合 に、通常用 い られ る方法 であ る。そ してこの場合 も、負担

登 記簿上 にその 旨を記載す るこ とによって予告登 記の効 力 をもつ ことがで きる。

第三 に、土地登記法が本来的な制度 として新 し く導入 した レジスター ドチャー ジ(regis.

teredcharge)が あ る。 これは捺 印証書 によって設定 され、負担登記簿上 に登記 され るこ

とによってモーゲー ジの効 力 をもつ。 その優先順位 は登 記に よって確保 され る。

以上 のように、登記土地上 の優先順位 の確定 は登記に よって行 われ、 また様 々なタイプ

のモー ゲー ジが認め られてい る(8)。

3.責 任の根拠

モー ゲー ジにおけ る設定 当事 者の権利 ・義務 の根拠 として注 目すべ きは、第一 に 占有又

は所有 であ り、第二に優先順位 であ る。

第一 にっ いては、担保権 者の 占有 立入権 が、担保権 の実行 に関係 し、かつ担保権 者の責

任 に も影響す る。 モーゲー ジ法(コ モンロー上 のモーゲー ジ)で は、伝 統的には、担保権

者が 目的物 である土地 を占有 し、土地の収益 を債権 の弁済 に充 当 した。 占有の 目的は ここ

にあ った。 しか し、エ クイティは、担保権 者が 占有 している場合 に厳格 な責任 を課 した。

すなわ ち、 占有 に付 いた担保 権者 は、土地の管理者 として、土地か らの地代及び収益 をき

ちん と徴収 しなければ な らず、故意の解怠(default)又 は重大 な過失(grossnegligence)

に よって徴収 で きなか った地代 ・収益 につ いては設定者 に損害賠償責任 を負 うとした。 ま

た、担保権 者は 占有立入に よ り、個人的利益 を得 てはな らず、合理的 な必要費用の徴収権

限のみ を有す るもの とされ た。

このよ うな ことか ら担保権者 は 占有立入 を嫌 い、モー ゲー ジの設定後 も、設定者がひ き

つづ き占有 を保持 した。担保権者が土地 の収益か ら弁 済 を受けたい と考 え る場合 は、収益

管理人(receiver)を 選任 した。
、

以上、担保権 者の 占有 は、従前 までは、土地の収益 をモーゲー ジの債務消滅(負 担解除)

(discharge)に 充当するこ とを目的 とした。 しか し、今 日では、売却権 の もとで売却す る

ため の準備行為 として 占有 につ くようになった。従前の異 な り、 占有の持つ意 味が変 わっ
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てきたということができる。なお、イギリス土地法において所有権に対する権原は、一定

期間の占有の継続に由来 し、所有 と占有 とは密接に関係 している。かかる基本的考え方が

担保権者の責任の規定に具体的にどのように影響 しているかは分からないが、興味深いと

ころである。

第二に、優先順位の一番にある者がモーゲージに対する第一次的な権利 ・義務者 となる。

したがって、担保権者 としては自分がどの順位にあるかを知 っておかなければならない。

もっとも、前述のように優先順位 の確定はかなり複雑であり、モーゲージ法の問題点 とし

て指摘することができる(9)。このたびの改革の動きは、かかる複雑性 を根本的に除去 しよ

うとするものである。

III.環 境 法 と融 資 者 責 任

1.環 境保護法における占有者又は所有者の責任

1990年環境保護法(TheEnvironmentalProtectionAct1990)は 、統合的な環境汚染

防止、廃棄物規制、リサイクルなどについて定めた包括的環境立法であ り、三部から成 る。

本法の柱 としては、(1)総 合的汚染規制 と特定工程 に関する許可制の導入、(2)許 可の

条件 に 「過大なコス ト負担のない利用可能な最善の技術」の適用、(3)廃 棄物に関し法的

注意義務の導入、(4>汚 染の浄化責任、(5)汚 染土地及び特定施設の登録制度、(6)制 定

法上の生活妨害、の6点 が指摘されている(10)。

レンダーライアビリティとの関連では、「汚染の浄化責任」に関する規定が関係する。す

なわち、不法に投棄 された廃棄物によって環境汚染が生 じている場合(59条)、 又は既に閉

鎖された廃棄物で環境汚染が生 じている場合(61条)に 、責任当事者がその汚染の浄化責

任を負 う。責任当事者が浄化 しない場合は当局が浄化 し、その費用を責任当事者から回収

することができる。責任当事者 としては、 占有者(59条)又 は所有者(61条)が 挙げられ

ている。

Φ 占有者の責任

占有者の責任は環境保護法59条 に規定されている。同条によると、規制廃棄物が33条1

項に違反して土地の地中又は地上に堆積され、かつ(1)土 壌、水質、大気の汚染又は人の

健康に対する害を除去又は防止す るために、廃棄物を直ちに除去 し、又は堆積の影響 を除
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去 ・低減するためにその他の処理を行 い、あるいはその双方 を行 う必要があること、(2)

土地の占有者がいないこと、又は(3)占 有者が廃棄物 を堆積 したのではな く、また廃棄物

と知 りつつ堆積を許したのでもないことが明らかな場合には、廃棄物規制当局は、その土

地かち廃棄物を除去し、又は堆積の影響 を除去又は低減するための処置をとることができ、

必要があればそれらの双方を行 うことができる。

廃棄物規制当局は、上記(1)の 場合は、その土地の占有者から廃棄物の除去又は処置、

あるいはその双方を行 うに際して負担 した合理的な費用の償還 を受けることができる。た

だ し、 占有者が故意に廃棄物 を堆積 し、又はそれを許 したことのいずれでもないことを証

明 したときを除 く。 また、上記(1)(2)い ずれの場合にも、故意に廃棄物 を堆積 し又はそ

れを許 した者から費用の償還を受けることができる。

② 所有者の責任

所有者の責任は同法61条 に規定 されている。同条によると、廃棄物規定当局は、管轄地

域の汚染された土地を監視 して、規制対象廃棄物の処分 による人の健康 に被害が起 こり得

るか どうかについて調査義務 を負う。当局は、土地に立ち入 り、調査 し、その状況 を記録

し、その土地が環境汚染又は人の健康に悪影響を及ぼす恐れがある場合は、必要な被害の

防止措置をとらなければならない。そして、当局は、その作業に要 した費用の全部又は一

部を、土地の所有者か ら回収できる。その際、当局は、土地の所有者が費用を支払 うこと

によって受ける影響に留意 しなければならない。しかし、所有者は、 自己が実際にその土

地に廃棄物 を堆積 していないことを証明しても、費用の支払義務 を免れない。

③ 土地の登録など

同法143条 は、汚染されている土地の公的登録について規定 している。国務長官は規則 を

制定 して、土地を汚染する利用 を特定し、登録の形式を定めなければならない。 また、地

方政府(大 ロン ドン、大 ロン ドンを除 くイングラン ド及びウェールズ、スコットラン ド計

画局、アイルランド評議会)は 、土壌の分析その他の専門的調査 を行い、潜在的に汚染さ

れていると考えられる土地を登録 し、記録を保管しなければならない。

登録には現に汚染されている土地 と汚染の可能性がある土地 とが含まれる。すなわち、

「汚染調査未実施の土地及び汚染されている場合は浄化作業未実施の土地」(パー トA)と

「汚染調査実施済みの土地及び汚染されている場合は浄化作業実施済みの土地」(パ ー ト

B)と に分かれる。土地の購入者は、登録 を見 ることにより情報を入手することができるが、
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汚染 の有 無、浄化程度 につ いては 自ら確認す る必要が ある(11)。

以上の ように、環:境保護 法では公示 に工夫がみ られ るが、 これは取 引の安全 に対す る現

代的要請 として考 えるこ ともで きる。

2.担 保責任 と融資者責任 との接続

イギ リス環境保護法 の59条 、61条 の各規定 は、融資者、すなわ ちモーゲー ジの担保権者

の責任に一定 の影響 を及 ぼす であろ う。 またモーゲー ジ法か らは、以下の ようなこ とが考

え られ る(12)。

す なわ ち、融資者 としては、 融資に際 して環境汚染責任 を回避 で きるような契約 条項 を

記入 し、環境 アセス メン ト及び環境監査 を実施す るこ とに よ り、危険の 回避(リ ス ク管理)

に努め るこ とが求め られ る。かか る予防策 をとらないで、担保 としてその土地 を取得 した

ときは、融 資者 の地位 は購入者の地位 と類似 す る。 融資者 としては、担保 の実行 にあた り

自己にふ りか か る責任 を回避す るため に土地の所有 者又は 占有 者 とみなされ るこ とを回避

しなければな らない。債務不履行 の場合 に、融資者が担保権 者 として土地 の 占有 を取得す

るこ とは、危険であ る。 また、融 資者が 占有 中の担保 権者 である ときは、不動産 の地代 ・

家賃 を取得 す る権 限があ るとみな され、 そのため 「所有者」 とみなされ る。 さらに、 融資

者が 占有に立 ち入 る場合 は、「占有者」として もみ なされ る。 もしもその土地が汚染 されて

お り浄化作業の必要が ある場合 には、融資者 に浄化 費用 の負担 問題 が生ず るであろ う。

IV.お わ り に

イギ リスのモーゲー ジ法は現在二つ の問題 に直面 して いる。一つ はモー ゲー ジ法 自体 の

改革 であ り、1925年 改革以来の大 改正 のため の検 討が なされ ている。 もう一つは レンダー

ライアビ リティをどの ように考 えるか とい う問題 であ る。 レンダー ライア ビリテ ィが認め'

られ るため には、 その前提 として モーゲージ法 の仕組 が よ り明確 にされる必要が あ り、現

状 の ような複雑 な仕組み は改 良されなければな らない。 したが って、 イギ リス法が直面す

る二つの問題 は相互 に密接 に関連 している とい うこ とがで きる。

他 方、アメ リカ法におけ るレンダー ライア ビ リティの動 きをみ ると、担保権者 の責任 が、

契約当事 者 を中心 とす る狭 い担保 関係 にお いてだけ ではな く、環境汚染 の被害者 との関係
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においても裁判上の問題 としてとりあげられている。イギリス法では、まだそこまでは問

題は現実化 していない。同じコモンローの法体系 といっても、イギリスとアメリカとでは

この問題をめ ぐる問題の状況は同じではない。 しかし、融資者である担保権者の責任 とし

て、担保 目的物の占有又は所有がキー概念 とされている点では、法的状況は類似 している。

また、イギリスでは、廃棄物の汚染責任について定めるEUの 「廃棄物に起因する損害に

ついての民事責任指令」の動 きが気にかかる(13)。今後、イギリスにおいても、モーゲージ

の設定に際し担保権者は設定者の行動に一層の注意を払 うことが要求されることになるで

あろう。また理論的には、今回の法改正の検討成果を考慮することにより、モーゲージの

抵当権化の具体的内容が明らかになる。それは1925年 法の評価につながるであろう。

ところで、占有、所有 という概念 を見 ると、イギリス法では所有は占有に基礎を置 いて

いる。他方、 日本法は立法により近代的所有権を導入 し所有 と占有 とを明確に分離 した。

法の展開は両国で異同であるが、いずれの法のもとにおいて も、占有又は所有は、融資者

の被融資者に対する実質的関与 を示す概念 として考えることができる(14)。この点は日本法

における融資者責任のあ り方を考 えるうえでも参考になると思われる。金融機関の融資者

責任の問題は、実際の融資活動に影響 を及ぼす とともに、担保法の新たなルールを形成す

る契機になるであろう。

(1)小 川 晃範 「米 国 スー パ ー フ ァン ド法 の現 状」 環境 研 究88号160頁(1992年)。 スー パー フ ァ ン ド法
　

をめ ぐる文 献 は多数 あ るが、『環境 保護 をめ ぐる最近 の諸問 題』(日本 エ ネル ギー 法研 究所 、1987年)、

後藤 敏彦 「金融機 関 の環 境浄化 責 任」 金 融法務 事 情1279号10頁(1991年)、 ブ ルー ス ・A・ オー トワ

イ ン・松 岡宏 明 「米 国の貸 付者 責 任 に関す る判例 動 向」 金融 法務 事 情1314号4頁(1992年)、 吉 田文

和 「米 国 の有 害廃 棄物 政 策 の現状 と問題 点」公 害研 究21巻4号41頁(1992年)、 由喜 門真 治 「土壌 汚

染 にお け る浄化責 任 シ ステ ム」神 戸法 学雑 誌43巻1号251頁(1993年)、 木村 俊 郎 「金融機 関 の環 境

浄化 責任 一 ア メ リカのCERCLA法 の適 用 とその限 界」関 西大 学法 学論 集43巻4号182頁(1993年)、

ナ ンシー ・ヤ ング、 ウィ リア ム ・テニ ス(柏 木昇 訳)「 米 国 におけ るレ ンダー ・ライア ビ リテ ィ法 理

の その後 の発展 」NBL507号4頁(1992年)、 小杉 丈 夫 「銀 行 は環境 リス クを回避 で き るか」民事 法

情報73号4頁(1992年)、 花神 豊 「米 国環 境法 に おけ る レン ダー ・ラ イア ビ リテ ィをめ ぐる最 近 の動

向」NBL545号6頁(1994年)大 塚 直 「米 国の スーパ ー フ ァン ド法 の 現状 とわが 国へ の示唆(連 載

中)」NBL562号26頁 、563号61頁(1995年)な どを参 照 。

(2)フ ィナ ン シャル タイ ム ズ1992年3月27日 付 、ChristopherNapier&SuzanneClabon,"Financial

institutions'sliabiIitiesfortheenvironmentcouldsoonbecomeaproblemforcorporatebor・
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・・we「ぱEnvi「 °nmentalRiskJune19gZPla学 徹 献 と し て1ま ・ ・993年 に、J・hn」 。,vi,QC

andMichaelFordham,LenderLiability(CameronMay)が 公 刊 さ れ た。

(3)TheLawCommission(LAWCOM.No.204)(1991).

(4)イ ギ1」ス に お け る物 的 担 保 と して は 、権 原 譲 渡 方 式(モ ー ゲ ー ジ)の ほ か に 、占有 引 渡 方 式(pleage,

possessorylien)、 チ ャ ー ジ方 式(権 原 の 譲 渡 も 占有 の 引 渡 も しな い もの)(chargebywayoflega1
コ

mortgage)が あ る。 イ ギ リスの担保 制 度 は次の よ うに分 類 され て い る6(拙 稿 「イ ギ リス にお け る現

行抵 当権 制度 」早稲 田法 学58巻4号182頁 以下(1984年)。)

ワル ドッ ク(CH.M.Waldock)は 、物 的担保reals㏄urityを3つ に分類 す る。 第1は 、 コモ ン

ロー 上又 は衡 平法 上 の権 原 の譲 渡(条 件 付)が 行 われ るもの(例 えば、 モー ゲー ジ)、 ここ では現 実

の 占有 は基本 的要素 では な い。 第2は 、 占有(付)担 保(possessorysecurity)と 称 され る もの で、

債権 者 が 占有 の 引渡 を受 け る もの(例 えば、pledge,possessorylien)、 第3は 、担保(チ ャー ジ)

あ るい は非 占有担保(non-possessorylien)と 称 され る もの で、債 権 者 は権 原 の譲渡 も 占有 の 引渡

も受 け な い もの であ る。 この第3の 方式 は、LP.A.が 新 し く導 入 した方 式 であ り、「chargebyway

oflegalmortgage」 と称 され る(L.P.A.,1925,ss85,87)。 これ ら3つ の分 類 に は、 か な りあ い ま

いさが 存在 す る。 そ の理 由の1はLPA.1925,S.205(1)(XVI)に あ り、 その2は 歴 史的 な理 由 に あ

る とす る。

ター ナー(R.W.Turner)は 、所有 権 が債権 者 に移転 す る もの をモー ゲー ジ、移転 しな い もの を

狭義 の チ ャー ジ とし、両 者 を包摂 し、 当該 財産 を拘束 す る担保(pledge)を 広 義 のチ ャー ジ と称 す

る。

ロー ソン(F.H.Lawson)は 、 モ ーゲー ジを権 利 担保(proprietarysecurity)の なか に位 置づ け

る。 モーゲ ー ジは どの ような方 式 を とって い よ うとも、担 保権 者 は、 た だ担保 権 を もって い るにす

ぎな い… …土地 の所 有者 で は ない …… とす る。 こ こに担保 権 の 内容 と して は、 売却権 、 収益 管理 人

の選 任 、受戻 権 喪失 が あげ られ る。 権利 担保 の利 点 としては 、 同一 物 上 に連続 して担保 権 を設定 で

きるこ と、債 務 者が 占有 を保 持 、利 用 で きる こ とが あげ られ る。

オ ズボー ン(GeorgeEOsborne)は 、 ア メ リカ合 衆 国 にお け る、 モーゲ ー ジに関す る3説 を解

説す る。 第1は 、権 原 説(titletheory)で あ る。 イギ リス の コモ ン ロー モー ゲー ジcommonlaw

mortgageに 源が あ る。コモ ンロー上 の権 原 は、当該 モー ゲー ジが弁 済 あ るい はforecloseさ れ て し

ま うまで、 常 に担保権 者 に あ る。第2は 、負 担説(1ientheory)で あ る。 担保 権者 は何 らの権 原 を

保 持せ ず、lienと 称 され る担保 権 の み を有 す る。設 定者 は受戻権 喪 失(foreclOSe)さ れ る までは 土

地 の所 有者 で あ り、 コモ ン ロー上 の権 原 を有 し、 占有権 を有 す る。 第3は 、折 衷 説で あ る。少 な く

とも債 務不 履行(default)ま では設 定 者が 占有権 を有 し、債務 不 履行 後 は担保 権 者が有 す る。 これ

ら三 説の実 際的 な重 要性 は、 占有 の権 利(righttopossession)(地 代 及 び収益 を取得 す る権 利 、荒

廃(waste)か ら土地 を保 護 す る権 利)が どち ちにあ るか とい うこ とで あ る。 イ ギ リス の歴 史 は、特

に権原 説(titletheory)の 理解 に有 用 で ある。

な お、 日本語 文献 としては、 フ ィ リップ ・S/ジェー ム ズ著(矢 頭 敏也 監 訳)『 イギ リス法(下)私

法 』240頁 一241頁(三 省堂 、1985年)が 有益 で あ る。
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(5)モ ー ゲー ジの抵 当権 化 に関 す る基本 文 献 は、RW.Turner,TheEquityofRedemption,Ca跡

bridge(1986)で あ る。 ほか に、伊 藤正 己 『イギ リス法研 究』456頁 以下(東 京大 学 出版会 、1978年)、

拙稿 「イ ギ リス不動産 担保 法 の展 開過 程 一 モーゲ ー ジの抵 当権 化 を中心 に」 早稲 田大 学大 学 院法研

論 集24号63頁(1981年)。 伊 藤 博士 は、 債務 者 が債権 者 に対 して 自己の有 す る担保 物 の所有 権 を移転

して しま うもの をモー ゲー ジ、所 有権 も占有権 も移 転 しない もの をチ ャー ジ と称 す る。 そ して、 モ

ー ゲー ジは、衡平 法上 の受 戻 権(equityofredemption)の 発 展 に よ り、衡 平 法(エ ク イテ ィ)か

らみ れば債務 者 が衡平 法 上の 所有 者 で あ る とい う構 成 を とっ てい るた め、 日本 の抵 当権 に近 い もの

にな って お り、 実際上 はモー ゲー ジ とチ ャー ジはほ とん ど差が ない と指 摘 され る。

(6)注(4)拙 稿188頁 以下。 よ り詳 細 な諸規 定 の解 説は、 國生 一彦 『現 代 イ ギ リス 不動産 法 』(商 事法

務研 究 会、1990年)。

(7)注(4)拙 稿210頁 以下。

(8)伊 藤 ・前掲 書 『イギ リス法 研究 』468頁 一470頁 。優先 順位 につ いて要 約 す る と、

イギ リス では少 な くとも登 記 の 関係 では 、土 地 を買 う場 合 あ るい は土地 を抵 当に入 れ る場 合 に は、

登 記 の有無 を見 て おけ ば大体安 全 で あ る。登 記 を してなけ れば 、 た とえ その前 に抵 当権 の設定 が あ

って も相 手 は対 抗 で きないか ら、 非常 に安 全 で あ る とい うこ とに な る。 以上 の ほか に もう一 つ、権

利証 を寄託 す る とい う方 法 で、順位 を獲得 す る とい う こ とが行 わ れ る。 この よ うな短期 の貸 金 にお

いて は、 い ちいち登記 す るの はや っか いで あ るか ら、 抵 当権 設定 その もの が権 利 証 を移転 す る とい

う形 で行 われ る場 合 が あ るの で あ る。 も う一一つ はエ クイ タブル な権 利 につ いて は、1925年 に も変 更

が な く、 旧法 が その まま存 置 され る とい う形 を とって い る。 … … それ には大体 受 託 者 な どが きま っ

て い る よ うで、 そ の受 託者 に、設 定 した とい う通知 を債 権 者が 与 え るこ とに よって 、順位 を獲 得 す

る こ とが で きるの であ る。」 と説 明 して い る。

(9)注(4)拙 稿210頁 。

(10)仲 谷栄 一 郎 ・東 澤紀 子 「貸主 の立 場か らみ た英 国の環 境法(下)」 国際商事 法 務20巻1号43頁(1992

年)、 東 京海 上火 災保 険株 式会社 編 『環 境 リス ク と環 境 法(欧 州 編)』76頁(有 斐 閣、1992年)。 環境

保 護 法 と環境 政策 との関係 につ いて は、宇都 宮 深志 「イギ リスの新 しい環 境法研 究20号127(1992年)。

環境 保護 法 は新 美育文 ・松 村 弓彦 編 「環境 研 究」92号 ～95号(環 境 調査 セ ン ター 、1993～1994年)

で全 訳 されてい る。

(11)前 掲 書 『環 境 リス ク と環 境 法(欧 州 編)』84頁 。

(12)仲 谷栄 一 郎 ・東 津紀 子 「貸 主 の立 場か らみ た英 国 の環境 法(上)」 国際 商事 法務19巻11号1395頁(1991

年)、 尾 澤宏和 「環境 法 と金融機 関一 レンダー ・ライ ア ビ リテ ィー とは何 か」 同1402頁 。 ち なみ に、

米 国ス ーバ÷ ファ ン ド法上 の責 任 者の 範 囲は、 ①対 象地 域 の現在 の所 有 者及 び操 業者 、② 有 害物質

が対 象地 域 に廃棄 された 当時 の所 有者 及 び操業 者 、③ 有 害物 質 の製 造業 者、 ④輸 送 者の うち 自ら処

分地 を決 定 した 者 であ る。 ここに所有 者 の範 囲 につ いて、CERCLAは 、主 として担保 権 の保全 を 目

的 とした所有 権 的権利(indiciaofownership)は 含 まれ ない とす る、 いわ ゆ る担 保権 者 除外規 定 を

設 けて い る。

(13)仲 谷栄 一郎 「ECの 環 境立 法 か ら学ぶ こ と」国際商事 法務20巻10号1217頁(1992年)、 安 田火 災 『環
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境汚染賠償責任(EIL)保 険のご案内(施 設所有管理者用)』40頁 一42頁。

(14)松 本恒雄 「消費者信用における金融機関の貸主責任」金融法研究(資 料編(9))86頁(1993年)(金

融法研究10号59頁 以下(1994年))。
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ドイツのファクタ リング業務 と環境責任

藤 村 和 夫

1.は じめ に

ファクタ リングは、1620年 頃、ア メ リカ合 衆国においそ本格 的な発展 の端緒 をき り、そ

の後、1950～1960年 代 になって ヨー ロッパ諸国に導入され た ものであ るが、 ドイツ(当 時

は西 ドイツ)に おいては、1957年 に最初 のフ ァクタ リング会社 が設立 され、その後 め ざま

しい進展 を遂 げて きている。従 来、 ドイツにおいては、 ファ クタ リングの法的性格 はいか

なるものであ るのか とい うこ とを中心 に議 論が展 開 されてきてお り、 ファクタ リング とレ

ンダー ライア ビ リティ との関係 については、そ ういった議論が存す るか どうか も必ず しも

明 らかではない。 そこで、 ここでは、 ファクタ リングの内容 と ドイツにおけ る議論 の所在

を紹 介 し、フ ァクタ リングをめ ぐって レンダー ライアビ リティが問題 とな りうるか どうか

とい う可能性 をみ るこ ととす る。

II.フ ァク タ リング の 意 義 と機 能

フ ァクタ リング業務 の内容 は多岐にわた り、明確 な概念規定 をなす こ とは容易 でないが、

端 的に述べ れば、 ファクタ リング業務 を営 む者(フ ァ クター)が 、 その顧客(Klient)の 有

す る現在 お よび将来の売掛債権(顧 客 の債務 者はカスタマーCustomerと 呼ばれ る)を 一括

して買取 るこ とを手段 として顧客 に資金 を供与 し、 それに伴 って顧客 の直面す る経営経済

上 の諸 問題 につ いての情報 を提供 し、かつ、買取 った売掛債権 の管理 、回収 をす るこ とが

中心 であ る。簡単に図示すれば以下 の ようである。

②
ファクターFactor顧 客Klient

③

①

債 務 者Custmer

－174一



① 継続的商品等売買

顧客がカスタマーに売掛債権を有する。

② ファクタリング契約

カスタマーに対する顧客の債権がファクターに移 る。

③ 債権の管理 と回収が行 われる。

この ように、ファクタ リング契約 に基づ いて ファ クター が提供 す る給付 の主 たる内容 は、

(1)資 力保証(信 用保 証)機 能、(2)金 融機能、(3)サ ー ビス機能 といってよい。

ところで、 ファ クタ リングの本質 は、 ファクター が、 売掛債権 を償還請求権 な しで買取

るこ とにあ り、担保 として取得す るものではない ところか ら、売掛債権 を回収す る際 に伴

うリス クはファ クターが負担す るのであ り、 この点 において ファクター は他 の金融機 関 と

は異 なる といえ る。 したが って、 当初、 ファクター の給付 内容 の 中心 にあったの は資力保

証機 能、金融機能 であったの であ り、サー ビス機能 は、む しろそれ らに付随 した従 たる も

の であったといえ る。 ここで、償還請求権 なしに債権 を買取 る とい うこ とにつ いて一言 し

てお こ つ。

ファクタ リングは、 その発展過程 において平 坦な道 を歩んだ もので はな く、時代 と地域

によってそれぞれ異な る機能 を営 み、様々 な種 類や 形態の もの を生みだすに至 った。 その

最 も顕著 な例 が、 アメ リカ合衆 国においては、 カス タマーが ファクター に債務 の弁済 をし

ない、 もしくはで きない場合 の危 険 をファ クター 自身が引受け る償還請求権 な しのフ ァク

タ リング(withoutrecoursefactoring)が 営 まれてい るの に対 し、 ドイツにおいては、 当

初、 この危 険 を顧客 が 負担す る とい う償還請 求権 付 きフ ァクタ リン グ(withrecourse

factoring、 ドイツでは不真正 ファクタ リングUnechtesFactoringと 呼{まれ る)と い う形

で業務 が開始 された とい う点で ある。 ただ、 ファクタ リングは弾力的、可変的であ ること

を一つ の特徴 としてお り、最近 の傾 向 としては、ア メ リカ合衆 国にお いても償還 請求権付

きのファ クタ リングが増 えて きてお り、他方、 ドイツにおいては償還請求権 な しのフ ァク

タ リング(真 正 ファクタ リングEchtesFactoring)の 占め る割合 が高 くなってい る。

さて、ファ クタ リング業務 の 中心的内容 は、 当初、 資力保証機能、金 融機 能にあ ったの

であ るが、今 日では、 これが逆転 して、サー ビス機能 こそがフ ァクターの提供す る最 も重

一175一



要 な本質的要素 として、顧客 との契約 におけ る不可 欠の内容 となって いる。

サー ビス機能 の内容 としては、 まず、経 営 コンサ ルタン ト的業務 が挙 げ られ る。すなわ

ち、 ファ クター は、 その業務 を通 じて経済上 、取引上 の重要かつ的確 な資料 ・情報 を多数

有 してお り、顧客か ら情報提供や 経営指 導 を求 め られた ときには、直 ちに有効 な助言 をな

す ことが可能 であ り、 同時 にファクター の側 では、 このこ とを可能 た らしめ るべ く積極 的

な企業努 力が要請 される。具体 的には、短期 ・長期 の資金計画、生産 ・販売の能 率化 、在

庫管理 、税務上 の問題等広範 な分 野にわた っての助 言、指導 を行 う。 また、 これ に伴 って

フ ァクター は、 コン ピュー タの導入に よ り膨大 な事務量 を迅速かつ正確に処理 し、 これに

よって顧客 に種 々の経営管理資料 を提供 す るこ とにな る。換言すれば、 ファクターには、

顧客 の販売 力 を増進 させ るために、業界におけ る知識 を吸収すべ く信用調査 力 をつけ るこ

とと経営 コンサル タン ト的 な優 秀な人材 を擁 すべ きことが求め られ る。

さらに具体 的には、 ファクターは売掛帳 簿の作 成 をも引受 ける。 これに は、満期時にお

け る債権 の回収 な らびに場合に よっては必要 にな る支 払督促手続 も含 まれ る。顧 客 は、継

続的に、 自己の債務者の その時々の状 況につ いての通知 をなす ようファクターに要求す る

こ とがで きる。

こう したサー ビス機能 と共に、 ファクター と顧客 は、金 融および資力保 証について も約

定す るこ とがで きる。顧客 に迅速 な支 払 を可能にす るため に、金融機能 としては債権全額

が前払い され る。 これに より顧客 は、満期 前に債権 の対価 を取得す るこ ととなる。 この よ

うに、事 前に融資 された金額 につ いては、顧客 は、前払い時か ら、 ファクターが債権 を回

収す る時 までの期 間につ き金利 を支 払 う。

III.延 長 され た所 有 権 留 保 とフ ァク タ リング

ファクタ リングの法的性格が いか なるもの であ るのか、 そ もそ もファクタ リングが法的

に承 認 され うる業務 であ るのか とい う点 につ いては、主 として、延長 され た所有権留保 と

ファクタ リング とが衝突す る場面 にお いていか なる解決 を図 るべ きか とい う議論 を通 じて

明 らかに されて きてい る。
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1.延 長 された所有権留保の意義

延長 された所有権留保 とは、売主(留 保売主)が 、商品 または原材料 を、現金取引では

な く信用で買主(留 保買主)に 供給す るに際 して、留保 買主が、 その商品 自体 を、 または

原材料 に加工 を施 して製 品 とした もの を第三者(転 買主 ・商品買主、 カス タマー)に やは

り信用取引で転売す る場合 に 留保買主 は、通常 の取引におい てこの ような転売 をなす

こ とを留保 売主に よって認め られてい る 、留保 売主が、 自己の売掛債権 の完済 を受け

るまでは、 その商 品または製 品の所有権 を留保 し、かつ、留保 買主か ら第三者への転売に

よって生 じる売掛債権 を予め 自己に譲渡 させ てお くとい うもの である。 そして、 ここで譲

渡 され た債権 は、 その発生 の時点 において留保買主の財産 に関 わ りを もつ ことな く、直 ち

に留保売主 に帰属す るもの とな る。 したがって、留保 買主は、転売債権 を他 に譲渡 しては

な らない という合意 が留保売主 との間でなされてい る もの と推定す るこ とがで きる。また、

この場合、留保 買主 には、転売債権 を取 立てる権 限が留保 売主か ら付 与 され る。 これ らの

関係 を簡単 に図示す れば次 の ようであ る。

留 保 売 主
①

＼ ㌔
_______ノ

㌔ ㌔ 売 掛 債 権
、 輪＼

＼<τ 閨
、 、 、 、

留 保 買 主

取
立
権
限

転～

②

買 主

① 商品または原材料の信用売買(延 長された所有権留保売買)・ 取立権限付与

② 商品または製品の信用売買

この延長 された所有権留保 は、今 日、 ドイツにおいてはAGB(AIlgemeineGeschafts・

bedingungen普 通取 引約款)に 含 まれてお り、取 引実務上広範 に行 われている ものであ る。

そ して、 ここでの留保買主が、第三者に対す る転売 に よ り生 ず る債権 をファクターに譲渡

す るものが、す なわちファクタ リング契約であ る。 この延長 された所有権留保 の下で留保

売主に譲渡 された債 権 とファクタ リング契約 に基づ いてファ クターに譲渡 された債権 とが
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重なる場合に、将来債権の二重譲渡が行われたことにな り、留保売主 とファクターのいず

れが優先するかが決せ ちれなければならないこととなるのである。この関係についても簡

単に図示 してお くことにしよう。

留保売主
① 留 保 買 主 ・ ③

ファクターの顧客 フ ァ ク タ ー

'
、
、

＼ 一調
、

、

② 譲
渡

'

'
ノ

'

'

'

ノ
ノ

!
ノ

!
'

'
'

'

転 売 主 ・カ ス タマー

① 延長された所有権留保売買

② 転売買

③ ファクタリング契約

2.延 長 された所有権留保 とファクタリングとの衝突に関する判例

延長された所有権留保に基づ く譲渡 とファクターへの譲渡 との衝突は、その紛争形態に

おいて、延長された所有権留保に基づ く譲渡 と一般商業銀行への一括譲渡 との衝突と法的

に類似す るものであるところから、 これに関す る議論を背景 として論議 されている。

ドイツにおいては、債権の二重譲渡によって生ずる紛争を解決するに際 しては、我が国

におけるように通知、承諾が対抗要件 とはされておらず、優先原則Prioritatsprinzipに 基

づいており、このことは、将来債権の二重譲渡について も妥当する。すなわち、最初に行

われた譲渡のみが有効であ り、二度 目の譲渡は無権利者による処分であって無効であると

す る。したがって、第一譲受人が優先するというものである。しか しながら、BGHは 、金

銭信用担保のためになされる一般商業銀行への一括譲渡が、延長された所有権留保に先行

する場合には、この原則を制限している。すなわち、一般商業銀行が、慣行上、その後延

長 された所有権留保に劣後するような債権 を前もって譲渡させ る場合には、一般商業銀行

は、顧客たる信用受供者に、その留保売主に対す る契約違反を強制することになるのであ
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って、 この ような行為 は良俗 に反す る ものであ り、 それゆえ、BGB138条 によ り、一般 商

業銀行 への一括譲渡 は無効 である とす る(BGHvom30.4.1959BGHZ30.149,NJW1959

S.1533)。

これに対 して、1966年 に出された2件 の下級審判決(LG.Mainzvom30,6.1966BB

1966S.1038,LGFrankfurta.M.vom3.12.1966BB1976S.1309)は 、 ファクタ リング

譲渡 と金銭信用担保 のため に一般商業銀行 にな され る一括譲 渡 とは、その性質 を異にす る

ものであ って、 ファ クタ リング譲渡 と延長 された所有権留保 の下 での前譲渡 とが衝 突す る

場面 の解決 として、前掲BGHvom30.4.1959を その まま継承 す ることはで きない として、

ファクター優先 を説 いた。 こうした状況 にあって、BGHの 判決 が相次 ぐところ とな った。

その結論 を中心 にみてい くこ ととす る。

まず、BGHvoml9.9.1977(BGHZ69.254,NJW1977S.2207)は 、顧客が カス タマ

ー に対 して有す る将来 の債権全部 を、 ファクターがそのつ ど買取 る とい う条件の下で ファ

クター に包括前譲渡す るこ とは、真正 ファクタ リングにおいて は良俗違 反 となる ものでは

ない とした。そ して、 ファ クタ リング契約締結に際 して、 留保 売主の利益 を保護す る とい

う具体 的義務は、真正 フ ァクタ リングの場合 には絶対的に肯 定 されてい るものではない と

し、 また、留保売主 によって顧客(留 保買主)に 付 与 された取立権 限は、 ファクター によ

る支払 いにも及ぶ のであ り、 これに よって顧客 の契約 違反 と、 この契約違 反への ファ クタ

ー の関与が排除され るとして、 フ ァクターの優先 を説いた。 ここで は、不真正 ファ クタ リ

ングが信用業務 であ るのに対 して、真正 ファクタ リングの場合 は債権売買が問題 となる と

された。

なお、BGHは ここで も優先 原則 に基づ いてお り、本件 では、ファクタ リング譲渡が、延

長 され た所有権留保 の下 での前譲渡 に先行 していたので ファ クターの優先 が導かれ たが、

逆 に、留保 売主へ の前譲渡が先行 す る場合 には、 ファクターは何 ら得 るものがな くなる と

い うこ とにならざるをえない。

次に 、BGHvom10.5.1978(BGHZ71.306,N∫W1978S.1520)は 、フ ァクタ リング

譲渡 と延長 され た所有 権留保 の下 で の前譲渡 とが衝 突 す る場合 では ないが、 前掲BGH

vom19.9.1977を 引用 して、不真正 フ ァクタ リングを信 用業務 である とした点 に意義 を見

出 しうる ものであ る。

続 くBGHvom7.6.1978(BGHZ72.15BB1978S.1028)は 、延長 された所有権留保
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の下での前譲渡が先行 してお り、 その後、 ファ クターが、顧客 の下 で発生す る債権 を個 々

的に買取 る という合 意 をしていた とい う場合 にお いて、カスタマーが ファ クター に債務 弁

済 たる支 払 をなしたのに対 し、留保 売主が、延長 され た所有権留保 を主張 して、 ファクタ

ーが受取 った金額 を自己に引渡すべ く訴 を提起 した とい う事案 である
。

ここでは、真正 フ ァクタ リングにお いては、顧客(留 保買主)は 、 ファクターか ら受取

った金額 を最終 的に保持 してよ く、いか なる事 情があ って も返還義務 を負わ ない とした上

で、留保 売主 はフ ァクタ リング譲渡に反対 してはな らないのであ り、延長 され た所 有権 留

保 の下 で留保買主(顧 客)に 付 与 されてい る取立権 限は、 その留保 買主が真正 ファクタ リ

ングの方法で転売債権 をファクターに売却 ・譲渡 す ることを正 当化 す る として、やは りフ

ァクターの優先 を説いた。

最後 のBGHvom14.10.1981(NJW1982S.164)は 、不真正 ファクタ リングに関す る

ものであ る。

ここでは、延長 され た所有権 留保 の下 で留保買主 に付与 されてい る取立権 限は、 その転

売債権 を不真正 ファ クタ リングに よってフ ァクター に譲渡す ることを正 当化 す るものでは

な く、不真正 ファ クタ リングに よるフ ァクターへ の包括前譲渡 と延 長 された所有権 留保 に

基づ く譲渡 とが衝突す る場合 には・金銭信用供与者 たる一般商業銀行 のための包括 的前譲

渡 と商 品信用供与者の ための譲渡 とが衝突す る場合 につ いて と同様 の原則 が適用 され ると

された。す なわち、取立権 限は、留保買主 に対 して、留保 売主に譲渡 されてい る売掛債権

を現金化す るこ とを許 してい るところか ら、留保買主は、償還義務 が排斥 されている真正

ファ クタ.リングの方法で売掛債権 をフ ァクター に譲渡す ることはで きるが、不真正 ファ ク

タ リングは信用業務 で あって、留保買主 は償還義務 を負 担 し、 ファ クターへ の債権譲渡 は

担保的機能 を有す るにす ぎない ところか ち、不真正 ファクタ リン グの方法 でこれ を譲渡す

るこ とは許 され ない とし、結局、延長 され た所有権 留保 の優先 を説 いたのであ る。

この よ うに して、判例上、 ファ クタ リングの法的性格 については、真正 ファ クタ リング

が債権 売買で、不真正 ファクタ リングが消費貸借に伴 う債権譲渡担保 とされ ている。す な

わ ち、 ファクタ リング契約 にお いては、 ファクターか ら顧客へ一定 の金銭 の支払が なされ

るの であ るが、 それは、真正 ファクタ リングにあっては債権売買の対価 たる意義 を有 し、

不真正 ファクタ リングにあって は、 いわゆ る金銭貸借 がな されているの であって、顧客 か

らファクターへ譲渡 され る債権は担保 としての意味 を有す るにす ぎない もの とい うこ とに
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なるので ある。

IV.レ ンダ ー ラ イ ア ビ リテ ィ との 関係

以上 にみて きた ようなフ ァクタ リング業務の内容 お よび その法的性格 を前提 に して、 フ

ァクターが レンダー ライア ビ リティない しそれに類 した法的責任 を負 う可能性 があ るか ど

うか についてみてい くが、 この点 につ いては、 ドイツで こ うした問題が実 際に起 きて いる

か どうか も明 らか でないので、 あ くまで も可能性の問題 として考 えてい くこととしたい。

もう二度 ここでフ ァクタ リング業務 につ いて図示 してみ よ う。

フ ァ ク ター

、
、

、
、

顧 客

、
＼ 売、＼ 掛

＼《/纏
、

、、

、
、

環
境
汚
染
行
為
等

カ ス タ マ ー

ここで考えてい くファクターの法的責任 とは、顧客ない しカスタマーが、その業務遂行

過程において、またはその結果 として環境汚染等を惹起 したような場合に、それに基づ く

損害賠償責任等を負うか どうかということである。

まず、顧客が環境汚染行為に関わっているとい う場合か ら考えていこう。

顧客は、カスタマーに対 して商品ないし製品を信用で売却 して売掛債権 を有するという

立場に立つ ものであるところ、単に、商品流通過程における1つ の中継基地というような

意味しか もっていない場合には、顧客 自身が環境汚染関連行為に関与するということは考

え難いところである。 しか しながら、顧客は、延長された所有権留保の ところでみたよう

に、留保売主から原材料 を購入して、それに何らかの加工 を施 して製品とし、その製品を

カスタマーに売却す るという業務 をも営むものであることを考えると、顧客は、そのため

の工場立地、操業等に際 して環境汚染に関わる可能性を有 しているということはいえよう。

さて、具体的にいかなる形態においてであるかはひとまず措いて、現実に顧客が環境汚

染行為をなした場合において、ファクターが責任 を負うことがあるか どうかということを
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考 えてい く場合 には、その前提 として、直接の 当事者 である顧客 自身が責任 を負 うこ とが

あるか どうか とい うこ とを明 らか に してお く必要が あろ う。

顧客の責任 を問 う法的根拠の1つ として、1990年12月 に成立 し、1991年1月1日 か ら施

行 されている 「環境責任法」(GesetzeUberdieUmwelthaftungvom10.Dezember1990

(BGBI.IS.2634))を 考 えるこ とがで きる。

同法 は、 その第1条 において、付表 第1に 掲 げ る96種 の施設か ら生ず る環境へ の影響 に

よって人が死亡せ しめ られ、 その身体 もし くは健康 が害 され、 または物が殿損せ しめ られ

たときは、 その施 設の保有者 は、 その ことに よって生 じた損害 を被害者に賠償 しなければ

ならない、 と定 めてい る。

この ように、本条は、違法性 も過失 も要件 としない危険責任(無 過失責任)を 導入 した

こ とを明 らかに して いる。すなわち、本条 によって損害賠償責任が発生す るための要件 と

して挙げ られ るの は、(1)付 表第1に 掲げ られ た施設であ ること、(2)環 境へ の影響 、(3)

人の生命、身体 、健康 とい う人格的利益 お よび物 の殿損 とそれに起 因す る損害の発 生、(4)

因果関係、 である。

これ らの要件 につ いて も簡単にみてお くこ とに しよう。

まず、付表 第1に 掲 げ られ た96種 の施 設 とは、環境へ影響 を与 え、それに よって損害 を

惹起す る適性 をもった施設 と考 えておいて よいであろ うが、 これは、①発 熱、鉱業 、エネ

ルギー 、②石、土、 ガ ラス、陶磁器 、建築材料 、③化学製 品、医薬品、石 油精 製、④有機

物 を使用 した表面加工、プ ラスチ ックお よび樹脂 の加工、⑤木材、セルロー ス、⑥ 飲食料、

飼料 、農産物 、⑦廃棄物、剰余物、⑧貯蔵 、積 み 出 し入れ、⑨ その他、 に関連 す る施設に

大別 され る。

なお、 この責任 は、操業準備 中である施設や操業終了後の施 設か ら生 じた損害 に も及ぶ

(2条)。

次に、環境への影響 とは、 土壌、大気、水 中に拡散 され る物質、振動、騒音、圧力、光

線、ガ ス、蒸気、熱、 その他 の現象 によ る影響の こ とをい う(3条1項)。 す なわち、施設

に関連 して損害が発生す るだけでは足 りないのであって、環境へ の影響 に媒介 され ること

が要件 となっているこ とに留意 しなければな らない。

そ して、権利侵害 と損害発 生につ いて。本法 では、保護法益が、上記 の ように生命、 身

体、健康、物 に限定 されて いるので、 これ らの権利侵害 に媒介 されない純粋財産 損害は賠
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償 の対象 とな らない。

最後に、因果関係 につ いて。既 に述べ たよ うに、過 失が要件 とされて いない本条にお い

ては、責任 が発生す るか どうか をめ ぐっては、 この因果 関係 の有 無が大 きな意味 を もつ こ

とに なる。この点につ いては、因果関係の推定規定が置か れてい る(6条1項)。 す なわ ち、

或 る施 設が、個々のケース に照 らして、発生 した損害 を惹起せ しめ る性質 を備 えてい る と

きは、その損害 は、 その施設か ら生ぜ しめ られた もの と推定 され る とい うものであ る。 そ

して、そのよ うな損害 を惹起 せ しめ る性質 を備 えているか どうか は、操業経過、使 用 され

てい る設備、投入 された、 もし くは排 出された物質 の種 類 と濃度、地理 的条件、損害発 生

の場所 と時 間、その態様、 その他 一切の事情 を考慮 して判 断され ることになる。

さて、以上の要件 が満 た された場合 において、損害賠 償義務 を負 うのは施 設の保有者 で

あ る。本法 には、 この保有者 についての定義規定 は存 しないが、一般 的には、 自己の計 算

において施設 を利用 し、支 配権 を有 し、維持 費用 を負担す る者が これ に当るとされてい る。

通常 は、所有権者が保有者 であ るが、所有権 は、保 有者 としての性質 の一つの徴表 にす ぎ

ず、重視 され るべ きは、法的権 原ではな く、む しろ、事 実上の経済的支配であ るとされ て

いる。

ただ し、施 設保有者 は、つ ねに損害賠償責任 を負わなければな らないとい うもの ではな

く、損害が不可抗力 によって発生 した場合には免責 され る(4条)。 ここにおけ る不可抗力

とは、施 設の操業 とは関係 の ない外部の事 象(地 震、雪崩 等の 自然現象 または操業以外 の

人間の行為)を 意味 し、 いわ ゆる開発危険の抗弁 は認め られない。

本 法には、 なお重要な点が 多 く含 まれてい るが、 ここでの 目的は本 法の解説、検討 では

ないか ら、 この程度に とどめてお こ う。

概 ね以上の 内容 に基づ いて、顧客 が、その環境汚染関連行為(正 確 には、顧客の保有す

る施 設に起 因す る損害)に つ き、損害賠償責任 を負 うとい うこ とになった場合において、

フ ァクター もその責任 を負 うこ とがあ るのであろ うか。 このこ とを考 えてい く上でポイ ン

トとな るのは、フ ァクター が、 当該施 設の保有者 といえるか どうか とい う一点にかかって

いる といって よいであろ う。 ここで問題 となるのが保 有者の意義 であ る。既 に述べ たよ う

に、保 有者 とは、 自己の計算 において施設 を利用 し、支 配権 を有 し、維持費用 を負担す る

者 とされてい るところ、通常 は、所有権者が保有 者であ るが、法的権原があ るか どうか と

い うこ とよ りは、 む しろ、事実上 の経済的支配が重要 な意味 を有 している。 そ こで、 ファ
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クタ リング業務 の内容如何が関わ って くるこ ととなる。

真正 ファクタ リングの場合 には債権 売買が行 われてお り、不真正 ファ クタ リングの場合

には債権 譲渡担保 が行 われている とい うこ とになって、 それぞれ金融機能 ない し信用保証

機能が大 きな意味 を もつ ことになる ものである ところ、 これ らの場合 には、 いずれ も顧客

が カスタマー に対 して有す る売掛債権 を媒介 としてファクター と顧客 との関係 が存在す る

にす ぎず、 ファ クターが顧客の所有す る施設 に対 して、法的 には もちろんの こ と、事実上

も経済 的支配 を及 ぼ している とは考 え難い ところであ る。 したが って、 この点にのみ着 目

す ると、 フ ァクターが顧客 の所有 す る施 設について保有 者た る地位 を有 して いる とはいえ

ない と思われ る。

しか しなが ら、 これ も既 に述べ たよ うに、 ファクタ リング業務 の内容 は、 その重心 を金

融 ない し信用保 証機能か らサー ビス機能の方 に移 して きて いる。 そ して、 そのサー ビス機

能 においては、情報提供や経営指導 を含む経営 コンサ ルタン ト的業務 がその中心 的内容 と

なってい るのであ り、 この こ とか ら、 フ ァクター は、顧客 の経営実 態に まで関与 してい る

ことが考 え られ る。 そ うす る と、最終 的には個 々の ファクタ リング契約の具体 的内容 と顧

客 の経営内容 に対 す るファ クターの関与の度合 いに よることになろ うが、顧客 が、実質上、

ファクターの管理 下におかれているよ うな場合 は もちろんの こと、 そこまでは至 っていな

い として も顧客 の経営方針 の決定等 に際 して ファクターの意向が非常 に強 く反 映 されてい

るとか、事実上、 ファクターの意 向を無視す るこ とが できない ような状況 にあ ると認 め ら

れ るときは、顧客 の施設等につ いて も、 フ ァクター が、や は り事実上 の経 済的支 配 を及 ぼ

してい ると考 え ることが で きるように思われ る。 したがって,こ の場合 には、 ファクター

は、顧客 と共 に環境責任 法上の責任 を問われ る可能性が見 出され るこ とになろ う。そ して、

この こ とは、真正 ファクタ リング と不真正 ファクタ リングとで顕著 な差は生 じない ともい

える。

それでは、 カスタマーの所有す る施設 に基づ いて環境責任 が生 ず る場合 につ いては どう

であろ うか。考 え方の筋道は上記 と同様 で差支 えないであろう。

ここでは、 ファ クター とカス タマー との間に直接 の契約関係が存在 す るわけではな く、

ファ クター は、単 に顧客 との ファクタ リング契約 を通 じて、 カス タマーに対 して債権 を取

得 す るとい う立場 にあ るにす ぎない。 したがって、一般 的に、 ファクターが カスタマーの

経営に深 く関与 してい くとい う事 態 とも考 え難 い といわ ざるをえないであろ う。仮 に、顧
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客が、 カス タマー の経営 に深 く関与 していて、顧客 自身が カス タマーの施設に対 して事実

上の経済的支 配 を及ぼ してい るこ とか ら、顧客 が カス タマー と共に責任 を負わなければ な

らない とい う立場 にある ときは、 その顧客の責任 をフ ァクター も共 に負担 しなければな ら

ない と考 える余地が ないではない。 しか しなが ら、その ような、 いわば連鎖 に基づ いて フ

ァクターに も責任 を負わせ るこ とがで きる とす る と、その責任 の連鎖 は、場合 に よって は

際限 な く広がってい くとい うこ とに もな りかねず、これ を容易 に認め るべ きではなか ろ う。

ただ、 きわめて例外的に、 ファ クター、顧客 、カスタマー が、 それ ぞれ別組織 の企業で は

ある ものの、実質的 に一体 である と捉 え られ るような関係 が認 め られ る場合 に限って ファ

クターの責任 とい うこ とも問題 にな りうる もの と考 え られ る。

V.お わ りに

以上 、 きわめて不十分 では あるが、 ファクタ リング業務 とレンダー ライア ビ リティ との

関わ りについてみてきた。 ファクタ リング業務 自体 が今後 どの ような展 開過程 を辿 るのか

予断 を許 さないが、 ファクタ リング契約 を通 じて環境汚染 に まつ わ る責任 を負 う可能性は

少か らず包蔵 され てい る とい うこ とはいえるように思 われ る。 、
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}フ ランスにおける譲渡担保

____一__…___竺2鰻 製

1.は じめ に

権利移転型担保である譲渡担保においては、担保 目的物の所有権は、いったん譲渡担保

権者(債 権者)に 移転 され、債務が履行 されれば所有権は設定者に戻るが、債務不履行が

生ずると所有権は確定的に譲渡担保権者に帰属するという形式をとる。このように譲渡担

保が設定された目的物については、形式上は、譲渡担保権者が所有者 となる。 しか し、他

方、譲渡担保 にあっては、その実質は担保にあるため、形式 と実質の乖離がみられる。一そ

こで、譲渡担保については、いかなる法的構成を与えるかが問題 となる。この点、かつて

は、その形式にしたがって、担保 目的物の所有権は完全に譲渡担保権者に移転 してお り、

譲渡担保権者は移転 を受けた所有権 を担保 目的 を越えて行使 しないという債権的拘束を受

けるにとどまるととらえる(所 有権的構成)の が一般的であった。しかし、近時は、その

実質 を重視 して、譲渡担保権者を完全な所有権者 とせず、他方、設定者に も目的物につい

て何 らかの物権が帰属 していると解するのが通説 となっている(担保的構成)。 しかし、同

じく担保的構成をとる考え方であっても、い くつかに分かれており、 どの説 も通説的地位

を占めるにはいたっていない。また、判例は、基本的には設定者か ら譲渡担保権に所有権

が移転するとの構成をとってはいるが、明確な法的構成をすることはせず、担保 という実

質に則 した処理を個々の問題ごとに行っているというのが現状である(1)。

さて、この担保的構成をとる考え方は、担保 目的物の所有権の所在 をめ ぐって大 きく二

つに分けることができる。すなわち、一つは、担保 目的物の所有権は譲渡担保権者に移転

することを認めたうえで、ただ、それは担保の目的に応じた部分に限られ、残 り(こ れを

「設定者留保権」 という)は 設定者に留保 されているとする考え方(「 設定者留保権説」)

であ り、他の一つは、所有権はあくまでも設定者のもとにあ り、譲渡担保権者は、担保 目

的物について担保権 を取得す るにとどまっているとする考 え方(「担保権説」)で ある。現

在のところ、この二つの考 え方をとった場合、個々の具体的問題において、 どのような差
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異が結論 に招来 され るかにつ いては、未だ、充分 には明 らか にされていない。 しか し、 も

し、将来、汚染土壌 の所有 者に対 して、所有者 である とい うこ とに基づ いて、汚染物質 除

去 の責任 を負 わす とい う立法 がな され た場合 には、譲渡担保 の法 的構成如何に よっては、

譲渡 担保権者 は、厳 しい対応 を迫 られ ることになろ う。

ところで、現在、フ ランスにおいては、譲渡担保 は認め られていない といわれてい る。

しか し、 フランスにおいては、1992年2月 に、 国民議会(Assembl6eNationale)に 対 し

て、信託法案(Projet)が 提 出 されてい ることか ら、 も し、信託法が制定 された場合 には、

譲渡担保が可能 とな るといわれてい る。そ こで、本報告 にお いては、 まず、 フランス民法

におけ る物 就 中、不動産 か ら生 じた損害の責任 を紹介 した上 で、信 託法案 との関

連 において現在の フランスにおけ る譲渡 担保 をめ ぐる状況 を概観 す るこ とにす る。そ して、

これ らを通 して、 フランスにおいて、譲渡担保 の設定が可能 となった場合に、譲渡担保 に

対 して、 いかな る法 的構成が与 え られ るかにつ いて考 えてみ たい。

II.フ ラ ンス にお け る物 か ら生 じた損 害 の 責 任(2)

1.総 説

フ ラ ン ス 法 に お い て は 、 物 か ら生 じた 損 害 に よ る 責 任 は 、 「responsabilit6dufaitdes

choses」(物 の 所 為 に よ る責 任)の 項 目の 下 、 ① 動 物 責 任(responsabilit6dufaitdes

animaux)(フ 民1385条)(3)、 ② 建 造 物 責 任(responsabilit6dufaitdesbatimentstombant

enruine)(フ 民1386条)(4)、 ③ 無 生 物 責 任(responsabilit6dufaitdeschosesinanim6es)

の 三 つ に 分 類 さ れ る。 こ の う ち 、 ③ の 無 生 物 責 任 は 、19世 紀 末 以 来 、 フ ラ ン ス 民 法1384条

1項 に あ る 「自 己 の 行 為 に よ っ て 生 じ させ る 損 害 だ け で な くミ … … 自 己 が 保 管 す る物 か ら

生 じ る 損 害 に つ い て も、 責 任 を負 う。」と い う規 定 の き わ め て 幅 広 い 解 釈 か ら 、 判 例 が 創 造

し た もの で あ る(5)。

2.無 生物責任

(i)一 般的規定

無生物責任は、「物か ち生ず る損害についての保管者の責任」についての一般原則の地位

を占めている。すなわち、1385条 の定める動物責任および1386条 の定める建造物責任の規
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定 は、 この一般 的規定 に対す る特則 となってお り、無生 物責任 は、両条の定め る動物お よ

び建造物 を除 き、 すべ ての無生物 に適用 され る。

(ii)責 任 の性 質

無生物責任 は、物の保 管者(gardien)と して の資格 におけ る責 任であ る。 この 「保管」

(garde)と い う概 念 は、「所有 」「占有 」等の概 念 とは異 な り、1384条1項 に固有 の もので

あ り、判例 ・学説に よって、その内容が整備 されて きた ものであ る。「保管」 とは、物 の使

用(usage)・ 支配(direction)・ 制御(contr61e)の 権 限によって特徴付 け られ るものであ

り、単 なる物の取扱 い(maniement)・ 所持(d6tention)を い うのではない とされ る。

さて、無生物責 任 に関 しては、 「所有」概 念は、基本的 には、「保 管」概念 を含 み、 ため

に、所有 者は本 来的な保 管者 とみなされ る。しか し、所有者 は、所有権 を保持 した ままで、

保管の権限 を第三者 に移転 した り、喪失 した りす る場合 が あ り、その ような場合 には、保

管者 としての責任 を問 われ ることはない とされ る。前者 の例 として は、賃貸借、使用貸借、

寄託等が上 げ られ る。す なわち、所有者 と第三者 との間で賃貸借 、使用貸借、寄託等 の契

約が締結 され る と、保管者 としての責任 は、以後、原則 として、賃借 人、使用借 主、受寄

者に課せ られ るこ とになる。

(iii)責 任の推定力

無生物責任の根 拠 につ いては、 学説上、種々 の見解が あ るが、 多数説は、推定 に基づ く

保管者の過失責任 と解 している(6)。 しか し、物の保 管者は、その物か ら生 じた損害につい

て、 自己の無過失 または損害原 因の不 明 を立証 して も免責 され るこ とはない。 ただ し、①

損害が不可抗力、被害者 の非行 、 または第三者 の行為 に よる場合、 あるいは、② 損害の発

生につ き物が純然 た る受動的 な役 割 しか果 た さなかった場合 には、 それ らを立証 すれば、

保管者 は免責 され る。 このよ うに、責任 の推定 力は絶対 的なわけ ではない。

3.建 造物責任(フ 民1386条)

フランス民法1386条 は、所有者は、建物 の倒壊 に よって生 じた損害について賠 償責任 を

負 う旨定め てい る。 この場合の責任 は、無生物責任 とは異な り、所有権 に直結 してお り、

使用や保管 とは関係 がない。 したが って、た とえば、建物 の賃貸借契約において、賃借人

が修繕義務 を負 ってい る場合 であって も、被害 者 との関係 では所有者が賠償 責任 を負 うこ

とにな る。
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なお、建造物責任が発生す るため には、建物 の崩壊 が、営繕 の欠如の結果 として、 また

は建 物の暇疵 に よって生ず るこ とが 必要 であ る。 したが って、所有 者は、損害 の発生が不

可抗 力に基づ くこと、 または、被害者 の過失に よるものであ るこ とを立証 すれば免責 され

る。

III.フ ラ ンス にお け る譲 渡 担保 をめ ぐる状 況

1.総 説

フランスにおいては、 日本 にお け る譲渡担保 に相 当す るものは、血ducie-sOret6(担 保 と

しての信 託)と よばれ る(以 下、 フ ランスについては 「譲渡 担保」 ではな く 「担保の ため

の信 託」の用語 を用 いるこ とにす る)。 さて、Witz教 授 に よれば、 この担保 としての信託

は、「ある者が、他 の者 に、債権 を担保す る とい う目的で有体 または無体 の財産 を譲渡 し、

譲受 人は、担保が もはや必要 でな くなった ときに、原則 としてその財産 を再 び譲渡人 に移

転す る義務 を負 うことを内容 とす る契約」(7)(8)と 定義 され る。

さて、 日本 において も、古 くは、譲渡担保 の有効 性が疑 問視 された ことがあった。す な

わち、譲渡担保 は、質権 または抵 当権 とい う担保権 設定 の真 意 を隠匿す る虚偽表示 であっ

て無効(大 判大正3年11月20日 長銀20輯967頁)で はないか、 あ るいは、動産 の譲渡担保 に

ついては、質物 につ いて その現実の 占有 を設定者の下に とどめ るこ とを禁 ず る民法345条 お

よび流質禁止 を定 め る民法349条 の脱法行為 に該当す るか ら無効 ではないか とい う疑問 で

あった。同様 に、フランスにおいて も、担保 のため の信託 は、流質 の禁 止 を定 めた民法2078

条お よび同2088条 に反す るこ と、 さ らに、動産については、質権 設定者に よる質物の 占有

を禁 止 した民法2076条 に反す るこ とを理 由 として、無効 とされてい る(9)。

しか し、 フランスにお いては、担保 のための信 託に対す る敵 意は、 この ような実定法 に

基づ くものの他 に、 もっ と根源的 な ものがあ るようであ る。 すなわ ち、そ もそ も、担保の

ために所 有権 を移転す るこ とが許 され るのか、換言すれば、 所有権 を担保 の 目的に従属 さ

せ るこ とがで きるのか とい うこ とであ る(10)。そ して、この疑問 は、フランス法の信託 に対

す るア レル ギー に連 なる もの である。 とい うのは、信託 は、 あ る一 定の 目的のため に、所

有権 を委託者か ら受託者 に移転す る制度、換言すれば、所有権 をあ る一定 の 目的に従属 さ

せ るための制度 であるか らである。 これに対 して、 日本 においては、所有権 を担保の 目的
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に従属 させ るこ とが許 されるのか とい う疑 問は存在 していなか ったようであ る。

2.担 保の ため の信託 に対す る需要

近年、 フランスにおいては、以下め理 由か ら、所有権 を担保の ために用い るこ と、 その

一環 としての担保 のための信託に対 す る需要 が大 きい。す なわち、 フランスにおいては、

1985年 に制定 された倒産法(企 業の裁判上 の更生 お よび清算 に関す る1985年1月25日 法律

98号)に よって、 担保権者 に優先す る賃金先 取特権 が広 範に認め られ、かつ、企業の更生

のために、担保物件の換価が止 まる(11)ために、抵 当権(12)を始め とす る担保 物権 の価値 が著

し く低下 した と言 われ る。 そこで、他 の債権 者 と競合 しない担保 として所有権 に期待 が寄

せ られ ることになった。す なわち、担保 のための信託 の場合、担保 目的物は、 その所有権

が担保権者 た る債権 者に移転 して いる以上 、債務 者の責任財産 を構成す るこ とはない。 し

たが って、担保 目的物 は、所有者 ではない設定者 を債務 者 とす る賃金先取特権 の負担 を受

け ることはな く、 また、債権者 は、担保 目的物 を、その所有権 に基づ いて、更生手続 に邪

魔 されずに、 取 り戻す ことがで きるか らで ある。

ところで、 日本 においては、設定者にっいて開始 された会社更生手続 にあっては、譲渡

担保 の 目的物 は、債権 者の取戻権(金 蔓62条)に 服 さず、あ くまで も、更生担保権(会 更

123条)と して処遇 されてい る(13)。すなわ ち、譲渡担保 は、所有権 を債権 者に移転す る とい

う法形 式 をとってはい るが、 あ くまで も、担保 とい う実質に沿 った処遇が なされ ている。

これに対 して、フ ランスにおいては、担保 に とったのは所有権 である以上、担保権者 は、

あ くまで も、所有 者 として遇 され るべ きで ある とい う発 想があ るようである。 さて、 この

よ うな状況は、かつての 日本が そ うであったよ うに過渡的 な状況 であるのか、 それ とも、

日本 とは異 な り、いかに担保 のための信 託が用 いられ るようになって も、 それ につ いて担

保的構 成が とられ るこ とはないのかについ ては、即断す ることはで きない。

なお、担保 のための信託 が期待 され る理 由 は、前述 したところに尽 きる ものではない。

す なわち、動産 につ いては、 日本 におけ る と同様 に、動産抵当制度 の不備 を挙 げるこ とが

できる。すなわ ち、フランスにおいて も、特別 法(14)に よるものは別 として、動産抵 当が認

め られてい ないために、担保 のための信 託が認め られれば、 担保 設定者 は、 占有 を 自分の

下 に とどめた ままで動産に担保権 を設定す るこ とが可能 とな る。 さらに、換価 の容易 な有

価証券 の場合 は、担保 のための信託 の利点 として、債務 者の不履行 に際 して、担保権者が、
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有価証券を換価 して、その代金 を弁済に充てることができることが挙げ られている。これ

に対 して、質権にあっては、民法2078条 が、質権者が、債務者の不履行 に際 して、質物 を

任意に処分 して弁済に充てることを禁 じている。

3.担 保のための信託の例(15)

1.で 述べ た ように、 フランスにおいては、一般 に、担保 の ための信託 は認め られていな

い。 しか し、最近、金融業界 は、 その旨の自覚 はない ままに、担保のための信託 を用 いて

お り、その正 当性や効率性が認め られるよ うに なった(16)。

これ らの例 としては、 た とえば、輸 出業者が、銀行 か ら短期 の貸付 を受 け るに際 して、

外国の輸 入業者 に対 して振 り出 した手形 を、担保 として、銀行 に引渡す ことを挙 げ るこ と

がで きる(17)。さらに、債権 につ いて、よ り一般 的に、担保 のための信託へ の道 を開 いた も

の として、 ダイイ法(1981年1月2日 法律 第1号)が あ る。す なわ ち、 同法 は、債権 譲渡

と引換 えにその対価 を支 払 う取引だけではな く、債権譲渡が担保 の 目的 のため に行 われ、

ために代価 の取決め もない取 引 を もその対 象 としている(18)。そ して、債権譲渡が担保 の 目

的のため に行 われた場合 には、債務 者が不履行 に陥ったため に、担保権者(債 権 者)が 、

自ら、譲受債権 を取 り立て た場合 には、取 り立 てた額が被担保 債権 額 よ り大 きい場合 には、

その差額 を利得 す ることは許 されない ことにな る。

IV.担 保のための信託 と信託法案

1.は じめに

IIIで述べ た ように、 フランスにおいては、現実 に、一部 では、 担保 のための信託が行 わ

れてはい るが、 その有効 性は、一般 には認め られてはいない。 しか し、信託法が制定 され

た場合 には、所有権 を一定の 目的の ために従属 させ ることが、 明文 をもって、認め られ る

ので、担保 のための信託 の有効 性 も認め られ るこ とにな る。 そこで、 ここでは、担保のた

め の信託 に関係す る限度 で、信託 法案 の紹介 を行 うこ とにす る(19)。なお、信託法案 は、前

述 した ように1992年2月 に国民議会 に提 出 されたが、現在 まで、 いわば、店晒 しの状態に

あ り、 ため に、信 託法が制定 され るか否かにつ いては、現在の ところ予測がつか ない と言

わ ざるをえない。'
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2.信 託法案の 紹介

ここでは、信託法集 中、担保 の ための信託 を念頭 においた規定 を紹介 した い。 これ らの

規定 は、 もっぱ ら、銀行業界 の要望 に よって入れ られた ものである。

まず、信託法案 は、信 託 を、「それに よって、委託 者が 自己の財産及び権 利の全部又は一一

部 を受託者 に移転 し、受託者は財産 及び権利 を自分個 人のpatrimoineか ら分離 して、契約

の定 めに したがって一定 の 目的の範囲内において、一 人又は複数の受益 者の ため に行為 す

る契約 であ る」(第2062条1項)と 定義 してい る。 さて、担保 のため の信託 とは、あ る者が、

債権 を担保す るとい う目的の ために、他 の者 に対 して 自己の財産の所有権 を移転 す る契約

であ る。す なわち、担保 のための信託 にあっては、 担保権者 は、 当該財産 の所 有者で ある

とはいって も、 その所有権 を担保 の 目的のためにのみ行使す る義務 を負 う。 したが って、

担保 のため の信託 は、信託法案の信託 の定義 に合致 す ることになる。

ところで、担保 のため の信託にあ っては、債務 の履行 がなされれば、担保 目的物の所有

権 は担保設定者 に返還 される一方、債務不 履行 の場合 には、担保 目的物 の所有権 は確 定的

に受託者(担 保権者)に 帰属す るために、受益 者は、債務が履行 され るか否かに よって、

委託者 であった り、受託者 であった りす る。 そのため、 担保 のための信託 の場合 には、受

託 者は受益者 を兼 ねるこ とになる。 しか し、受託者 は、果 して、受益 者 を兼ね るこ とがで

きるか とい う問題 があ るため、信 託法案 は、「信託が 担保 の 目的 のために締結 された ときは、

受託者 は、契約 で定め られた条件に したが って受益者 とな るこ とがで きる。」(第2062条 第

3項)と い う規定 をおいて、 この点の明確化 を図った。

ところで、 担保 のため の信託に あっては、債務者 の債務不履行時 には、私 的実行 が行 わ

れ るこ とにな るが、他 方、民法 は、前述 したように流質 契約 を禁止 している(2078条 、2088

条)。その ため、担保 のための信託 にあって は、私 的実行 が認め られ るか否 かが問題 にな る。

この点 につ いて、信 託法案は、「担保 の 目的のために締結 された信託契約 に別段 の定めがな

い限 り、債務者 の不履行 の場合 、受託者 に移転 され る財産 の価値は、鑑定 人の陳述に した

が って決定 され る(以 下略)。」(第2065条)と 規定 して、私的実行の有効性 を認め た。

3.受 託者が信託財産に対 して有する権利 ・義務の内容

信託法案によれば、担保のための信託における担保権者(受 託者)は 、担保 目的物(信

託財産)に 対 して、いかなる権利を有す るのであろうか。この問題を考 える前提 として、
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信託法案は、信託財産 に対 していか な る地位 を与 えて いるか をみ ることにす る。

さて、信託法案 によ ると、信託財産 は、単純 に受託 者の資産(patrimoine)に 組 み入 れ

られ ることはな く、受託者 の資産(patrimoine)中 において財産 の独 立 した集 団を構成す

る。 この点は、法案 が英米法 におけ る信託か ら啓示 を受けた ところであ り、 したが って、

法案 にお いては、信託 は、受託者 の資産(patrimoine)中 に特別 財産 を創 設す る制 度 とし

て とらえられてい る。 ところで、patrimoineと は、債務者の財 産が、その債務 の引当 とな

るこ とを説明す るために用 い られ る概念 であ り、この資産統一性 の原則は、民法2092条(20)

か ら引 き出されてい る。patrimoineは 、債権 者の共通の担保(2093条)と なるので、債権

者 は、債務 者のpatrimoineを その債権 の引当 とす るこ とが許 され るわけ である。これに対

して、信託は、従来 、 このよ うに一つ であった受託者 の資産(patrimoine)の 中に独 立 し

た財産の集団 を構成 す るこ とを可能 とす る。この財産 の独立 した集 団の意味す る ところは、

受託者個人の債権 者は信託財産 を差 し押 さえ るこ とが で きな いこ と、受託者死亡の場合 に

信託財産 が受託者 の相続財産 の一部 を構成 す る もので はない こ とに端 的に示 され てい る

(21)。しか し、信託財産は、受託 者の財 産中で独立 した集 団を構成 してはいるが、信 託財産

の 「所有者」 は、あ くまで も、受託 者であ り、信託財産が独立の法主体 として認め られ る

とい うこ とはない。 したがって、受託者 は、信託財産 の所有者 としての責任 を免れ ること

はで きない と言 わざるをえない。

ところで、信託 法案 は、「第三者 との関係においては、受託者 は、契約 の 目的 である財産

に関 して完全 な権限 を有 す るもの とみ なす。 ただ し、 第三者が、受託者 の権 限につ いて悪

意 であ るこ とが証明 された ときは、 この限 りではない。」(第2068条)と 規定 してい る。そ

こで、信託 目的に違反す る処分 が なされた場合 であって も、善意 の第三者 に対 しては、そ

の処分 は完全 に有効 というこ とに なる。 これに対 して、悪意 の第三者 に対 して信託 目的に

違 反す る処分 が行 われ た場合 、具体 的 にいかな る結果 が もた らされ るのか につ いては不明

と言わなければな らない。ただ、法案 にお いては、受益者 の権利 は、受託者 に対す る人的

権 利 として把握 されて いるので、受益者には、 日本信託法31条 にあ るよ うな取消権が与 え

られ ることはないよ うである。

さて、 以上 の点 を担保 のための信託 にあてはめた場合、 どの ような結果 が もた らされ る

であ ろうか。まず、担保権 者個 人の債権 者は、担保 目的物 を差 し押 さえ ることはで きない。

また、担保権 者が、担保 目的物 を第三者 に処 分 した場合 には、 第三者が善 意であれば、 こ
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の第三者は担保 目的物の所有権 を有効に取得することになる。これに対 して、第三者が悪

意であった場合には、具体的にいかなる結果が もたらされるのかは法案か らは不明と言わ

ざるをえない。しかし、受託者は、信託財産 に対 して、処分権限を有 していない以上、第

三者は、そ もそも、所有権 を取得す ることはないとも考えられる。

このように信託法案 を担保のための信託にあてはめ ると、わが国において譲渡担保につ

いて担保的構成をとったの と類似 した結果が もたらされる。 しかし、そうではあっても、

前述 したように、法案においては、受益者の権利は受託者に対する人的権利 として把握 さ

れてお り、また、信託財産の所有者は、あくまでも受託者であるとされている。したがっ

て、わが国の譲渡担保についての担保的構成 とは異な り、受益者である担保設定者には、

物的権利は何 ち帰属 していないことになる。そこで、たとえば、担保設定者が倒産 した場

合には、受託者である担保権者は、1担保 目的物を所有者 として取 り戻すことができると結

論付けてよさそうである(22)。,

V.結 語

以上みたように、フランスにあっては、担保のための信託における担保権者は、 あくま

でも所有者 として扱われる。これに対 して、 日本においては、譲渡担保の法的構成につい

ては、設定者に何 らかの物権が帰属 していることを認める担保的構成が主流を占めている。

しか し、 日本においては、担保設定者の保護に急なあまり、所有権を移転するという法形

式に譲渡担保の法的構成が どれだけ拘束されるのか という視点が欠けていたように思われ

る。 もし、所有者 としての責任が問われる事態が起こった場合に、当該責任は、譲渡担保

権者が負 うのか、それ とも、設定者が負うのか。譲渡担保の法的構成を考える場合には、

このような視点 もまた必要であると言えよう。

(1)た とえば、建物の譲渡担保設定者は火災保険の被保険利益を有するか否かが争われた最判平成5

年2月26日 民集47巻2号1653頁 において、最高裁は、「譲渡担保が設定された場合には、債権担保の

目的を達するのに必要な範囲内においてのみ目的不動産の所有権移転の効力が生ずるにすぎず、譲

渡担保権者が目的不動産を確定的に自己の所有に帰させるには、自己の債権額と目的不動産の価額

との清算手続きをすることを要し、他方、譲渡担保設定者は、譲渡担保権者が右の換価処分を完結

するまでは、被担保債権を弁済して目的不動産を受け戻し、その完全な所有権を回復することがで
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き る。」 と述 べ て、譲 渡担保 設定 者 の被 保 険利 益 を認 め た。

た だ し、 譲渡 担保 が 設定 され て い る不動 産 が、被 担 保債 権 が弁 済 され て譲渡 担保権 が消滅 した後

に、譲 渡担保 権 者か ら第三者 に譲 渡 され た事案 にお いて 、第三 者 の所 有権 の取得 の有無 が争 われ た

最 判昭和62年11月12日 判 時1261号71頁 にお いて は、最 高裁 は所 有権 的構 成 に 立 って事件 処理 を行 っ

た と考 えざ る をえな い。 す なわ ち、 所有権 的構 成 に立 つ と、譲 渡 担保権 の被 担保 債 権 が弁 済 され る

と、譲 渡 担保権 者 に存 した所 有権 は、設 定者 に戻 るため に、譲 渡 担保 権者 が 第三者 に当該不 動産 を

譲 渡 した場 合 には、設定 者 と第三 者 に二 重譲 渡 した と同 じ関係 とな る。そ して、最 高裁 は、「右 第三

者 が いわ ゆ る背信 的悪 意者 に当 た る場合 は格別 、 そ うで な い限 り、譲 渡担 保 設定者 は、登 記が な け

れば、 そ の所有 権 を右 第三者 に対 抗 す る こ とが で きない もの と解 す るのが 相 当 であ る。」と判 示 して

い るか らで あ る。

これに対 して、担 保 的構成 に立 っ た場合 には 、設定 者 留保権 説 、担保 権 説 いず れ の考 え方 に立 と

うと も、 第三者 は、 完全 な所 有権 を取得 す る こ とは な い。す な わち、 設定 者 留保権 説 に立 った場合

には、 設定 者 留保 権 の制 限 のつ い た所有権 を取得 す るに と どま り、担 保権 説 に立 った場合 に は、 そ

もそ も、 無権利 者 か ら譲 り受 け た と同 じ関係 に な るか らで あ る。 したが って 、設定 者 と第三者 の 関

係 は、民法177条 に よって規律 され る二重譲 受 人 の関係 に立つ こ とは な く、第三 者 は、民法94条2項

の類推 適用 に よって保 護 され るの がせ いぜ い と言 えよ う。

(2)II,に おけ る叙述 は、 山口俊夫 ・フ ラ ンス法(1986・ 東 大 出版会)122頁 以 下 に よる。以 下、 煩墳

で あ るの で、一 々 の引 用 は省 略 す る。

(3)フ ラ ンス民 法1385条 は、「動 物 の所 有者 又 はそ れ を用 い る者 は、その使 用 中は 、保 管 下 の動物 であ

れ、 逸走 した動 物 で あれ、 それ が生 じ させ た損害 につ いて責 任 を負 う。」と定 め る(な お、 フ ランス

民法 の 日本 語 訳 は、法 務 大 臣官 房 司 法法 制 度調 査 部 編 ・フ ラ ンス民 法 典一 物 権 ・債 権 関係

(1982・ 法曹会)に よ る)。

(4)フ ラ ンス民 法1386条 は、「建 物 の倒 壊 が営繕 の欠如 の結 果 と して、又 は建 物 の暇 疵 に よって生 じた

ときは、 そ の所 有 者 は、 それ に よって生 じる損 害 につ いて責 任 を負 う。」 と定 め る。

(5)無 生 物 責任 法理 の形 成過程 につ い ては、 山 口 ・前 注(2)124頁 以下参 照 。

(6)学 説 の詳細 につ い ては、 山 口 ・前注(2)134頁 参照 。

(7)ClaudeWitz,La丘ducieendroitpriv6frangais(1981,Economica),n151.訳 文 は 、西 澤宗 英

「ClaudeWitz氏 の 丘ducie(信 託)論 一 比 較信 託法 学 の一視 点 」信 託法 研 究11号90頁 に よる。

(8)現 在 、 日本 法 にお いて は、通 説 的見解 に よれば、 売渡 担保 は.譲 渡 担保 に吸収 して しま うのが 妥

当 であ る とされ てい る(た とえば 、高 木 多喜 男 ・担保 物 権法 〔新 版 〕(199缶 有斐 閣)325頁)。 これ

に対 して、 フ ランス法 に お いては 、担保 としての信 託(譲 渡担保)と 担保 の 目的 です る売買(売 渡

担保)は 区別 して考 えな けれ ば な らない とされ る。 す な わ ち、債 務 者 か ら債 権者 へ の所有 権 の移転

は、 前者 に あ っては、 担保 目的 で行 われ るの に対 して 、後 者 にあ って は、売 買 の形 を とって行 われ

る。 したが って、 後者 に あ って は、買 主 は、実 質上 は債 権 者 では あ るが、 あ くまで も買 主 であ り、

た めに、 当事 者 間に は債権 ・債 務 関係 は存 在 して お らず、 担保 と考 える こ とは で きな いか らであ る

(M.Cabri11acetC.Mouly,DroitdesSOretes(1990,Litec),n531)。
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(9)詳 細 につ いて は、 山野 目章夫 「フ ラン ス法 にお け る動 産 売主 の ため の担保(2・ 完)」 法 学(東 北

大 学)49巻3号472頁 以下 参照 。 ・

'(10)CabrillacetMouly
,supranote8,n528.

(11)企 業 の裁 判 上 の更 生お よび清算 に 関す る1985年1月25日 法律98号 に よれ ば、 フ ランス の倒 産手 続

は、 日本 の それ とは異 な り、原則 と じて、 「裁 判上 の更 生 手続」に一 本化 された。 そ して 、更 生が 不

可 能に な った場合 に、 は じめて、 「裁 判上 の清 算手 続」 に移 行 す るこ とに な った。佐 藤鉄 男 ・町村 乗

賃 「1985年 の フ ラン ス倒 産 法に 関す る法文 の翻 訳(1)」 北 法38巻3号576頁 。

(12)不 動産 につ いて担保 の ための信 託 を設定 した場合 には、 不動 産 の担保 余 力 を奪 うこ とが短 所 とし

て挙 げ られ て い る。 他方 、 長所 と して は、 本文 で掲 げた こ との他 に、私 的実行 が可 能 な結果 、 非効

率 な競 売手 続 を 回避 で きる こ とが挙 げ られて い る。

(13)最 判 昭和41年4月28日 民 集20巻4号900頁 。

(14)た とえば、工 場 の原料 お よび設備 につ いて は1951年1月18日 法 律 第59号 、 自動車 に つ いて は1953

年9月30日 デ クレ ・ロアが あ る。

(15)こ の他 、所有 権 を担保 にす る方法 として は、所 有権 留 保やll－ スが あ る。

(16)CabrillacetMouly,supranote8,n530,'

(17)西 澤 ・前注(7)91頁 。

(18)こ の部分 は、1984年1月24日 法律 第46号 に よ る改 正 に よっ て新 設 された。 なお、 ダ イイ法 につ い

て は、 山田誠 一 「金 融機 関 を当事 者 とす る債 権 の譲 渡 お よび質 入 れ フ ラ ンスに おけ る最近 の動

向 」金 融 法研 究 資料 編6号50頁 以 下、 お よび、 金 融法 研究7号58頁 以下 参照 。

(19)詳 細 につ いて は、 拙稿 「フ ラン スにお け る信 託 の動 向一 一信 託 法制定 を中心 として 」 信託 法

研究18号53頁 以 下参 照。

(20)フ ランス 民法2092条 は、「本 人 として債務 を負 った者 はいか な る者 で あって も、その現 在及 び 将来

のす べ ての動 産 及 び不 動産 に よっ て、 その債務 を履行 す る義務 を負 う。」 と定 め る。

(21)ロ ー マ法 に おけ る信 託(丘ducia)に お いて は、信 託 財 産 は、完 全 に受託 者 の所有 とな り、受 託者

は信 託財 産 に対 して債権 的拘束 を受 け るに とどま って いた。 その ため、受 託 者個 人 に対 す る債権 者

であ って も、当然 、信 託財 産 を差 し押 さ える こ とが で きた。 また、Witz氏 の 展開 され る信託 論 に あ

って も、ロー マ 法 たおけ る 丘duciaと 同 じ く、受 託 者 に与 え られ る所有権 の 内容 は、本 来 の所 有 権 と

異な るとは考 え られ て いな い(西 澤 ・前注(7)99頁)。

(22)所 有権 留保 につ い て も、留保 買 主倒産 の場 面 に おい て、 フ ラン スに おい ては・ 留保 売主 の取 戻 を

認め るか 、 あ るいは 、認 め ないか とい う二者 択一 的な解 決 法が指 向 されて お り、優 先 弁済権 を与 え

る とい う中 間的解 決 法 は指 向 され て いな い。
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1.は じめ に

アジア開発銀行(以 下ADBと 言う)はマニラに本部を置き、アジアの途上国に対し開発

資金を提供 している国際金融機関である。このような特定の地域 を対象 としたいわゆる地

域開発銀行はADBの 他 に、米州開発銀行(IDB)、 ヨーロッパ開発銀行(EBRD)、 アフリ

カ開発銀行(AfDB)が ある。これらすべての地域開発銀行で融資等を行 うに当たり環境配

慮を行 うようになってきている。

本稿 においては、まず始めに、ADBに おける環境配慮の背景 としてアジアの開発途上国

における環境影響評価の現状 を紹介する。次に、ADBに おける環境配慮の仕組みについて

触れる。さらに、ADBに おける環境配慮の実態 をい くつかの トピックに例をとって論ず

る。最後に、世界銀行 も含め、IDB等 地域開発銀行それぞれによる環境配慮手続 きの比較

を行 う。

II.ア ジアにおける環境影響評価の現状

1969年 米 国は、 国家環境政策法(NEPA)を 制定 し、世 界に先 がけて環境影響評価 を導

入 した。当初 その適用は米国国内のプ ロジェ ク ト等に限 られたが、環境NGO等 に よる訴訟

もあ り、1976年 か らは米 国国際開発庁(USAID)が 実 施す る途上 国援助 プ ロジェ ク トに も

環境 影響評価 が適用 され るこ ととなった。80年 代 に入 る とイギ リス、西 ドイ ツ、カナダ等

も米国の例 にな らい、 それぞれ の二 国間援助機関 を通 じODAプ ロジェ ク トに環境影響評

価 を導入 した。 また、1980年 代 には、国連環境計画(UNEP)の 提唱に よる 「経済開発 に

係 る環境政策 と手続 に関する宣 言」(DeclarationofEnvironmentalPoliciesandProce・

duresRelatingtoEconomicDevelopment)が 、世 界銀行 の他 ア ジア開発 銀行 等他 の多
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国間援助機関によって署名 され、多国間援助機関の融資するプロジェクト等における環境

配慮が順次強化 されることとなった。 、

途上国における環境影響評価は、このような二国間及び多国間援助機関による環境影響

評価の導入に対応 した国内的措置 として導入されてきた。それは、途上国にとって国際援二

助機関によるプロジェクトの実施は最重要課題であ り、その円滑な推進を確保する必要が

あったからである。一般的に言って、現在でも環境問題に対す る意識や関心がそれほど高

くない途上国において、環境影響評価の導入を必要付ける国内的要因は存在 しなかった。

国際的要因がもとに、環境影響評価が導入されたことが明らかなものとしてフィリピン

の例が あげ ちれ る。 フィ リピンでは、1977年 の 「フィ リピン環境政策」 と題す る大統領令

(第1151号)(ThePhilippineEnvironmentalPolicy)に よって、環境影響評価 の導入が

決 定 された。 これ は7条 よ り構成 され る極め て簡潔 な文書 であ る。環境影響評価 は第4条

に よ り、 その導入が定め られ ているが、環境影響評価 の主 な内容 を示す項 目が、代 替案 の

検討 など米 国のNEPAに 規定 され る5項 目と全 く同内容 であ る上、本文のtextす らほ と

ん ど同一の部分 が多 く見 られ る。 また、通常、環境影響評価 書は タガログ語等、影響 を受
　

ける住民一般が理解できる言語ではなく、現在で も通常英語で作成されるのも、環境影響

評価導入の目的 との関連で、象徴的な事実 として理解 される。

表1は 、アジアの主要国における環境影響評価制度の現状をまとめたものである。ここ

に掲げた11ケ国は何らかの形で環境影響評価を実施 してきているが、国によってその位置

付け等が異なっているのは言 うまでもない。なお、ベ トナム、ミャンマー等これ以外の国々

では、制度として環境影響評価は確立されておらず、援助案件等についてAdhocに 実施

されているのが一般的である。表1に おいてアジア諸国における環境影響評価のいくつか

の特徴が伺える。

まず、上述のフィリピンを始め環境影響評価の導入時期が1970年 代の後半か ら80年作前

半に集中していることである。前述のようにこの時期は国際援助機関により環境影響評価

が一般化されてきた時期であり、それと符合 している。

第2に 、環境影響評価の法的根拠は環境保全法等の一般法に置かれ、手続等の詳細は規

則やガイドライン等で定め られている場合が多い。 これは一面で環境影響評価の柔軟な運

用を可能としている。

第3は 程度の差 こそあれ、環境担当省庁が環境影響評価を所管していることである。中
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国や フィリピンのように環境担当省庁による証明書(Certi6cate)等 の発行が定められ、実

質上環境担当省庁による許認可制度 となっている国か ら、イン ドネシアのように事業所管

官庁に設置される環境影響評価委員会の役割が大 きく事業所管官庁が主体 となっている国

まである。ただし、インドネシアの場合でも環境影響評価の一般的事項は環境担当省庁が

定めてお り、また各省庁が設置する環境影響評価委員会には環境担当省庁の代表が参画し

ている。

第4に 対象事業の種類は、パキスタンやスリランカを除き、限定列挙方式を採っている

ようであるが、本格的な環境影響評価は、予備的なアセスメン トやスクリーニング手続の

採用等により、環境影響が重大 と考えられる事業について行 われていることがあげられる。

第5に 、環境影響評価の実施機関は、国が事業実施主体 である場合 を除き、原則事業者

である。国が事業主体である場合、中国やパキスタンのように環境担当省庁が環境影響評

価 を行 う場合がある。"

第6は 審査機関に関してである。環境担当省庁が審査を行 うが、フィリピン、マレー シ

ア、インド等専門家による審査委員会を活用 している国も多い。

第7は 環境管理や環境モニタリング等事後的なフォローアップを義務付けている国が多

い点である。特に中国とイン ドネ訊アではこの 目的のため別途の書類 を作成 させ、審査の

対象 としている。米国のNEPAに 事後フォローアップ制度はなく、アジアの途上国の環境

影響評価において特記すべ き事項の一つである。よく途上国の環境対策は表面上立派だが

実施面に問題が多いとの指摘がなされる。この点、環境影響評価については実施面に十分

に意を配したシステム作 りがなされそいることは注 目に値 しよう。

第8は 、住民手続が余 り充実 していないことである。住民が何 らかの形で環境影響評価

にアクセスできるのが明らかなのは、フィリピン、タイ、マレーシアの3国 である。それ

らの国でも前述のフィリピンのように文書が英語のみで作成されるなど未だ改善 を要す る

点が多 くある。環境影響評価が内的要因ではなく外的要因により導入されたという経緯 を

反映しているためと見 ることもできよう。

最後に環境影響評価の適切な実施を保証するためのガイ ドライン等の充実がある。これ

に関連 してス リランカにおける環境影響評価専門家の登録等ユニー クな制度の導入が注目

される。
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表1:ア ジア途上国における環境アセスメン ト

国 名 根 拠 対 象 事 業 等 主務大臣 環境庁の役割 住民手続 事後評価 その他

イ ン ド

・憲 法 第48条(19

77年 鑑42回 改 正)
・環 境 保 護 法

(1986年 、 法 第29

号)

・か ん が い 事 業 、 鉱 業 、 採 石 、

ダ ム 、 湖 沼 開 発 、 発 電 所 、 港

湾 開 発 、 工 業 開 発 、 河 川 、 宅

地 開 発 等

総理府 環境 ・森

林 ・野生生物局

・審査
・専 門家 審査

委員会

・省 ・地 元 自

治体 の 意 見
の把握

環境 管理 計画
及 び環 境 モ ニ

タリング計画

イ ン ドネ シア

・生活環境管理 基

本法(1982年)
・EIAに 関 す る政

府 規 則(1986年
第29号)

・ダム開発、流域管理、農業、

開発、大規模発電、大規模工
業開発、工業用地開発等

・新規事業及び既存事業

・環 境影響 管理

庁

(BAPEDAL)
・中央及 び地方

AMDAL委 員

会

・AMDAL委

員会 へ の参
画

・一般 的 ガ イ

ドライ ン等
の策定

・地元 のAM-

DAL委 員 会

での審議

環境管理計画
及び環境モニ
タ リング計画
の策定

・数 百 件

の実績

マ レ ー シ ア

・環 境質 法(1974

年 制 定、1985年

改正)
・特定 活動 の環境

質に関す る命令
(1987年)

・農 業 、 か ん が い、 埋 立 て 、 水

産 、 林 業 、 住 宅 開 発 、 港 湾 開

発 、 鉱 工 業 開 発 、 発 電 、 鉄 道 、

リゾー ト開 発 、 下 水 道 等

科学技術環境省
環境局(DOE)

・審査
・独 立 の審査

委員会

・住 民参加 を

含む手続

環 境 モニ タ リ
ング

フ ィ リ ピ ン

・フ ィ リ ピ ン 環 境

政 策PD1151(19

77年)
・EIAシ ス テ ム 確

立 に 関 す る 大 統

領 令PD1586(19

78年)

・環境保全上重要 でEIAの 対象

となる地域及び事業に関す る

告示

(告示2146号)
・工業、鉱業開発、林業、水産
業、発電所、ダム、道路等

天然資源環境省

(DENR)
環境管理局

(EMB)

・環 境適 合証

明書(ECC)
の発行

・EIAレ ビ ュ

ー委員会

・公 聴会 の 開

催 等 の住 民
手続

・適 合 性 監 視

モ ニ タ リ ン

グ
・企 業 ・国 ・

住 民 に よ る

共 同 モ ニ タ

リン グ

糸勺4000件

の 実 績

タ イ

環境質法

(1975年 制定、1978
年改正)

・農業関連産業、ダム湖沼開発、

高速道路、宅地開発、工業 開
発、埋立等

科学技術エネル
ギー環境省国家
環境委員会事務
局(ONEB)

審査 ・住 民 参加 を

含む手続

環境 モニ タ リ
ング

約2000件
の実績

中 国

環境保護法

(1979年)第6条 及

び7条

・森林 開発、ダム湖沼開発、道

路 ・鉄道開発、工業開発等
・200百万元以上:国

80～200百 万元:省

80百万元以下:市 町村

国家環境保護庁

(NEPA)

・環境保護施

設許可証 明
書の発行

・省 ・市 町村

等 の 意 見 の
把握

環 境 管 理、 環
境 監視 プ ログ

ラムの策定

・三 同 時

・約3000

件 の 実

績



このような数多くの特徴を有するアジアの環境影響評価制度は制度制定以来10年 余を経

過する間多くの経験を積み重ね、定着してきた。既にタイでは2,000件 以上、フィ リピンで

は4,000件 程度のプロジェクトが環境影響評価の対象となった。中国では事業費の規模が一

定程度以上のもののみ、国における審査の対象 となるが、そのような事業だけでもすでに

500件 を超えている。

もちろん多くの問題 も未だ解決されないまま残 されている。第一に政治的問題がある。

途上国においては、先進国以上に環境問題に対するプライオ リティは低 く、意志決定者の

環境に対する配慮が実質を伴わないことも多い。従 って、環境影響評価 も事業 を進めるに

当って付け加えられた一つの余分 な手続 と見なされがちな点がある。第二は住民の無関心

である。手続 自身十分な住民関与を予定 してない面もあるが、事業が実施され影響が明ら

かになるまでいかなる問題提起 もなされないのが通常である。環境NGOの 活動が活発化

す るにつれ、フィ リピン、タイ、イン ド等でこのような状況は徐々にではあるが変化 しつ

つあるように見受けられる。最後に環境影響評価の内容の問題がある。明らかなことは特

に環境の現状に対す るデータに乏しく正確な環境影響を論ずるには不十分 と考えられる例

が多いことである。 これは環境影響評価にさける資金が少ない等の問題に起因している場

合が多い。 しかし、肝要なことはデータを多く集めることではな く、いかに環境保全に配

慮 した事業計画 を策定するかにある。途上国に とってクリティカルな問題に、最小限の費

用でいかに効果的に対応できるか という点に適切に答えられるような環境影響評価 を実現

してい くことが真に重要な課題なのである。

III.ADBに お け る環境 配 慮 の仕 組 み

本章 ではADBに おけ る環境配慮 を(1)環境影響評価、(2)環境技術協 力、及 び(3)環境 プ ロジ

ェク トの推 進の順 に論 ず る。

1.環 境 影響評価

ADBに おけ る環境影響評価の特質 はその一貫性 にあ る。銀行 内 で案件 を処 理す る際 の

一般的手続であ るいわゆ るプロジェ ク トサ イ クル に従 い、個別 の段 階 ごとにその段 階に応

じた環境面か らのチ ェックを行 うものである。
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図1プ ロ ジ ェ ク ト サ イ ク ル

②＼
現 地調査

①

発掘

/
③

計 画 段 階 審査

事 後 評価

⑥/

実 施 段 階 /
融資 協定

実施 一
⑤

① 環境 影 響 に応 じたプ ロ ジェ ク トの分類

② 初期 環 境 評価、 又 は環 境影 響 評価 書 案 の作成

③環 境 影 響 評価 書 の評 価、 確定

④融 資 協 定 へ の環 境保 全 措置 の盛 り込み

⑤環 境 保 全 措 置の 実施 及 びモ ニ タ リング

⑥環 境 影 響 の事 後 評価,

図1に 示 したよ うに、具体的 には発掘(Identi6cation)/現 地 調査(FactFinding)/審

査(Appraisal)と 続 く計画段階 では、環境影響 に応 じたプ ロジェク トの分類、初期 環境 評

ホ

価(以 下IEEと い う)、及 び必要 に応 じ、いわゆる環境影響評価 を行 う。融資協定(Negotia-

tion)/実 施(Implementation)/事 後評価(PostEvaluation)と 続 く実施段階で は、環 境

影響評価 のフォロー ア ップ としてモニ タ リング及 び事後評価 を実施す る。 日本で一般的に

行 われてい る環境影響評価 に比べ、計画の早い段 階か ら配慮が加 えられるこ とと事 後評価

が行 われ ることに大 きな特徴が ある とい えよう。

実際の運用 では、計画 の早 い段階でのチ ェックに重 点が置かれている。特に最近 はプ ロ

ジェク トの発掘の段階 での環境配慮に力 を入れてい る。発掘 とは国ご とに向こ う3年 間の

融資案件や技術協力案件 を決め るプログラム を作成 す るこ とであ るが、 この際に国 ご との
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重要 な環境問題 を取 りま とめた環境 セ クターペーパー を作成 し、かつ 環境 ス タッフが直接

プログラム ミッシ ョンに参加 す ることに よ り、環境面 での要請 を最大 限プ ログラムの 中に

反映 させ よ うとす る もの である。 これに よ り国 ごとのプログラムに環境関連プ ロジェク ト

が取 り入 れ られ る とともに、い くつかの案件 につ いては詳細 に検討すべ き環境項 目が概ね

明 らかにされ る。なお、この段 階ですべ てのプロ ジェ ク トは、環境影響 の大 きさに応 じて、

A、B、Cの3段 階 に分類 され る。大切 なのは、ADBの 場合 この分類がプ ロジェ ク ト実施

部局 でな く環境部 に よって行 われ るこ とであ る。環境に重大な影響が あ り得 ると考 え られ

るプ ロジェ ク トはAと 認定 され、環境影響 評価 の実 施が義務 付け られ る。 なお、Cは 環境

影響 が軽微 な もので、その他 はBと 分 類 され る。

次に現地調査 の段 階で通常実質的 な事業 内容が確 定す る。 この段 階でA以 外 のプ ロジェ

クトについてはIEEが 行 われ る。IEEに つ いてはセ クター ご とにガイ ドライ ンが用 意 され

て いる。特徴 は、① プ ロジェ ク トの実施場所 などの代替案 も問う形にな ってい るこ と、②

いわゆ る 日本型の典 型7公 害及 び 自然環境 の保全 に止 まらず、土壌侵 食、疾病 、安 全、災

害、社会的影響 な ども広 くカバー してい るこ と、③最 も重要 な問題 を同定 し、 それ に対 し

次 の段 階で いか に対処 して い くか を検討す るいわゆ るScopingの ため の指 針 となってい

るこ とな どである。 また、IEEの ガ イ ドラインを補 完す るもの として、生態学的 に重要 な

地域 の保全、文化的及 び社会的影響 の評価 な どに関す る個別重要課題 ご との ガイ ドライン

も作成 されてい る。

Aプ ロジェ ク トにつ いては、 この段 階で、環境影 響評価 書(案)の 実質的 な審査が行 わ

れ る。案 のサ マ リー は通常現地調査 の後 で理事会 に提 出され る。 このサ マ リー はあ くまで

も事業者 が作成 した もので あ り、ADBに よ る審査 結果 を反映 した ものではな い とされて

いる。

プ ロジェ ク トの環境影響 に関す るADBに よる判 断は次 の審査の段 階で正 式 に行 われ る

こ ととなる。ADBに はいわゆ る環境影響評価 に関す る詳細 なガ イ ドラインは存在 しない。

したが って、 それ ぞれの国の環境基準 な どを尊重 し、 国際 的に妥当 と考 えられて いる方法

で評価す るこ とを基本的な姿勢 としてい る。 しか し、実際 の審査では、基準が存在 しない

場合、す でに基準 を超 えて しまってい る場合、 ない しは国に よって は著 しく基準が弱 い場

合 な どが あ り、 このよ うな一般的な指針 のみでは、的確か つ統一的 な環境審査 を実施 して

い くことが難 しい場合が ある。
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表2ADBの 環境影響評価書のサマ リーの構成

A,は じめに(1/2ペ ー ジ)

サマ リーの 目的、環境影響評価の範囲、使用 した技術、手法に関す る簡潔な記述等

B,プ ロジェクトの説明(1/2ペ ー ジ)

プロジェ クトの種類、必要性、'位置、規模、実施スケジュール等に関する記述

C.環 境の現況(プ ロジェク トによ り影響 を受ける地域)(2～3ペ ー ジ)

物理的、生態学的資源、社会 ・経済状況及び生活の質等、並 びに比較のための環境基

準等に関する記述

D.予 測される環境影響及び保全対策(4～6ペ ージ)

プロジェクトの位 置、デザイン、工事及び供用に伴 い生 じる直接 ・間接の環境影響並

びに影響の緩和措置や環境の改善措置に関する記述等

E.代 替案(2～4ペ ージ)

代替案ごとに予測される環境影響 と提案 されているプロジェクトとの関係 を記述。代

替案は、提案 されているプロジェク トが代替案に比べ環境影響が最小化されてお り、環

境容量の許容範囲内にあることを確かめるために記述

F.費 用 ・効果分析(1～2ペ ージ)

保全対策の費用効果 も含めたすべての効果及び費用の現在価値に関する内部経済収益

率等の形態での分析

G.制 度面での措置及び環境モニ タリング(1～2ペ ージ)

必要な制度面 での措置(ハ ー ド及びソフ トの両方)、 環境モニタ リング及び進捗状況

報告書の提出等に関する記述

H.住 民関与(1ペ ー ジ)

スコーピング、公聴会 その他の(住 民の)参 加、プレス リリース、告示その他の法的

手続きの遵守等に関する要約、並びに住民及び関係団体の意見の要約

1.結 論

表2はADBに おけ る環境影響評価書サマ リーの構 成 を示 した もの であ る。 ボ リュー ム

は全体で20頁弱 という簡潔なものであるが、我が国で通常作成 されている評価書にはない

代替案や費用効果分析に関す るセクションがある。代替案 との比較において提案されてい

るプロジェクトの相対的優位性を論証する米国流の方法論 を基本 としているとも理解 され

る。しかし、いかなる範囲の代替案を立案し比較検討すべ きか示すガイ ドラインがないこ

と並びに、アジア諸国では環境影響評価の手法 として代替案 を検討す ることが一般的では

ないこ と等に より、現状 では必ず しもこの章は充実 した もの とはなっていない。費用 ・効

果分析は、通常内部経済収益率 を用いて、大多数のプロジェクトについて、実施されてき

ているが、まだ必ず しも環境改善や悪化に係る外部効果や費用の算入が一般化 しておらず、

さ ら な る 改 善 が 望 まれ る。な お 、ADBで は 環 境 の 経 済 評 価 に 関 し て は 「EconomicAnalysis

oftheEnvironmentalImpactsofDevelopingProjects」 と い う ガ イ ド ラ イ ン を 用 意 し て
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いる。このガイ ドラインは、環境価値の経済評価を、生産高変化アプローチ、機会費用ア

プローチ等一般に適用可能な技法か ら、マ クロ経済モデルまでを比較的や さしく解説して

いる好者である。

プロジェク ト実施段階での環境面か らの評価は、計画段階のものに比べ、いまだ本格化

してない。それは、①環境スタッフの数が少なく事後評価まで十分に対応する余裕がなか

ったこと、②環境モニタリングがプロジェクトの構成要素 としてきちん と組み込まれ事後

評価が統計的に行い得 る案件が、いまだ時間的に出てきていないことなどによるものであ

る。将来環境影響評価 を改善 し内実のあるものにしてい く上での事後評価の重要性に鑑み、

今後の環境スタッフの一層の充実に合わせて事後評価 を順次強化 してい くこととしてい

る。ただし、現状でもプロジェクト実施段階で環境問題が生ずれば、必要な措置をとるよ

う努力していることを付記してお く。

2.環 境技 術協 力'

ADBの 活動 の特徴 の一つ が無償ベー スでの技術 協力の供与 であ り、 これ は途上 国の発

展 に必要不可欠な人的 ・組 織的強化 を図 るため に用 い られ ている。環 境に関す る技術協力

の第1号 はマ レー シアに対 し1985年 に供与 されてお り、 それ以 降合 計50件 以上の協力が行

われて きた。予算 的には数万 ドル程 度の ものか ら200万 ドル近 くの もの まであ る。内容 も多

岐 に渡 ってお り、①環境影響評価 の実施及 び評価体制 の整備(中 国、 イン ドネ シア、 フィ

リピン、 イン ド、モ ンゴル など)、 ②環境管理及 び改善計画 の策定(タ イ、マ レー シア、 フ

ィ リピン、バ ングラデ シュ、中国な ど)、 ③熱帯林及 び種 の保全(イ ン ドネ シア、 フィ リピ

ン、 ネパールな ど)、 ④環境 組織及 び人的資源 の強化(ネ パー ル、バ ングラデ シュ、パ キス

タン、バ ヌア ツな ど)、⑤ 地球環境 問題及 び国 を越 える問題 に対す る対応(持 続的開発、エ

ネルギー と環境、地球温暖化 などに 関す る地域 レベ ル の戦 略 の検討、南 ア ジア環境 計画

(SACEP)、 南太平洋地域環境計画(SPREP)な どサブ リー ジョナ ルな組織の支援 な ど)、

⑥ その他、NGOへ の支援(タ イ、 フィ リピン)、 環境情報 システムの整備(中 国)、 農薬 の

適正使 用(ラ オス、 ネパール)、 自動 車公害 対策 の検 討(フ ィ リピン)、 各種 セ ミナー、 シ

ンポジウムの支援 な どが実 施 されて きた。一般 に技術協力 は コンサ ルタン トの派遣、 資機

材 の供与、各種研修 の実施 な どの形 態で実施 されて いる。

ADBに よる技術協 力は、疑 いな く、人的 ・財政 的 に極 めて不安定 なアジア諸 国における
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環境経緯 を、初期段階 か ら下支 え して きた。一方、西欧的理 念 ・方法論 の機械的適用、各

国の政治、社 会、文化 システムの不十分 な理解、 フォ ローア ップ体 制の不備 な どによ り、

技術協力の成果が持 続的に生 か されて こなかったなどの問題 も内在 してい る。

最 近、地球 温 暖化 や 酸 性 雨 等 の一 国 を越 え る環 境 問題 につ い て は、 国連 開発 計 画

(UNDP)や 世界銀行 さ らに はい くつかの先進諸 国 と協力 して技術協力 を進め ることが 多

くな って きている。特 に地球温暖化 につ いては、ADBと 日本 の環境庁が共催 した第一 回ア

ジア太平洋 地域温暖化 セ ミナー(1991年1月 、名古屋)の フォ ロー ア ップ として、 中国、

イン ド、 イン ドネ シア等 アジアの主要10か 国 を対 象 とした大規模 な技術協力プ ロジェク ト

を発足 させ た ことが特筆 され る。このプ ロジェク トの一環 として、1993年3月 に、IPCCや

UNEP等 多 くの国際機関の参 画 も得て、第2回 のア ジア太平洋地域 温暖化 セ ミナーが、タ

イのバ ン コクで開催 され た。加 えて、近々UNDPか ら地球環境基金(GEF)の 資金 を得 て、

温暖化 に関す る技術協力 をさ らに拡大 してアジア地域全体 で進め てい くこ とと している。

このプ ロ ジェ ク トの予算額 は10億 円に及 ぶ もの と想 定 され て お り、実施 に移 され る と

ADBは アジア地域 の温暖化 対策推進の一つの核 となってい くもの と考 えられ る。

3.環 境 プロジ ェク トの推進

ADBは 、銀行 のオペ レー シ ョン全般 に関わ る中期 戦略 の フレーム ワー ク(1993年 か ら

1996年 までを対象)の 中で環:境について以下 のような位 置付け を行 ってい る。

「環境 に有益 なプ ロジェク トやプ ログラム を計画す るに当た り、公 害の防止、環境 の修復

及び改善、効果的 な 自然資源の利用や管理 に重点 を置いた事業 を優先す るこ と。ADBと し

て、個 々のプロジェ ク トが環境保全上問題のない ものであ ることを引 き続 き確保 す るとと

もに、今 後は、持続的 な資源 の利用 を奨励す る政策や プ ログラムの策定及 び実施に係 る支

援 によ り多 くの資金 を振 り向け るようにす るこ と」。

また、同 じフレームワー クで、ADBが 融資す るプ ロジェク ト数 の構 成 を従来 タイプの開

発事業 を50%以 下 に、貧 困、人材育 成、環境等 を主 目的 または二次的 目的 とす るプ ロジェ

ク トを50%以 上 とす るこ とを明 らかに してい る。.この際、プ ロジェ ク トの主 目的は1つ 、

二次 的 目的は2つ までに限 るこ ととし、いわゆ るtrickle-downの 効果 は考 慮 しない ことと

してい る。

これ らに より今後ADBに おいては、 ネガ ティブな環境影響 をコン トロールす る とい う
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アプローチから離れ、より積極的に環境の保全 ・創造 を図るプロジェク トが推進 されてい

くこととなる。エネルギー、工業、農業、交通等各セクターにおいて、環境 を主目的また

は二次的目的とした場合、プロジェク トの主要構成要素 として環境保全 を具体的にどのよ

うに織 り込んでい くか、誠に興味深い所がある。

また、ADBに はプログラム融資と呼ばれるエネルギー、工業、農業、交通等の各セクタ

ーの政策の改善 を支援する制度がある。プログラム融資の場合、各セクターにおいて環境

対策 を強化させ る方向で融資対象国 と政策対話が行われるのがΣ般的となってきている。

それぞれのセクターにおける政策は、 もちろん国により大きく異な り、環境面からどのよ

うな政策の変更が必要かはケースバイケースである。 しか し、共通の原則は、資源の浪費

ひいては環境汚染 を誘発す るような現行 システムの是正、すなわち不適切な補助金の廃止

や適正価格の導入並びに資源管理体制や制度の強化等である。表3は より環境負荷が少な

く持続的な開発 を実現するための具体的かつ一般的な施策をセクター別にとりまとめたも

のである。
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表3プ ロ グ ラム 融 資 等 に お け る分 野 別政 策 の 環 境 保 全 面 か らの 改 善 施 策 の 例

(Ec6nomicPoliciesForSustainableDevelopment(ADB)よ り抜 粋)

政 策 目 的 環境改善施策 環境面での効果

自然 資 源

の利用料

(林業 ・鉱

業 及 び水

産業)

・政府の重要な計

画の実施に必要

な付加的資金の

確保
・自然資源利用料

の公平な分配
・林業、水産業等

の再生資源の効

率的持続的管理
の推進

・自然資源利用免許等 を有す

るものが余剰利益の大部分

を保持 し、 資源の枯渇 を招

くような免許、許認可等の

廃止
・水産業、林業、鉱業等 を行

う権利の競 売及び交換の制

度化
・都 市の資産や大規模農地に

対す る税の強化等自然資源

か ら受ける便益 を適切 に反

映 した税金の負荷

・短期間の免許等取得 による

資源収奪の削減
・自然資源の長期 的管理の促

進
・現地住民 と移住民 との間の

緊張関係の緩和
・資源利用の適切な管理 と監

視のための資金の造成
・国及び地方での代替的かつ

比較的豊富な公的資金源 の

確保

か ん が い

用 水 の 管

理

・効率的な水生産

の推進

・新たなかんがい事業か ら現

存す るシステムの運営、維

持、改善に公的資金の使用

をシフ トす ること
・運営、維持の責任 を農民に

移譲す ること
・農民か ら運営、維持等に要

す るすべての費用 を徴収す

ること

・塩害や湛水化の減少、洪水

等による下流の災害の減少
・土地及び水のよ り効率的な

利用
・健康被害の減少

化 学肥料

及 び農 薬

に対 す る

補助

・生産及 び分配効

率の増大
・遠隔地その他の

目標地域への適

切な供給の確保

・新 しい農地や 遠 隔地 を除

き、国内価格 を国際価格に

反映 したものとすること

・化学 肥料 等の 節約 を促 進

し、過剰使用や有害 な流出

を削減するこ と
・統合的害虫管理(IPM)や

たいひの利用等環境 に比較

的や さしい手法の復活、促

進
・持続的生産に向けての改善

・環境衛生 その他 より緊要な

分野での公的資金の使用

公 共 サ ー

ビ ス の 費

用 負 担

(電気、水

道料金他)

・行政効率 の改善

・公共サー ビス提

供 のための費用

の全面的回収

・外部費用 も含む全稼働期 間

に亘るコス トの算定
・現実的な料金構造、料金支

払い方法の決定
・使用料徴収システム構築の

ための法律や組織の整備

・料金不払者の発生率 とそれ

に伴 う管理 、監視上 の問

題の同定
・利用者間補助の導入可能性

の検討

・資源の節約 と効率性の確保

・全 コス トに対す る支払い意

志に応 じた需要
・システムの運営、維持、監

視、拡張に係 るコス トをよ

り確実に回収す るための収

入の確保
・富裕層への補助の削減、累

進的料金構造な どの利用者

間補助 の導入による貧困層

に対す る支援の強化
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IV.ADBに お け る環 境 配 慮 の 実 態

本章 ではADBに おけ る環境配慮の特徴及び実態 を以下の五項 目にわけて論 ず る。す な

わち、(1)代替案 の検討 、(2)費用便益分 析、(3)住民等の関与、(4)環境影響評価 と環境 基準、

及び(5)環境保全 措置の担保 方策 の五項 目である。

1.代 替案の検討

米 国の 国家環境政策法 では環境影響評価 の内容 として5項 目が掲 げられて い る。 その う

ちの一つが代替案 の検討 である。 この代替案 の検 討は米国の環境影響評価 法の根幹 をな し

てお り、1986年 のNEPA手 続に関す るCEQ規 則(40CFRParts1500・1508)で は、 §1502.

14の 提案 された行為 も含 む代替案 の項において、代替案の検討は 「環境影響評価 の真髄 で

ある」(theheartoftheenvironmentalimpactstatement)と 規定 してい る。 この ような

背景の 中で、米国 では国際開発 ・財政法が改正 され代替案 の検討 も含めた環境影響 評価 を

世銀等の国際金融機関に働 きかけたのであ る。代替案 の検討 は、 しか し、米国以外の国で

は必ず しも一・般的 な訳 では ない。 この ことは、ECの 環境影響評価指令(1985年7月)で も

代替案検討が義務付 け られ なか った ことに も表 れて いる。ア ジアの開発途上 国で もおおむ

ね10年 近 く環境影響評価が行 われて きたが、代 替案の検討が行 われ るこ とは稀 であ ると考

えられ る。規定上 は、先 に も述べ たように、 フィ リピンでは代替案 の検討 が行 われ ること

にな ってい るし、 イン ドもその ような運用 を定め ているよ うであ る。 しか し、代替案 の検

討が行 われ る として も公 害対策のオプ シ ョンを考 え る等 実際の運 用は限定 的 な よ うであ

る。

ADBに お いて1993年3月 に定 め られた新 たな環境 ア セスメン ト要領 で は代替案 に関 し

ては、「提案 されたプ ロジェ ク トによ り自然 資源 の深刻 な喪失や 人の健康への重大 な影響が

予想 され る場合」に代替案の検討 を行 うよ う義務付 けてい る(表2参 照)。 代替案 とは提案

されてい るプ ロジェ ク トと同等の結果 を生ず る もので、環境保全 の観 点か ら個 々の代替案

の長所や 短所 を検討 す ることとしている。代替案 として例示 されてい るものは、水 力発 電

計画に対す る火力発 電事 業、あ る地点の港湾開発 に対す る別の地点での同様 の事業 な どで

ある。代 替案間の比較 は環境影響 の観点か ら行 われ るが、最終的 にどの代 替案 を選 択す る

か は、 プロジェ ク ト全体 の フィー ジビ リティに基づ き行 われ るもの とされ ている。 なお、
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上記のように代替案の検討が必要な場合が限定されていることか ら、いわゆる予備的な環

境評価のみが必要なプロジェクトでは代替案の検討を中心に据えた環境影響評価は行われ

てこなかった。

2.費 用便益分析

米国のCEQ規 則においては、費用便益分析 を各代替案について行 った場合には準備書

に添付す るように定めている。しかし、環境の便益等については金銭的評価になじまない

ものもあ り、そのような場合には、代替案間の単純な金銭的比較は行 うべきでないとして

いる。ADBも その基本的なスタンスは同様であろうと考 えられ.る。しかし、環境影響評価

における費用便益分析の位置付けは、ADBの 方がより強いものとなっている(表2参 照)。

費用便益分析の位置付けは、ADBの 場合、必須の項目となってお り、`その重要性 も環境影

響評価書の結論部分の第一項 目として挙げられていることからも伺 うことができる。実は、

これはADBの ような多国間援助機関にとって費用便益分析 に基づ くプロジェクトの分析

が従来か ら最 も重要な判断基準であったからである。環境影響評価において費用便益分析

を義務付けることは、従来の費用便益分析で必ず しも十分に行 われてこなかった環境に関

する費用 と便益を明示的に、またより徹底 して経済評価を行 うことにつながると想定され、

ADBの プロジェクト選定上重要な意味を持っていると考 えられる。なお、ADBの 環境影

響評価においては、環境保全対策の費用 ・効果分析 も必要に応 じ実施す ることとされてい

る。

米国のCEQ規 則でも指摘 されているように、環境の費用や便益 を金銭的価値で換算す
オ

るこ とが 困難な場合 あるいは適 当でない場合 があ るのは よ く知 られてい る所 である。また、

金銭的価値への換 算方法 には、直接的 ・間接的な もの も含 め、極 めて 多様 な ものがあ る。

どの ような場合 に、いかな る手法 を用 いて経済評価 を行 うか、あ るい は行 わないかは重要

な問題 である。 このため、ADBで は 「EconomicAnalysisofEnvironmentalImpactsof

DevelopingProjects」 とい うガ イ ドラインを作成 し、環境の経済評価 の徹底に努 めている。

このガイ ドラインは、環境価値 の経済評価 手法 を大 き く以下の3つ に分類 してい る。す な

わ ち、生産 高変化(changes-in-productivity)ア プ ロー チ、機会 費用(opportunity-cost)

アプ ローチ、費用効果分析 等 「一般に適用可能」 な手法、不動産価値(propertyvalue)

アプ ローチ、旅行費用(travelcost)ア プ ローチ等の代理 市場価格 の推定 を中心 とした 「潜
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在的適用可能」な手法、並びに各種ゲニム手法やマクロ経済モデル等、その他の 「調査に

基づ く手法」等である。途上国においては各種の統計データがそろってない場合 も多 く、

これらの手法の適用には先進国における場合 よりも困難が多い。しかし、意志決定の中に

環境要素 を統合 させ るこのような手法は重要であり、「一般に適用可能な」手法等のできる

だけ広範な適用 を推奨 している。

3.住 民等の関与

言うまでもな く、環境影響評価においてどのような住民等の関与(publicinvolvement)

を予定するかは極めてセンシティブな問題である。米国のように情報公開法 と相 まってス

コーピングという手続により初期の段階から何度 も住民やNGOの 関与を求める国 もあれ

ば、大多数のアジアの途上国のように住民等の関与について特に何の定め も持たない国も

ある。ADBの 環境影響評価手続 も、今回の強化を経るまでは住民等の関与のない、いわば

内部手続であった。改正後は環境影響評価書に住民等の関与に関する章 を設け、スコーピ

ング、環境影響評価委任事項(TOR)、 公聴会等のサマ リーや、評価書等を受領 した者の リ

ス ト、さらには主要 な住民団体やNGOの 意見の要約 を記すこととしている。すなわち、

ADBは 途上国に対 し、プロジェクトにより影響 を受ける者やNGOの 意見を聴き、それを

プロジェク ト形成の過程に生かす ように求めているのである。

また、プロジェク ト採択の120日 前に理事会 に提出され る環境影響評価書のサマ リーや、

評価書自体は、他のNGOそ の他に公表されることを前提 としている。このため、ADBは

融資対象国に公表の許可を要請することとしている。 もし、融資対象国がサマ リー等の公

表を拒んだ場合には、2人 の副総裁の許可がない限り、当該プロジェクトの手続はス トッ

プされることとなる。ただし、何 らかの理由で公表が困難な場合には特定の者のみに公表

されることとされている。世界銀行 も環境蒋響評価書に対する住民等のアクセスを従来か

ら保証しているところであり、このADBの 措置 と相 まって今後、アジア途上国における環

境影響評価手続への住民関与が促進されるもの と考えられる。途上国における一般住民の

環境に対する意識は必ずしも高いとは言えず、この ような手続を導入して も果たして効果

的に機能するかどうか疑問を呈す る向きもあるか もしれない。 しかし、徐々にでもこのよ

うな手続が定着すれば、アジア途上国における地域に根 ざした環境問題により多くの重点

がシフ トするようになると考えられ、現在のような先進国的環境意識に多分 に根 ざした環
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境影響評価が改善されてい くのではないか と期待 される。

4.環 境影響評価 と環境基 準

開発 プロジェ ク トが及ぼす大 気質 や水質へ の影響 は環境基準 に照 らしてその重要性 が判

断され るのが一般的 であ る。現在 では、ア ジア地域 におけ る主要 国はほ とん ど環境基準 を

定め てい る。 これ らア ジアの途上国にお いて定 め られ た基準 は、先進国 の基準や国際機 関

の クライテ リア を参考 として定 め られ るのが一般 的である と言 う。 しか し、表4か ら明 ら

か なよ うに、SO、や 浮遊粒子状物質 に関 す る環境基準 を例 に とれば、国に よって数倍 の違 い

が あ ることが わか る。 また、中国や イン ドのよ うに土地利用形態 によって環境基準 を変 え

ている国 もある。先進国 との比較 では、余 り有 意な差はな いように感 じられ る。

ADBの 大気環境影響 の判断基準 は、原則 として各国の環 境基準 である。それは各 国の 自

然社会条件等の違いに よる判 断の差 を認め るとい う意味で合 理的 な原則 であると考 え られ

る。 しか し、逆に以下の ような問題 も生 じる。 イン ドネ シアで ある石 炭火力発電所 のプ ロ

ジェ ク トが立案 され、その環境影響 を調べ た ところ、背後の 山の頂部等一部地域 でSO2に

係 る環境 基準が満た されない ことが判 明 した。 そのため煙突高の変更、低硫 黄炭 の使用等

を行 い、 基準 をク リアーす るように措 置 した。 しか し、 もし、 この発 電所が、例 えばフィ

リピンに立地 していれば、環境 基準 が緩 い故 に対策 を強化 しな くて もよか ったのであろ う

か。 あ るいは逆に、 タイに立地 していれば、更 に強力な対策 を講 じる必要があ ったのであ

ろ うか。 第2の 問題は、各 国におけ る環境基準 の運用にあ る。実は、 イン ドネ シアでは、

SO2の 基準は24時 間値 として定め られ ているが、 この値 を年 間1度 で も超 えたら基準 を満

た していない と判断す るのか、平均値 で よいのか等が定 まって いない。 また、中国では土

地利用 に応 じ基準 を定め てい るが、新 たな開発等 によ り土地利用に変 更が生 じた場合 どの

基準 を用 いるのか等明確 でない場合 があ るように見受け られ る。

さて、 第1の 問題は要す るに、環境基準 は各 国一律 であ るべ きではな いか、あ るいは、

途上 国の場合は資金的余裕 がないのだか ち、先進 国よ りも緩い基準 とすべ きではないか、

とい うこ とであ ろう。前者 の議論 は、例 えば、先進国か らの工場 進出等に際 し、 ダブル ス

タンダー ドを採用すべ きでない との主張や、国によって異な る基準 を採用す ることによ り、

貿易上 の不公正が生 じるの ではないか との主張 に代 表 され るものであ る。ダブルスタンダ

ー ドではないか との批判 に対 しては
、 まず治外法権 の問題 があ る。 また、環境基準 といえ
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ども(例 えば健康 項 目で あって も)そ の国や地域 ごとの食生活 も含めた生活様 式や 自然条

件等 によ り異な るのは当然であ る点 が挙 げられ る。 さ らに、 ダブル スタンダー ドと言 う場

合、先進国か ら進出 して くる企業 の ことを想定 してい るのであるが、その ような企業 と被

進 出国の ロー カルの企業 の間に基準 の違 いが生 じて もよいのか との問題 が生 じる。次に貿

易上の不公正 が生 じるのではないか とい う議論 につ いてである。 これにつ いては、環境責

任 をある一地 点で満 たす ことは、 その地域の経済活動や産業構造、土地利用状 況、水 象 ・

気象条件等 に左右 され るとい う事実 を指摘すれば 足 りるだろ う。一律 の基準 をセ ッ トして

も、 それ を満 たすための経費は地域 によ り異 なるのは 自明だか らで ある。

そ こで、 国に よって環境 基準 に違 いが生 じて いる として、途上国では先進 国 よ り緩い基

準 にすべ きでは ないか との主張 につ いて考察 す る。実 は、ADBは その"Environmental

Guidelines"の 中で、環境 の基準 は、水銀等直接健 康 に関連 して いるもの を除 き、国の経済

状況 す なわち経 済状況 か ら見 た達成見通 しを考慮 して定め られ るべ きだ と主張 してい

る。その根拠 として、米 国の環境基準は順次 強化 されて きたが、それは経済成長 に比例 し

て きた事実 をあげている。 もとよ り、基準の設定 において その達 成見込み を度外視 して よ

い とは思 わない。しか し、対策に対す る資金調達 の可能性 と、1人 あた りのGNPと の相 関

のみで環境基準 を定 めよ うとす るのは単純化 が過 ぎるのではないだろ うか。何 のため に環

境基準が定め られ るのか、 それはその国その地域 ごとの環境要素 を地域の 自然 的、社 会的

条件 に即 して保全す るため であろ う。途上 国の 自然条件 は先進 国のそれ と大 き く異 なる。

土壌条件、雨量や河川 の水量の変動の大 きさ等 を考 えれば、む しろ先進国 よ り厳 しい基準

が妥当か もしれ ない。 また、社会 的条件 も、例 えば一般 人の健康状態や栄養 状 態が悪 いこ

と等 を考 えれば、む しろよ り厳 しい環 境基準 の必要性 を求めてい るとも考 え られよ う。今

や、世界の都 市の 中で最 も汚染 されてい るのは、 アジアや 中南米 の大都 市 である。 このた

め毎年何 万 もの人々が命 を落 としてい るとも言 われてい る。それで もその経済状況 に照 ら

して基準 を緩和すべ きなの であろ うか。問題 はむ しろ環境 基準 を満 たすため に、経済状況

を考慮 した上、 中長期 的 にどの よ うな対策 を講 じてい くかにあるのではな いだろ うか。

次 に第2の 問題 、す なわち環境 基準 の運用 につ いて触 れ る。環境基準の達 成 ・未達 成の

判 断基準が定 まって いないこ と、 あ るいは土地利用別 の基準のあてはめが不明確 なこ と等

は、 それ ぞれその よ うにな らざるを得 なか った理 由はあ るに しろ、環境行 政 に対す る信頼

性 を著 しく減ず る。規 制 され る側 の立場か らす れば、厳 しい規制 による費用負担 もさるこ
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となが ら、基準等の語意的な運用による不確実性 も新たな投資等に対する大 きなマイナス

要因となりうるのである。効果的な環境行政の展開のためには、中長期的な政策のもと、

規制を受ける側にも施策の方向が予測できるような、また語意的な側面を極力排除した透

明な基準等の運用が必要なのである。・また、同様の理由で一旦導入された規制等は、 きち

んと施行されるよう全力をあげるべ きであることを付け加 えておきたい。これも行政の信

頼1生にかかわり、長期的な影響が懸念されるか らである。

表4各 国における大気質に関する環境基準の比較

(単位 μg/m3時 間)

物質名

酸

化

硫

黄

浮

遊

粒

子

状

物

質

国 名

イ ン ドネ シ ア

マ レー シ ア

フ イ リピ ン

タ イ

中 国

イ ン ド

ア メ リカ

(旧)西 ドイ ツ

日本

イ ン ドネ シア

マ レー シア

フ ィ リ ピ ン

タ イ

中 国

イ ン ド

アメリカ

(旧)西 ドイツ

日本

長期的評価

基準値

0.26

0.10

0.36

0.15

0.05

0.15

0.25

0.03

0.08

0.12

0.365

0.15

0.1

0.260

0.260

0.180

0.330

0.15

0.30

0.50

0.100

0.200

0.500

0.150

0.200

0.100

平均時間

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

24

短期的評価

基準値

0.35

0.85

0.5

0.15

0.5

0.7

0.26

0.30

1.00

1.50

0.30

0.20

平均時間

1

1

1

測定の最大値

〃

〃

1

測定の最大値

〃

〃

0.5

1

自然保護区等

住居地区等

都市工業地区等

自然保護区等

住居地区等

工業地区等

自然保護区等

住居地区等

都市工業地区等

自然保護区等

住居地区等

工業地区等

(出典:ADB環 境部資料)
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5.環 境保全措置の担保方策

世界銀行等の援助機関がアジア等の途上国における環境政策の進展に大きな影響 を与え

てきたことは、すでに述べたところである。それは、単にそれ らの機関が融資するプロジ

ェク トについて環境影響評価 を個々に実施させてきただけではなく、環境対策や行政組織

のあり方等についても改善 をうなが して きたからである。融資に際 しての、 このような環

境保全に関す る担保は、通常融資合意書(LoanAgreement)に おいて行われることにな

る。融資合意書 とは融資に当たって銀行 と被融資国が交わす法的な文書である。ここには、

融資金額、返済条件等の融資条件の他に、融資約款(LoanCovenant)と 呼ばれるいわば

融資にあたっての合意事項が書 き込まれる。環境の保全が融資上重要な事項 と見なされる

につれ、約款に環境条項が加えられることが多くなってきた。

図2は 、ADBの 過去10年 間の融資案件のうち環境条項 を含んでいる約款の割合を示 し

たものである。 この図か ら環境条項を有する約款は1988年 以後有意に増加 していることが

わかる。実際、1983年 から87年までに承認された合計240の 事業の うち22%に あたる54事業

に環境条項が含 まれていたのに対 し、1988年か ら90年 までの3年 間では、175事業のうち73

事業(42%)に 環境条項が加 えられたのである。実は、ADBで は1987年 末に、環境配慮 を

より徹底する旨の副総裁指令が出され、これに応え、融資約款における環境条項の充実 も

明示的に指示されたのである。このため図2の ような変化が現われたものと考えちれる。

しかし、変化は単に環境条項 を有する約款の増加に止まらず、その内容の充実 も伴ったも

のであった。

1988年 まではADBの 環境条項は短 く、一般的なものであった。一例 を示す と以下のよう

なものである。

ノ

「借 り手は、環境影響 を最小化す るようなプロジェクトを企画 し、建設 し、実施す るのに

必要なすべての手段を講 じること」

この時期の環境条項は多 くても2条 止 りであ り、環境に関する現行法規の遵守、事業実

施段階での環境配慮の保証、サブプロジェクト選定の際の環境配慮等が上例のように一般

的に定められるにす ぎなかった。このような一般的規定は、特に何 をするか定めている訳

でな く、またADB自 身によるフォローアップも困難なので、実際上の効果は極めて限られ

ていたものと考えられる。
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図2ADBに お け る環 境 条 項 を 含 む 融 資 約 款 の 推移
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圏 プロジェ外の全体数 膠 環境条項を含むもの

一方、1988年 以後は環境条 項は特定 の基準、措置、実施時期 等 も含む よ うに なるな ど、

よ り詳細かつ広範 な もの とな った。事例 をあ る工業開発プ ロジェク トか ら抜粋 して以下 に

示す。

「… …借 り手は以下の措 置 を講 ずる。

(i)河 川 に流出 させ る排水 のPHを 許容 範囲内に保つ ため、排 水 口に連 続的な監視がで

きるPH計 を設置す るこ と。

(ii)工 場か ら発生す る固型廃棄物 を保管す るための、 セメン トば りの床 と壁 を持 った処

分 用 ピッ トを設置す るこ と。

(iv)す べ ての公害物質 の排 出 レベ ル は、ADBに よって合 意 され た基 準 以下 に保 つ こ

と」。

この時期 の環境条項の 中には、上記 のよ うな具体 的な対策 の他 に、新 たな法令等の施行、

基準 の設定、環境担 当組 織の新 設や 強化 、環 境 トレーニ ングの実施、必要 な予算の確保等

広範 な事項 に触れ ているものがあ る。 これは、88年 以後環境影響 評価が強化 されたこ とに

伴 い、 その中で重要 と考 え られ るもの を融資約款の 中に反映 させ たためであ ろうと考 え ら

れ る。
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借 り手が融資約款 に従 わない場合 どうな るのであろ うか。 その ような場合 、銀行 は、融

資 を中断 し又 は解 消す るこ とがで きるもの とされてい る。しか し、実際に はADBは 今 まで

ほ とん どその よ うな権 限 を行使 したことがない。 それは、約款 には借 り手が実行 で きる と

して合意 した もの を記 してお り、遵守 されないこ とに よ り融 資が 中断され るな どとい うこ

とは、 よほど例外 的なケース であ るとい う一般 的な事実 とともに、環境保全 につ いて は、

最近(88年)ま では、前述 したように抽象的規定 に止 まっていたため、遵守 されてい るか

どうか判断 しえなか った ためであ ろうと考 え られ る。今後 は、 しか し、環境 条項が よ り具

体的 になるに従 い、 よ り厳格 な環境条項 の遵守が促 され ることとなろう。

88年 以後融資に伴 う環境保全上 の措置 の効果的 な実施 を目指 し、特にプ ログラム融資(具

体的 な事 業ではな く新 たな政策 に融資す るもの)に おいて、条件付け(conditionality)が

行 われ るようにな った。 この条件 が満 たされ ない場合 は、融資金の支払いが一部行 われな

いこ とにな る。条件 付けは、融資約款 中の環境条項 と以下の よ うに異な ってい る。 す なわ

ち、約款は融 資に当た っての約 束であ り、 これが守 られ なければ融資の中断等 の罰 則が予

定 されてい る。 いわば、 「む ち」的アプローチ である。一方、条件付 けは、 融資金 の例 えば

残 り半分 の支払 い を 「あめ」 として使 い、条件の遵守 を誘導す る手法であ る。 この条件付

けアプ ロー チは、ADBよ り世 界銀行 であ り一般 的 であ り、途上国にあ る政策 を誘導 してい

くため広 く用 い られてい る。 また、IMFは すべて この条件付け によ り、資金 を途上 国に融

資 してい る。IMFや 世 界銀行 の実績 を見れば、環境問題 に限 らず、誘導すべ き施策 を条件

付け してい くこ とが、よ り効果 的なアプローチ であるこ とが明 白で ある。ADBに おけ る条

件付 けの一例 を示せ ば以下 の とお りである。

「……借 り手が以下 の措 置 を講ず るまで第2段 階(SecondTranche)の 支払 いは行 わな

い……FAOに よ り策定 された基準 に基づ き農 薬が輸入、流通、使用 され るよう規制 し監視

す る法律 を導入す るこ と」。

今後、融資等 を通 じ環境保全 を途上国において よ り充実 した ものに して い くため には、

上記 の条件付 け アプ ロー チの拡充や その他 の誘導 手段(イ ンセンティブ)を 導入 してい く

ことが効果的 と考 え られ る。政策ではな く事業実施 のための融資に条件付け を導入す るに

は まだ問題が残 され ているのか も しれないが、一方法 として、一つ の事業 に関す る融資約

款 中の環境条項の遵守が十分 でなか った借 り手 には、 その後 の融 資は行わ ない とい う方法

が考 え られ る。 これ は、 いわば、次 の事業 を 「あめ」 とした条件付 け と考 え られ るか らで
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ある。 また、環境保全に関する調査、研修、監視等、 ソフ トな部分については、無償資金

を与えることにより誘導策 とすることも考 えられる。ADBに は、技術協力のための無償資

金制度があるので、今後はこれを途上国における環境保全施策推進のため、さらに効果的

に使用 してい くことが望まれる。

V.開 発銀行における環境配慮の相互比較

計画や事業 を決定す る際の環境配慮、いわゆる広い意味での環境影響評価は、今や主要

な途上国を始め約50の 国において実施されるなど、世界的にその重要性が認識 され、定着

してきている。国際援助機関 もその例外ではなく、世界銀行 を始め、ADB、IDB、EBRD、

AfDB等 の多国間機関、USAID、CIDAやJICA、OECF等 の二国間機関を通 じ、広 く制度

化されてきている。 これら異なった国、異なった機関により採用 された環境影響評価シス

テムは、 目的は同 じでもそれぞれの組織的特性等を反映し、詳細において違いがある。一

概にどのシステムが優れているかを論ず ることはもとより不可能であるが、以下の事情に

より今後は環境配慮の手続や内容が世界的に共通化 してい くもの と考えられる。

第一の事情は国際化である。環境影響評価の国際化は、EC指 令によるヨーロッパ各国の

環境影響評価制度の導入や南極条約等の国際条約により、既に一つの潮流として定着 して

きた感がある。ヨーロッパにおいては酸 性雨等の越境汚染が問題 とな り、各国が共通の環

境政策をとる必要があったことがその背景であった。同様に南極においても、関係各国が

同程度の環境保全対策 をとる必要性が根底にあったもの と解 されよう。実はこれらと同様

の事情が途上国にもあるのである。例えばある途上国で2つ の開発機関から資金 を確保 し

て開発事業を実施することを想定 した場合、その途上国の制度に従った環境影響評価を実

施す るのに加え、融資を受ける2つ の機関それぞれの制度にも従 った環境影響評価 も実施

す ることとなる。これは関係機関の制度が異なれば、経費面、時間面で大きな無駄が生 じ

ることを意味する。このため今後環境影響評価の効率化の観点か ら、異なる機関間で手続

及び内容面での調整が進むと考 えられる。

第二の事情は地球環境問題の登場である。従来の環境配慮は、地域的な環境問題 を対象

としてお り、温暖化等の地球問題は検討項 目にはないのが一般的であった。その限 りで各

国、各機関が別々のアプローチを採用 していても問題はなかったが、地球環境問題 となる
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と事 情は異 なる。 より広 い地球的視野 でよ り多 くの主体 の様 々な活動 を対象 とした対応が

求め られ るこ ととなるの であ る。 この ためには、従 来のプ ロジェク トベー スでの環境配慮

では必ず しも十分 でな く、環境 と経済 ない しは開発 を真 に統合 してい くような新 たなアプ

ロー チ を志 向 してい く必要が あろ う。 これは世 界的課題 であ り、今後持続的開発 を具体化

す る中で徐々に明 らか となる もの と考 えられ る。

以上 のような背景 を踏 まえ、 ここでは世界銀行、ADB、IDB、EBRD、AfDBの 五つの

開発機関 を例 に とり、(1)ス ク リーニ ング、②環境配慮 の内容、及 び③住民等 との調整につ

いて相互比較 す るこ ととす る。

(1)ス ク リー ニング

ス クリーニ ング とは環境影響 の程度 に応 じてプロジェ ク トを分類 し、 それ ぞれの分 類 ご

とに適切 な環境 配慮 を実施 させ ようとす るものであ る。例 えば、我が国の環境影響 評価 で

は、対象事業 は事 業の種 類 と規模 に応 じ、 アプ リオ リに与 え られ ているが、米国では原則

として個別 の事業 ごとにス ク リー ニ ング を行 い、環境影響評価の対象 とす るか どうか を決

め るこ ととなってい る。問題 の五 つの開発銀行 は米 国式 のス クリーニ ングシステム を とっ

ている(表5参 照)。

まず、分類 につ いては、IDBを 除 き、3段 階の分 類 を行 ってい る。す なわち、環境影響

が大 きく総合 的な環境影響評価が 必要 なプ ロジェク ト、環境影響 は あるがそれ程大 き くな

く部分 的な分析が 必要 なプ ロジェ ク ト、及び環境影響が な く環境面か らことさら解析 を必

要 としないプロ ジェ ク トであ る。IDBは これ ら3分 類の他 に環境に寄与す るプ ロジェ ク ト

として第4の カテ ゴ リー を有 してい る。この第4の カテゴ リーは世銀、ADB、AfDBに も

最近 まで設け られていた。EBRDは この3分 類 の他 に、環境監査 が必要か どうか、及 び ト

ゥーステ ップロー ンにつ いて特別 な手続が必要か どうかの カテ ゴ リー を設けてい る。

次に、どの部署 が分類 を決定す るかの問題が ある。ADBで は分 類はプロ ジェ ク ト部局 と

調整 しつつ、環境部が責任 を持 って行 う。世 銀では逆に、プ ロジェ ク ト部局(責 任者)が

環境部局 と調整 しつつ、カテ ゴ リー分け を行 う。他 の3銀 行 はADBと 同様、プロジェ ク ト

部局 か ら提供 され た情報 を基 に、環境部局が分 類す るの を基本 としてい る。ただ し、IDBで

は最終 的決定 は環境管理委員会(CMA)で 行 う。

最後 にカテゴ リー分 けの際 の基準 について触 れ る。各銀行 において、 どの ようなプ ロジ

ェ ク トがA、B又 はCに 分類 され るか、基本 的な原則及 び代 表的なプロジェ ク ト例 を示 し

一219一



てい る。 この分類基準 は各 銀行 に共通 点が多 く、EBRDが 工業 プ ロジェク トに重点 を置 い

た分類 に してい るのが 目立つ程度 であ る。参考 のためADBに おけ るプ ロジェク ト分類基

準 を添付 す る(表6)。

(2)環 境 配慮の内容

作 成 され る環境影響評価書の内容 は相 互 に類似 してい る(表7参 照)。 その中で、一つの

大 きな相違 が費用便益分析 につ いて存在す る。ADBで はこれ を実施 す るこ と とな って い

るが、他 はIDBが ケー スバ イケー スで行 うこ とを除 くと、実施 しない こととされ ている。

これ は、む しろ整理上 の問題 であって、実 は各銀行 とも環境影響 の経 済評価や環境政策 の

コス ト面 での評価は重要 と位置付 けてい る。特にEBRDで はその総合 的プ ロジェ ク ト評価

において環境影響の コス トを組 み入れてい るか どうか につ き、特別 の注意 を払 ってい る。

次 に、他 の主体 との調整についてはADBとEBRDが 調整手続 と調整結果にっ いて独 立 レ

たセ クシ ョンで記述す るようしてい るのに対 し、世銀 では付属文 書 として会議 記録 と出席

者 を添付 す るように して いる。その他 、AfDBは 、環境保全措置 を記載す るこ ととはな って

いないが、 これは環境影響 評価 書で はな く、プ ロジェ ク トの文書本体 の方 に記載 され るこ

ととなってい るため とされてい る。

(3)住 民等 との調整

表8は 住 民等 との調整 をとりま とめ た もの である。各銀行 間でほ とん ど差 はないよ うに

見 えるが、 この点で最 も積極的 な取組 みを しているのが世銀 とEBRDで ある(表8参 照)。

世 銀 では銀行 の規則(OD4.01)で 、事業 の実施 によ り影響 を受け る人々 と協議す るこ と

が義務付 け られて いる。 この協議 はス コー ピングの段 階 と最終の段 階の2度 にわたって行

われ るこ ととされてい る。EBRDは 、早期段 階の調整 については ケー スバ イケースで決定

す るこ ととしているが、他 は世銀 とおおむね同様 であ る。一一方、ADBは 調整が必要 だ とは

してい るが、 いつ の段階で行 うのかは特定 していない。 しか し、環境影響評価書 は公 表 さ

れ ることとしてお り、融資対象 国の特定の図書館 に備 えつけ るよ うに してい る。AfDBで

は、環境影響評価 の仕様書に住 民等 との調整 を含 めてお り、 その結果が必ず環境影響 評価

書 に記載 され るように措置 してい る。
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表51Envi1'[mmentalscreeninandClassification

Question1

Question2

Question3

Question4

Question5

:

:

:

:

Whatistheinstirution'senvironmentalscreening/classificationsystem?

V防odoestheinitialenvironrnentalscreening?

Whodeterminesfinalenvironmentalclassification?

InwhatformisguidanceprovidedforenvironmentalscreeningP

WhatarethespecifiedcriteriaforenvironmentalscreenigP

World
Bank

EBRD

IDB
Current
system

AsDB

AfDB

Q1
A:FullEA
BlSomeanalys-

is
ClNoanalysis

A:FullEA

B:Partialanaly-

sis

C:NoEA,but

maybeoth-

erenvlronm-

entialinfor-

matlonreq・

Ulrements

O:NoEnv.Au-

dit

1:Env.Audit

FIlNoEAor

audit,but

specialproc-

edures

1:PosiriveObj-
ectives

II:NoEA
III:Someanalys'

is
IV:FullEA
Nocategories

A
B
C

EIA
IEE
Noanatysis

IEIA
IIMitigation

Design
measures

III:Noanalysis

Q2
TM,incon-
sultationwi-
thRED

EAG,onba・

sisofinfor_

mationSUPP-

liedbyproj-

ectTeam

CountryTe-

am,particip・

ationofEPD

Same

OENV,in
COnSUItatiOn
withstaff
fromProjec-
tsDepartme-
nts

ESPDperfor-
mstheIEE

Q3
TMand
REDre-
achag-
reerhent

EAG

Approv-
edby
CMA

Same

Chief,or

designa・

te,of

OENV

ESPD

Q4
Annexin
OD4.01111u-
StratiVeliSts
EASource.
book

Environment.
alProcedur.
eslIllustrati-

velistsfor
A,BandC

prOJects

Chapterin
"Procedures

forClassify-

ingandEva-

luatingEnvi-

ronmental

Impactsof

BankOpera・

tions"

Chapterter
andapPendix
inofficial
EA
Guidelines;
111ustrative
lists

IEECheck-
list,inEA
Guidelines

Q5
Projecttype(see
Table2),scale
andlocation;Irhp-
aCtS'natUre,mag-
nitude,complexi-
ty,reversibility,
SenSitiVity
Projecttypeand

location(e.9.,

greenfieldornot)

:Magnitude,dive-

rsityandgeograph-

icscopeofimpacts

;Borrower'slegal

requirementsAudit

:Ifpropertytrans・

fer,1easeofproP-

ertyormodificatio-

nstOexistingoper-

ations

Significanceofim-

pactssensitivityof
environmentand
degreeofknowled-

geaboutsolutions

Projectenvironme・

ntalsensitiviry:pr・

ojecttype,locati-

on,andscale;nat-

ureandmagnitude

ofpotentialimpac-

ts;availabilityof

cost-effectivemiti・

gat10nmeaSUreS

Significanceofim-

pacts;mitigatibili-

tyofimpactsthro-

ughspecificmeasu-、

resorchangesin

projectdesign:pr・

ojecttype,Scale

andlocation;envi'

ronmentalsehsirivi.

tyofareas;
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表6:ADBに おける開発プロジェク トの環境分類

1.カ テゴリーA

・重大な環境影響 を生 じる恐れのあるもの

・環境影響評価(EIA)必 要

・重 大 な 環 境 影 響 とは:(i)自 然保護区等環境保全上センシティブな地域に影響 を

与え、または

(ii)大 規模で多 くの人々に影響を及ぼす ものを言 う。

・よ り 具 体 的 に は:(i)土 地利用、社会的、物理的、生物的環境に大 きな影響

を及ぼすもの、

(ii)有害な汚染物質 を大量に排出するもの、

(iii)多くの人々の移転等を伴 うもの、及び

(iv)非再生 自然資源の利用を大幅に増大 させるもの

・具体 的プロジェクトとは:(i)大 規模な林業プロジェクト

(ii)大規模、新規灌瀧プロジェク ト

(iii)流域開発

(iv)大規模発電所

(v)大 規模工業開発

(vi)鉱業(露 天掘 り及び地下方式)

(vii)大規模 な水域の囲い込み(waterimpoundments)

(皿)新規の鉄道/大 量輸送 システム/鉄 道(環 境保全上 セン

シティブな地域の中及び近辺 を通過するもの)

(ix)港 湾開発

(x)用 水開発(水 域の囲い込み、河川からの取水 を含むも

の)

2.カ テゴリーB

・環境影響が生 じるが、カテゴ リーAほ ど重大でないもの

・初期環境審査(IEE)が 必要

3.カ テゴリーC

・環境影響 を生 じる恐れの少ないもの

・具 体 的 プ ロ ジ ェ ク トとは :(i)森 林研究等

(iii)海洋科学教育

(v)教 育

(vii)資金市場開発調査

(ii)地方健康関連サービス

(iv)地質、鉱山調査

(vi)家庭計画

(杣)証券会社
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表7:Suggested1RequiredComponentsofEARepor士

Executive

Summary

Policy,leg-

al,inst.

Framework

Project

Dese亘ption

Baseline

Data

Enviro㎜en-

talImpact

Analysis

Cost-Benefit

Analysis

Analysisof

Altematives

Mitigation

Plan

InStitutiOn

Building

E姉o㎜en-

talMonitor-

mgPlan

Consultation

WorldBank

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

EBRD

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

Yes

YeS

Yes

Yes

Yes

IDB

Yes

byProject

Team

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes(case-

by・case)

Yes(when

applicable)

Yes

Yes

Yes

Yes

AsDB

Yes

Depending

onneedahd

indicatedin

theTOR

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

AfDB

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

Yes

No(but,discu-

ssionofrnitig・

atiVemeaSUreS

adoptedin

projectplan)

No

Yes

Yes
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§

1

表8:Consultation

Consultation

Requirements:

a.Atscoping:

b.DeforeEACom・

Pletion

Consultedparties:

a.LocaiNGOs

b.AffeetedGroups

c.Others(specify)

Information

Disclosure:

a.PriortoScoping

Consuitations

b.PhortoDraft

EAConsuitations

c.AfterEAFinali-

zation

IBRD/IDA

Yes

Yes

Yes

Yes

Relevantgove㎜e-

ntagencies

Yes

Yes

Yes

EBRD

Yes

Detemlinedatscop-

ing

Yes

Yes

Relevantgove㎜e-

ntagencies

Yes

◆

Ifconsultationisto

takeplace

Yes,toprovideti・

meforco㎜ents

P亘ortoFinalRevi-

ew

IDB

Yes

Yes

Yes

Yes

Relevantgove㎜e-

ntagencles

No

Case-by-case

Yes

AsDB

Yes

Yes

Yes

Yes

Relevantgovemme・

ntagencles

Yes

AfDB

No

Yes

Yes

Yes

Relevantgove㎜e・

ntagencies

No

Yes

Yes
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金融機関の環境配慮義務について

UNEP銀 行憲章 とイ ン ドネシア

の議論か ら得 られ る示唆

1

岩 嵜 勝 成

_.→___±._一_一________噛_.____一_」

1
1.は じめ に

昨今 の環境保護 に対す る立法政策は著 しい。欧米諸国 を始 め、 その傾 向は世界 レベル で

見 られ るものであ る。 わが 国にお いて も例 外 でな く、大規模 な環境 汚染や 自然破壊 に関す

る諸行為 を規律 す る基本法 として、公害対策基本法 と自然環境保全法が制定 され ている。

この環境保護 に配慮す る方針 は、金融機関が融資す る際において も考慮 され るようにな

ってい る。所謂 「レンダー ライア ビ リテ ィー(LenderLiability)」 と言われてい る責任形

態であ る。つ ま り融資者 である金融機 関 は、被融資者であ る借主が な した環境汚染 に対す

る浄化責任 が追求 され得 るとい うもので ある。

この レンダー ライア ビ リティー につ いての 日本語訳は様 々にあ る。例 えば融 資者責任 と

か、貸手責任 とか、貸主責任 とか である。 いずれの用語が最 も適 当かについては、 そ もそ

もア メ リカで用 い られてい る 「レンダー ライアビ リティー」が対象 としてい る問題範 囲 と

一致 して いるのか、あ るいは 日本特有の状況 を反映 した独 自の概念 とす るのか、 とい うこ

とで議論 が分 れ るであ ろう。 だが本稿 では一応 「融資者責 任」 とい う言葉 で統一 して論 じ

て い きたい と考 えてい る。

因み にこの レンダー ライア ビリティー に関す る訴訟は、1980年 代 でア メ リカにおいて最

も盛 んに提起 され た問題 であった。つ ま り融 資先の企業に損害が生 じた場合 等において、

貸 出を実施 した銀行 の責任 を問 う訴訟形態 である。 これは、企業が 自らが市場 に出 した製

品の欠 陥につ いて一定の責任 を負 うとい う製造物責任(ProductLiability)の 金融版 と言

える ものである。 この融資者責任 の もと、環境破壊等の問題 を起 こ した企業に融資 した金

融機関 は、 その賠償 責任 が問われ るこ とになったのである。

だが90年 代 に入 る と、 レンダー ライア ビ リティー訴訟の控訴審 での原告(第 一審)、 つ ま
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り借 り手側 の敗 訴が相次 いだため、 その訴訟提起は下火 になってい った。以上 の ような状

況がア メ リカにおいて展 開 されていったのであ る。 そ してこの融資者責任訴訟が 日本 で も

問題 にな りは じめた。例 えば、 日本 経済新 聞平成5年12月16日 付け朝刊 にこの訴訟問題が

早速報道 され ているとい う具合 であ る。

本稿 ではこのレンダー ライア ビ リテ ィー につ いて考察 してい くのであ るが、更 に特定 す

ると環境 問題が絡 んだ レンダー ライア ビ リテ ィーが考察対象 であ る。 その考察 の順序 、あ

るいは考 察素 材 と して、IIに お いて はUNEP(UnitedNationsEnvironmentPro・

gramme)、 即 ち 「国連環境計画」 とい う国連機関が出 した環境 配慮に関す る 「銀行 憲章 」

について考察 を加 えたい。 またIIIにお いては、 イン ドネシアにおけて議論 されている銀行

の融資時の環境配慮 につ いて紹介 したい。 そして最後 に これ らの考察か らわが国が得 られ

る示 唆 を抽 出 して、 日本 での一つ の指針 を提示 していければ と考 えてい る。

II.UNEPの 銀 行 憲章 にう い て

銀行の一般的な業務活動 を考えると、環境破壊 とは全 く迂遠のことという感 じがす る。

だが間接的ではあるが関与す る場合はあ り得るのである。金融の融資を受けた企業がそれ

を元手にして環境破壊 を行 うという場合である。

つまり金融機関は環境破壊に関する法的責任 を追求される場合があるのである。92年 に

開催された地球サ ミッ トに向けて、世界規模で環:境問題に対する認識が広まり、環境保全

の必要性が強調されたという国際的な潮流を背景に、UNEPが 銀行による自主的な環境保

護に関す る取組を促進するために、環境配慮に関す る銀行憲章の作成を行っていった。環

境に配慮 した銀行業務 を考 える上で、この憲章を見ることの重要性は、他言を要 しない。

よってその内容 を次に見てみることにする。

1.銀 行 憲章 の内容

正確 に言 えば、 このUNEPは 、 当初、憲章(Charter)と い うかたちで作成 されて いた

のだが、これが トーンダウンされ て、結局、宣言(Statement)と い うかた ちに落ち着 いて、

その まま92年5月6日 に採択 された。 よって、憲章 とい うよ りも宣言 と訳 したほ うが正 し

いのか もしれ ない。 よって本稿 では憲章 として題 しているが、その内実 は宣言であ るとし
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て考 えて頂 きたい。 まずその全体的概要を掴むために、その条項を紹介 してお くことにす

る。

環境 と持続可能な開発に関する銀行憲章

序文

我々調印者一同は、人類の福祉、環境保護および持続可能な開発は、各国政府、企

業および個人の努力にかかっている、 と確信 している。我々は、経済成長の追求 と健

全 な環境が、断ち切 ることができないほど関連 し合っていると認識している。 さらに

我々は、生態系の保護 と持続可能な開発が集団的責任であり、銀行業務 を含むすべて

の事業活動の中で最優先しなければならないものであると認識している。我々の政策

および事業活動が、将来を損なうことな く現在のニーズに適応 しうる持続可能な開発

の促進 を保証するもの となるよう、我々は努力す る。

(1)持 続可能な開発の一般的原則

(1.1)我 々は、各国が共通の目標 として環境に取 り組むべ きであると確信する。

(1.2)我 々は、持続可能な開発 を健全な事業経営の基本的側面であると考える。

(1.3)我 々は、持続可能な開発が、環境保護 を推進する市場メカニズムの枠組みの

中で実働 させ ることで、最良の状態で達成 されると確信する。そして政府には、

経済成長の促進 とともにエネルギーおよび天然資源を保全す ることで、効率的

な環境管理 を維持すべ く、個人および企業に適切なサインを提供す る役割があ

ると確信する。 、

(1.4)我 々は、多方面にわたり活動 しているダイナ ミックな金融サービス部門が、

持続可能な開発における重要な貢献者であると見なしている。

(1.5)我 々は、持続可能な開発が企業の責任であり、良識ある企業市民権 を追求す

る上で不可欠の要素であると認識 している。持続可能な開発を強化するために、

国内における銀行業務の遂行および事業決定にあたって、環境を考慮すべ き事

柄 としては統合させる方向に、我々は向かっている。

(2)環 境管理 と銀行

(2.1)我 々は、環境管理における事前警戒的な取組を支持し、潜在的な環境悪化の

予想 と予防に努力す る。

(2.4)我 々は、通常の業務遂行の一環 として、我々の顧客が適用され うる地方、国
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家、 国際環境法 を導守す る と期待 している。法の遵守に加 え、健全 な環境活動

を促進 す ることは、企業経営が効率的 であるこ とを立証す る重要 な要因の一つ

で あると、我 々は見 な してい る。

(2.3)我 々は、環境 リス クが通常 の リス ク評価お よび管理 におけ る審査 項 目の一部

で ある と認識 してい る。我 々は、信用 リス ク評価 の一環 として、適切 な らば、

環境への影響 を評価 す るように勧告 す る。

(2.4)我 々は、環 境 リス ク評価 を国内外 の業務 において同水準 で適用 す るよ うに努

力す る。

(2.5)我 々 は、公共機 関が適切かつ包括的 な最新 の環境評価 を行 い、参加す る銀行

と、 これ ら評価の結果 を分 か ち合 うこ とを求 め る。

(2.6)我 々 は、環境 管理 に適 切な前進 をもた らす ため、経理、マー ケティング、 リ

ス ク評価、公的業務 、従業員 の育成 とコ ミュニケー ションを含 む経営慣行 を刷

新 す る意 向であ る。我々 は、 これ らお よび これ らに関連す る問題 を銀行 が調査

す るように奨励す る。

(2.7)我 々は、社 内の業務 において、エネル ギー効率 、リサ イクル および廃棄物 の

削減 を含 む最 良の環境 管理 を実施す るように努 力す る。

(2.8)我 々は、健 全 なビジネ ス原理が存在 す る場合 、環境保護 の促進 にふさわしい

銀行商品お よびサー ビス を支 援 し開発 す る。

(2.9)我 々は、我々が 目標 とす る環境 に相反す る業務 活動 を測定す るために、定期

的 に社 内におけ る環境 調査 を行 う必要 があ ると認識 してい る。

(3)一 般大衆の 自覚お よび コ ミュニケー ション

(3.1)我 々は、顧客が環境 リス クを軽減 し、持続可 能な開発 を促進 す る能力 を高め

ることが できるよ うに、適切 な情報 を顧客 に提供 す る。

(3.2)我 々は、各国政府、顧客 、従業員、株主お よび一般 大衆 を含 むすべての人々

との間に、環境管理 に関連す る透 明性 と対話 を育成す る。

(3.3)我 々は、銀行が環境方針 に関す る声 明お よび方針の実行 に関す る定期 的報告

書 を開発 し、発行す るように勧告す る。

(3.4)我 々は、国連環境計画 に対 して、持 続可能 な開発 に関す る適切 な情報 を提供

し、能力の範囲内での産業 界 を支援 す るように要請す る。
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(3.5)我 々 は、定期 的に本声明書の実施におけ る成果 を調査 して、適切 な場合 には

改正 を重 ねてい くもの とす る。

(3.6>我 々は、調印 して いない銀行 も本声 明書 を支援す るように推奨す る。

以上 の ような内容 で宣言 は構成 されてい る。 この宣言に関す る詳 しい解説は、他稿

に委 ね ることに して、 ここではこの宣言に対 す る評価 を加 えて、 日本 の金融機 関 とし

て この宣言 をどの よ うに受 け止め るべ きなのか につ いて コメン トしてい くこ とにす

る。

2.銀 行宣言 に関す る解説

前述 した如 く、 この宣 言は憲章 の段階の草案 内容 に比べ て、様 々な箇所 で トー ンダウン

が伺 える。 この点について見 るこ とは、 この宣言 を考 える上 で も重要 であろ う。

まず序文の部分 で言 えることは、草案で は 「Wethereforecommitourselves… …」 と

なっていた部分 が、宣言では 「Wewillendeavortoensurethat… …」 とい う表現 になっ

ている とい う点であ る。つ ま り宣言に定め られ た内容 の履行 につ いて、約 束 とまではいか

ないが、努力 してい くという意志の表明 に変 わったの である。 この トー ンダウンの傾 向は

銀行宣言 の他の部分 に も随所 に見 られ るこ とである。例 えば、環境保護 に関す る基準 につ

いて定め た銀行宣言(2.4)の 場合 でもやは り 「commit」 が 「endeavor」 に変 わってい る。

更に、草案 では監査 について 「audit」とい う言葉が頻繁 に使用 されてい るのだが、宣 言

には 「review」 という言葉 にな ってい るとい う点 につ き指摘 で きよ う。つ ま り前者 の場合

だ と、'監査報告 に関す るフォーマ ッ トがあ り、 きちん とした内容 の ものが要求 され るが、

後者の場合 には、 そのよ うな ものが要求 されていないのであ る。経営活動 に関す る第三 者

に よる干渉 を嫌が る傾 向が、 この言葉 に表 されてい るようであ る。 しか も草案 では、その

監査 を外部機関が行 う監査 なのか、内部組織 に よる監査 なのか につ いて、明確 に言及 され

て いないのであ るが、宣 言では、一般 的には内部監査 とい う形 でチェ ック して い くこ とに

なってい る。しか し、この内部的監査 に よって、どの程 度の効 果が期待 で きるか は、「内部」

監査 だけに一見疑 わ し く思 われ る。 ただ 内部 監査 といって も、 そのや り方次第 では、外部

監査 と同 じような方法 にな り得 るであろう。例 えば、 内部監査 で コンサル ティング会社 の

よ うな ものでな く、 もう少 し中立性 に富んだ組 織に よって公正公平 な監査 を して い くとい

う場合 には、外部監査 と同様 の効果があ る程 度期待 で きよう。
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何故このように トーンダウンしたのか という点については、 日本がその草案作 りの参加

や銀行憲章の調印もしていない(93年3月 時点)た め、この点に関する情報は得 られなか

った。 日本の政府 も銀行 も、このような草案作 りに参加 した り、宣言に関する情報を積極

的に収集 していなかったようである。ただ察す るに、この宣言の内容 に関して、国際的に

理解して同調 して もらい、銀行宣言について調印して くれる銀行の数を増や したいという

意向が働い て、以上のような トーンダウンがなされたのでは、 と思われ る。

注 目したいのは、(2.3)に ある 「信用 リスク評価」である。つまり環境対応が遅れたり、

不十分 な企業に銀行が融資している場合、その会社の社会的信用度が低 くなり、そのサー

ビスや製造物の売れ行 きに悪影響 を与 えるようになる。最悪の場合、銀行は融資分を回収

できな くなるという状況に直面する場合 もあ り得 る。このような リスクを事前に回避する

ために、銀行が融資の際に融資先の企業の評価するということが要求 されて くる。この環

境 リスクの評価は、アメリカでは融資顧問会社が行 う企業の格付 を通 して実施 されている。

定期的に審査 して、投資家のために安全 なる投資先に関す る情報 を提供するのである。

だが日本の格付機関で、このような環境 リスクまで評価 しているところはないようであ

る。つ まり日本ではあくまでもその格付の場合には、企業の体力、支払能力という観点か

らの格付なので、環境面での リスクが格付審査の際に評価 されることはないのである。環

境に配慮 した企業活動を徹底させる意味か らも、この格付評価の際に、環境配慮 に関する

要因をも考慮する必要があると思われる。 ・

簡単ではあるが、以上のような点がこの宣言に見 られる点である。確かに草案に比べて

様々な点で トーンダウンが見 られるのであるが、この宣言は、UNEPと いう国連機関が、

署名 した銀行 と一緒になって、銀行憲章 を提示 したものである。環境管理の必要性を最初

にまとめた という意味では、非常に大 きな意義があると言えよう。前述 した如 く、様々な

点での トーンダウンの狙いは、署名銀行 を増やすことにあり、その精神 を出来 るだけ世界

各国に広 く普及するという点にあると言える。日本の金融機関は、銀行憲章が示すこの精

神 をもっと積極的に評価すべ きであろう。

また企業の経営活動を資金面でサポー トしているという意味で、環境保護に対 して銀行

は潜在的にもかなり大きな影響力 を有 していると言えよう。 とすれば この宣言に銀行が積

極的に署名するということは、環境保護に対するポジティヴな姿勢 を表 していると言えよ

う。だが現実 として日本の銀行が一行 も署名 していない状況 を残念ながら我々は見ること
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ができる。このことは、 日本全体の環境保護に対する対応の遅れを、暗に国際的に表明 し

ていることになるのではなかろうか。細かい点に関する疑問は ともか く、この銀行憲章の

ねらう大筋の目標や姿勢等 を積極的に評価する必要があるように見受け られる。

III.イ ン ドネ シア の環 境 配 慮 に関 す る議 論

本稿の考察対象である融資時における銀行の環境配慮義務について、イン ドネシアにお

いても議論が盛んになされている。筆者はこのイン ドネシアでの興味深い議論に関す る資

料を得たので、その内容について紹介をし、更にこれ らの議論が 日本に与える示唆につい

て考えていくことにする。そこでまず何故イン ドネシアにおいて銀行が環境配慮義務を負

うようになるのか、その法的根拠 と実質的根拠等について見ていくことにする。

1.銀 行 の環境配慮義務 に関 す る法的根拠

イン ドネシアの国内におけ る環境政策形成 に大 きな影響 を与 えた ものは、1972年 に開催

されたス トックホルム国連人 間環境会議(theUnitedNationsConferenceontheHuman

Environment)で あった。 この会議に よって環境保護 が世 界中のあ らゆる個 人 レベ ルや政

府 レベ ルでの問題点 であるこ とが強調 されたのであ る。

この会議の翌年 である73年 にお いて国家諮 問会議が、環境 開発 に必要 なことを実 現 し、

継続可能な開発 を達 成 しさ らに調和 とバ ランスの とれ た環境 を維持 してい くために、「環境

政策 に関す る一般的指針 」を宣言 し、総合 的 な環境政策 の必要性 を示 した。その内容 は、「イ

ン ドネシアは、経済開発 を遂行 す るにあた り、天然資源 を合 理的に管理す る。天然 資源 の

利用 にあた り、人間環境 を破壊 すべ きでな く、次世 代の必要 まで も配慮 にいれた総合 的な

政策の下に、 これ を実施 すべ きであ る」 とい うもので ある。

こののち82年 法律 第4号 であ る環境管理 基本 法が、国家環境 委員会 に よって発表 され た

「環境政策 に関す る一般 的指針」 に基づ いて制定 された。 この73年 の 「環境政策に関す る

一般 的方針」や環境管理基本法 の立法は
、72年 の国連 人間環境会議 の決議に対す るイン ド

ネ シア政府 と国民の具体的 な対応 を内容 とした もの と言え る。

この基本法 の制定根拠 になっているのは、現行 イン ドネシア憲法 第33条 第2項 の 「国家

に とって重要 でかつ 多 くの人々の生活に影響 を与 え る生産部 門は、国家 によ り管理 され る」
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と、第3項 の 「土地、水、天然資源は国家により管理 され、国民の最大限の福祉のために

利用される」なのである。

①82年 法律第4号 環境管理基本法

このような制定過程 を経て環境管理基本法は制定された。この法律か ら銀行の環境配慮

義務が導かれるとされている。では具体的にその点について見ていくことにしよう。

まず環境管理基本法第5条 と第6条 第1項 についてである。

第5条 第1項 あらゆるものは良好で健康 な生活環境 を享受する権利を有 している。

第2項 あらゆるものはその生活環境を維持し、環境破壊や汚染 を防止する義務

を有 している。

第6条 第1項 あらゆるものは生活環境の管理に参加する権利 と義務 を有 している。

第2項 その参加は立法によって基礎づけられるものとす る。

この第5、6条 に言 う 「あらゆるもの(everyperson)」 という言葉は、個人や グループ

集団、法人格 を有す るものを意味するとしている。つまり法人格主体 として、銀行は環境

保護への参加が義務付けられるのである。このようにイン ドネシアでは、継続可能な開発

と調和のとれた生活環:境を維持するとい うことが、ある特定の個人やグループ、法人主体

にだけでな く、「あらゆるもの」について課せ られた責任であるということが明確に指摘さ

れているのである。

また環境管理基本法の第20条 第1、 第3項 には次のように定め られている。

第20条 第1項 生活環境を汚染 した り、あるいは破壊 したものは何人でも、良好で健全

な生活環境 を有する権利が侵害された被害者に対 して賠償 しなければな

らない。

第3項 生活環境を汚染 した り、破壊 したりしたものは、環境の回復費用 を国家

に対 して支払わなければならない。

しか も次のような罰則規定 を用意 しているのである。環境管理基本法第22条 である。

第22条 第1項 生活環境を故意に汚染、破壊 して、環境管理基本法の関係条項や関連法

規に違反した ものは最高10年 までの服役ないし最高金額10億 ルピアの罰

金に処す。

第2項 過失によって生活環境を汚染 ・破壊して、環境管理基本法の関係条項や

関連法規に違反 したものは最高1年 の服役 ないし100万 ルピアの罰金に
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処す。

とすると銀行は以上のような賠償金支払いのような民事的責任のみならず、第22条 に基

づいて刑事責任 も負いうるということになる。

②92年 法律第7号 銀行業法 ・

銀行の環境配慮について法的義務付けの根拠 となる次なる法律 として、92年法律第7号 、

つ まり銀行業法 も指摘できる。まず銀行業法第6条 第K項 か ら見ていくことにす る。前述

の環境管理基本法第20条 と関連 して、この銀行業法第6条 第K項 によって銀行は、次のよ

うな責任を負 うようになっている。

第6条 第K項 担保物件の購入は直ちに支払わなければならないとの条件の下に、債務

者が銀行 に対する義務の履行 を怠った場合になされる入札 を通 じての全

部または一部の担保の購入 を、商業銀行はカバーするもの とする。

確かに銀行の融資先の企業が生活環境 を破壊 ・汚染 した場合、その行為に銀行は直接関

与 していないので、環境管理基本法第20条第1、 第3項 のみ見れば、銀行はその破壊 ・汚

染行為によって生 じた損害について賠償する義務を負わな くてもよくなる。だが銀行業法

第6条 第K項 を併せて見ると、企業が担保 として とられている場合には、融資銀行はその

企業のオーナーとな り、それゆえその企業によって生 じた環境破壊 ・汚染の損害賠償責任

も負 うことになるのである。本条項のねらいはそこにある。そこで銀行は自己保全の必要

か ら、企業に融資する際には、その企業の環境配慮に対す る評価をもしなければならな く

なるのである。

次に銀行業法弟7条 第C項 である。

第7条 第C項 商業銀行は、イン ドネシア銀行 によって定め られた規定 を遵守すること

により、その参加は引き揚げ られなければならないとの条件の下に、融

資の失敗の結果 を克服するために、暫定的に株式参加(equityparticipa-

tion)す ることが認められる。

つまり株式参加することで債務者である企業の株主になり、銀行は企業の実質的オーナ

ー として、企業が行 った環境破壊や汚染によって生 じた損害賠償責任 を負 うことにな り得

るのである。 この条項によっても、銀行が環境に配慮した融資をする必要性を導 くことが

できるのである。

③ 融資契約に組み込まれた合意条項の確保 とモニタリング条項
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例 えば、融資資金の運用状況 とその安全性に関するモニターの結果、銀行が融資先の企

業を共同経営する必要性を感ずれば、共同経営に参画するであろう。そしてそのような企

業に対 して銀行が指名 した銀行の代表者や代理人等 を送れば、その企業が生活環境 を破

壊・汚染 した りした場合には、環境管理基本法第20条にある責任 を銀行は負 うことになる。

とすれば、融資する際に銀行は、融資先の企業における環境配慮姿勢 を事前に十分に評価

してお く必要が出て くるのである・この場合 環境配慮義務が自己保全の必要上等質的に

出て くると言 える。

2.環 境配慮義務に関する実質的根拠

① 高額の環境浄化費用

融資先の企業が環境破壊 ・汚染 を行 ったために、高額の浄化費用 を負わなければならな

くなると、その企業の融資金返済能力に著 しい悪影響を与えることになるであろう。そこ

で供与 した融資金返済の安全 性を確保する必要1生が銀行側にはある。 よって融資の際に銀

行は環境破壊や汚染が行われる可能性があるか否かの見極めが必要になって くる。つまり

この可能性のある企業には融資提供 しづ らくなるため、市場に環境配慮 を間接的に要求す

ることになる。このことは逆に言えば、銀行が融資にあたって環境に配慮 しているか否か

の評価 を十分 しておかなければならないということである。このことによって実質的に環

境配慮義務が銀行に課せられていると言えよう。

② 受融資資格の取消(revocation)

融資先の企業が環境破壊 ・汚染 を行ったことが判明した場合には、その時点で関係官庁

は、その企業の融資を受ける資格 を取消(revocation)た り停止 したりす ることができる

場合がある。例えば環境大臣の書簡、つまり1987年6月15日 に出された 「環境破壊 と汚染

の処理」に関する書簡によると、ジャカルタ市長に対 して環境破壊や汚染 をした企業の営

業資格(Operatinglicence)に ついて一時的に停止したり取消 したりするような行政的制

裁を発動す る権限を環境庁が付与 しているのである。このような事態が仮に生 じれば、銀

行の融資金の返済は難 しくな り、危機に直面することになる。やは り融資の際に、銀行は

十分に環境配慮に関する審査 を企業に対 してしてお く必要がある。このことによっても環

境配慮義務を実質的理由で銀行に課 していると言えよう。

③ 担保不動産の価格下落
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銀行が企業に融資す る場合 には、その企業の ある土地 は担保物 として とられ るのが通 常

であ る。 その企業 が仮 に担保 不動産 を汚染 した、つ ま り環境 汚染 を した場合 には、その不

動産の価値は落 ちるこ とに な り、担保価値 もな くなって しまうことになる。 それゆえに イ

ン ドネ シア銀行 は、1989年3月25日 に出された 「信用 投資 と株式参加(InvestmentCredit

andEquityParticipation)」 に関す る書簡 で、融資す る際 には環境 に与 える影響 力 を考 慮

にいれ るように とい う指 示 を全 市中銀行 に対 して 出 した。 その指示 は環境面 での配慮 を銀

行 に意識 させ るのに充分 な影響 を与 えるこ とになった。

3.特 別信用 清算制度(SpecialLiquidationCredit)

以上 のような環 境配慮 義務 を銀行 は、法的根拠 を基 に して、 あるいは実質 的根 拠 を基 に

して負 って いる とされてい る。 また以上 の もの とは別 に、 イン ドネシアの金 融面におけ る

環境保護政策において、更 に注 目され る提言が なされ てい る。本真3.の 特別信用清算制度

(SpecialLiquidationCredit)と 、次 頁4.の 融資契約 におけ る環境配慮義務条項 、に関す

る提言 である。

まず特別信用清 算制 度(SpecialLiquidationCredit)に つ いてである。この ような制 度

案が提言 され る背景には次の ような状況が あったのであ る。

融資 を申請す る企業に とって、環境破壊 ・汚染 を防止す るため の施設が必要 であ るとか、

排 出され る有毒廃棄 物 と他 の危険な廃棄物 を処 理す るため の施設が必要 とされ る場合、 融

資者 である銀行 は、環境 管理基本 法に規定 されて いる法的権利 ・義務 か ら、 その ような施

設 を建設す るよう被 融資者 である企業側 に要求 しなけれ ばな らないの であ る。

だが処理施 設建 設 を実行 す るにあたって、銀行 と企業 は ある問題 点に直面す る。それは、

企業が金利の高い銀行 か らしか融資 を受 け られ ない とい う場合 には、 その企業 が製造 した

製 品は、 よ り安価 の費用 で施設 を建 設 した とか、 あるいは何 らかの理由で義務 を免 れえた

企業が製造 した製品 と比較す ると、同 じ製 品で もよ り価 格 は高 くなるであろ う。 また実 際

問題 として、同 じ製品 を製造 してい るライバル企業間 では、 その よ うな施設 を建 設す る必

要性す ら感 じない企業 もあ るはずであ る。つ ま り環境 問題 に真摯 に取 り組 んでい る企業 の

競争力が相対 的に低 下 して しまうことにな りかね ないのであ る。 この ような実情 を考 え る

と、環境保護 とい う方針 をい くら強 く主張 した ところで、 その方針について どの ぐらい徹

底 で きるかは疑 問 とな って くる。
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この問題点を解決するために、イン ドネシア銀行は特別信用清算制度(SpecialLiquida-

tionCredit)を 準備 してお くべきという提言がなされたのである。つまりこの制度は、銀

行が環境保護のために施設 を建設する必要のある企業に低金利融資を容易 に提供できるよ

うにするために特に企図されたものである。そのような施設を高金利融資でしか企業は建

設できないとなると、環境保護に企業側が積極的に参加 しないとい う事態につながるであ

ろうし、か といって実際問題 として自己資金でそのような施設を建設する企業があるとは

殆ど考 えられない。更には銀行以外か ら低金利融資を受けることも困難であるという事情

もある。このようなことを考えると、 この制度の提言の意味するところが理解できよう。

4.融 資契約の環境配慮義務条項

銀行が融資の際に考慮された環境配慮の方針は、融資後においても生かされていけるよ

うにすることが望まれる。イン ドネシアではこの点を現実のもの とするため、イン ドネシ

ア銀行が一般の商業銀行に対 して融資契約中に環境配慮条項を組み入れるように要求する

ことが模索されている。

この条項に入れることによって、融資先の企業がどのように融資資金を使用 しているの

かを銀行が事後的に検査す るのに役立つため、企業側は環境破壊のないように配慮するで

あろうし、あるいは環境破壊を防止す るための施設の建設にも取 り組むように推進するこ

とが期待 されているのである。

一方の融資するイン ドネシアの商業銀行の側 としても、環境管理基本法第5条 、6条 に

定められた責任や、銀行業法に基づいて銀行が賠償金や浄化費用の支払責任を負う可能性

があるために、融資契約書に環境配慮条項 をも取 り込む必要性に迫まられる。例えばその

環境配慮条項 というのは、具体的に言えば、融資条件の確認手続きに関する条項、環境保

護に関する宣言 とその保証に関す る条項、環境配慮に関す る積極的誓約 と消極的誓約の条

項、債務不履行事例 に関す る条項である。

融資条件の確認条項 というのは、融資内容か ら関係官庁の許可が必要な場合に、その許

可を得 る前であっても.融 資提供される前には、必ず融資条件手続きとして定められてい

る条件 を満たしていなければ、企業は融資を受けられないというものである。つまり企業

が融資された資金を利用するには、適正に融資条件が満たされているか否かが銀行によっ

て確認されなければならないのである。融資が環境破壊 を誘引するのを避けるという効果
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をも期待できるものとして重要なものとされている。

このような融資条件確認手続きとは別に、条項 として環境保護についての宣言や保証 も

その内容 とな り得 る。融資契約書に入れる宣言 と保証の形式は次のようなものが考えられ

ている。

① 融資を受けるには環境管理基本法第16条 で定め られた環境影響評価制度 と、更にそ

の具体的な手続きや その規整内容 を明 らかにした第29号 政府規則(1986年)に 基づ

いた環境アセスメン トを必要 とする。

② 企業はプロジェク ト現場での環境破壊 ・汚染の危険な要因が皆無である点 と、その

現場には環境破壊 ・汚染の要因の全 くないという点を絶対的な確信をもって認識 し

ていること。

③ 企業は有毒あるいは環境破壊要因または環境汚染要因をプロジェクト現場に残 さな

いようにすること。

④ 企業は今 までに環境法に違反したり違反 して責任を追求されたことのないこと。

⑤ 企業は環境法に反す る危険あるいは有毒廃棄物 を将来にわたって も排出 しないこ

と。

特に注 目に値する条項は、①にある環境アセスメン トに関するものである。この条項 を

入れるだけでも、かなり環境保護の色彩が融資時に色濃 く出て くるであろう。

更に環境配慮に対する積極的な誓約条項を盛 り込むことで銀行は、融資目的に沿 うかた

ちで自然破壊や環境汚染を防止する施設を建設するように、融資資金の一部 を使 うように

融資先企業に要求することができる。また前述の第29号 政府規則が仮に十分に実施されな

いおそれがあれば、融資手続の条件 としてでな く、積極的誓約 として融資契約のなかに組

み込 まれるべ きであるとされている。また消極的誓約 というのは、企業が環境法違反にな

るような行為 をしないように条件 を設定するというものである。

そして融資契約書にある環境保護条項が遵守されない場合には、債務不履行 と判断され

るのである。つまりこの旨を定めた債務履行条項には、企業が融資契約書に記した義務や

禁止事項、条件、当事者間での決定事項の うちの一つでも履行 しなかった場合には、それ

は債務不履行 と見なされて、銀行は一方的に融資を停止す ることができるのである。銀行

としてはもはや融資提供を義務付けられていないし、一方の企業の方も融資資金の残余部

分の提供を請求する権利を失 うことになる。 と同時に、銀行は企業に対して既に提供 され
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た融資資金の全額 を返済請求することもできるのである。

5.分 析

以上 の よ うな議論がイン ドネ シア においてな されている。いずれ も銀行 の融資の際に考

慮 され る環 境配慮 とい う問題 を考 え る場合 に、 非常 に示唆に富む もので ある。 ここでは 日

本が参考 にす る場合 に考 えなければ な らない点 につ いて コメン トしたい。

まず銀行 業法で ある。つ ま り融資 によって銀行が環境汚染 ・破壊 に関す る責任 を負 う場

合 があ り得 る とい う姿勢 は、環境保護 とい う観 点か ら評価 に値 す る。た だ懸念 され るのは、

環境 アセ スメン トの関係官庁が、環境影響評価 のために提出 され る環境 管理計画や環境 モ

ニ タ リング計画、環境影響分析、等 の書類 を十分 に審査せ ずに許 可 を頻繁 にだ してい るた

め、環境保護 は充分 には実行 されて いない、 と指摘 されてい る点であ る。

金 融機 関が融資 を決定す るにあたって環境影響評価 を参照す ることは非常 に有意義 であ

ると思われ る。だが この評価 自体 が杜撰 であれば、融資の面で環境保護 を推進 してい くと

い う目的 は水泡に帰 さざるを得 な くな る。 日本 でこの制度について考 える場合に も、 この

点に関す る検 討が必要 となるであろ う。

次に汚染 浄化 施設のため に低金利 のロー ン を設定す るとい う議論 につ いてである。 この

議論 のね ら うところは十分 に理解 で きるものであ る。 しか し、融資先企 業が倒産 した場合

に関す る議 論が欠けてい るよ うに思 われ る。つ まり何 らの担保や保証 な しで低金利融資 を

させ る とい うのは、銀行側 に余 りに無謀 な リス クを負担 させ ることにな るであろ う。 とす

ると金 融機 関の融資の出 し渋 りとい う現象 を引 き起 こ しかねず、 ひいて は社会全体 に与え

る経済的影響 も計 り知 れない ものに な るとい う危倶感が生 じる。 日本 にお いて参考 にす る

に して も、 この点に関す る十分 な る議論 が必要 であろ う。

また特別信 用清算制度(SpecialLiquidationCredit)に ついてで あるが、現時点におい

て筆 者は、 この制度に関す る詳細 な資料 を得 ていない。 そのため次の点 に関す る疑問 を払

拭で きず にいる。銀行実務上では、「Liquidation」 とい う場合、何 か を清算す ることを意味

す るとされて いる。では この場合何 を清算す ることを以 て提言 され たの だろ うか。い まま

での融資 に関す る金利 を清算 して、更 に低 い金 利 を設定 しなおす とい う意 味なのであ ろう

か。非常 に興味の ある点であ る。

最後 に4,の 提言に関す る疑 問につ いてであ る。つ ま り市 中の一 般銀行 が 融資契約に環境
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配慮条項 を入れ るようにす るため に、 いか なる手段 が用 意 されて いるのか とい う疑問が残

る。 もっ とも、2.で い う実 質的根拠か ら銀行 はその ようにせ ざるを得 な くなるのか もしれ

ない。 だがい まひ とつ 強力に この方針 を徹底 させ る手段 が必要 では なかろ うか。例 えば融

資契約 に環境 配慮 に関す る条項が組 み込れていない場合 に は、何 らかのペナルテ ィーが課

せ られる等であ る。そ うす ることで融資面での環境保護 は よ り強 く促進 させ られ るように

思われる。

IV.結 語

最後には金融機関の融資者責任 を考えるにあたって、考慮されなければならない と思わ

れる点について言及しておきたい。

1.「 フ リー ト ・ファク ターズ」判決 とその影響

以上の ような イン ドネ シアの金 融機関の融資者責任 と同様 の原理 が、二つの環境連邦法

に よってア メ リカにおいて も適用 されている。 その一つは スーパー ファン ド法 である。 こ

の法律 は環境対策補償義務 包括連 邦法(ComprehensiveEnvironmentalResponse,Com-

pensationandLiabilityActCERCIA)と して知 られて いる もので、1980年 に立法化 さ

れた。二つ 目はスーパー フ ァン ド修正 お よび再施行 法(SuperfundAmendmentsand

ReauthorizationActSARA)で1986年 に立法化 され た ものである。

つ ま リイン ドネ シアでは 多分 にア メ リカのスーパー ファン ド法に見 られる状況が参考 に

されているのであ る。勿 論 日本における場合 に も、以下に述べ るような状況か ら、ア メ リ

カのスーパー フ ァン ド法 をめ ぐる議論 は参考 に なる。

そのアメ リカでの金 融機 関の融資者責任 を考 えるに あたって参考 に しなければ な らない

判決 がある。 ア メ リカで1990年5月23日 に出 された、所 謂 「フ リー ト ・ファクター ズ[U.

S.v.FleetFactorsCorp.901F.2d1550(11thCir.1990)]」 判決で ある。金融機関が融 資

先 のな した汚染 に対す る浄化責任 を負 う基準について い くつかの判決がだされて いるが、

特 にこの判決 は金 融機 関に影響 を与 え、融資行為 の貸 し渋 りという形 となって あ らわれた

とされてい る。 そ こで政府 ・議会等が この対応策 を模 索す るよ うに なったの である。何 故

その ようになったのか。
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ア メ リカにお いて金融機 関が浄化責任 を負 う法的な根拠 は、スーパー ファン ド法弟101条

(20)(a)で あ る。つ ま りこの条文 にある 「所有者 または管理者(owneroroperator)」

に金融機 関が あた り、責任 当事者 とな るため、金融機 関は浄化責任 を追求 され るようにな

るの であ る。 この条項には、「担保権 者除外規定(securedcreditorexemption)」 と言 わ

れ る部分が あ り、この解釈 につ いては裁判所 に委 ね られてる。この解釈 につ き「フ リー ト・

ファ クター ズ」判決は重大 な見解 を示 したのであ る。第11巡 同区合衆 国控 訴裁判所は、「担

保権者 除外規定」 にい う 「経営関与(participationinthemanagement)」 にあたるか否

か につ いて判 断す る場合 には、施 設の管理 者 である必要 はな く、財政面 で施 設の経営 に関

与 していれば 「経営 関与」にあた る としたの である。更に言及す る ところ を見 るに、有害

廃棄物 につ いての決定 に関与 していな くて もよ く、有 害廃棄物処 理 の決定 に対 して重大 な

影響 を与 え うると推定 できる程 度の関与があれば、金融機 関は責任 を負 い得 るのである と

した。

この判決 は金 融界や議会 に大 きな波紋 を及ぼ した。つ ま りこの判決 に よって懸念され た

点 とい うのは二点あ るとされてい る。一つは、金融機 関が融資す る場合 に、借主が適切 に

有害物質 を処理 してい るのか について、事 前 に詳細に調査 しなければな らな くな り、金融

機 関に多大 の負担 をかけ るこ とにな りは しないか、 とい う点であ る。 もう一 点は、莫大 な

浄化 費用 を請求 され る可能性のあ る企業 に対 しては融資 を控 え るようにな り、重大 な反響

を社会 に起 こしかねない、 という点 であった。

この ような危機感か ら様々 な法案が作成 されて提案 されてい る。つ ま り金融機 関が借主

のな した環境汚染 に関す る浄化責任 を負 うとい う状況 になった場合 には、右 にみた ような

点が危惧 され る点 として考 え られ るの であ る。 このよ うな点はけ っ してア メ リカ特有 の状

況では な く、 日本やイン ドネシアに おいて も見 られる ものであろ う。 とす る と金融機 関の

融資者責任 を考 えるにあたっては、 ア メ リカの議論 はや は り非常 に役 立つ こ とにな るであ

ろう。

2.考 慮 しなければならない点

このように環境保護 を推進するために、金融機関が浄化責任 を追求され る場合があると

いう点は理解するのに難 くない。だがこの点をあまりに強調しすぎると、右のような問題

点が噴出してくるのである。 とすれば、何 ちかの免責手段等が金融機関に用意されること
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が望まれる。アメリカにおいて、浄化責任を回避す るために金融機関が講 じうる手段 とし

ては、どのようなものが考 えられているのであろうか。

アメリカの金融機関がよく用いる手段 としては、環境監査(environmentalaudit)が あ

るとされている。つまり監査 を事前になしてお くことで、融資を拒否 した り、借主にあら

か じめ汚染を除去させておいた り、浄化費用に見合 う金額 を供託させるという条件を付 し

て融資を提供 したり、あるいは考えられる浄化費用分 を差 し引いた金額を融資す る、等の

手段を金融機関は採 りうるのである。

また融資前のみなちず、融資期間中になされた汚染に対する自衛手段 として、担保権実

行前の環境監査 も重要視 されている。さらには、融資契約中に環境法等に定め られている

規則を遵守する旨を宣言させた り、金融機関に浄化責任が及ばないように汚染防止 を行 う

旨同意する保証条項を加える、等の方法 も採 られている。この点はUNEP銀 行憲章やイン

ドネシアでも検討されていた点である。以上のような手段 をアメ リカの金融機関は講 じて

いるのである。環境保護を図 りつつ、継続可能な経済的発展 を持続 してい くことを考える

場合、以上のような諸点は日本においても十分参考にな り得 るものといえよう。

さらに言えば↓このような銀行による環境監視は、問題のある融資にだけ限定されるべ

きでな く、返済可能で問題のない融資等についても実施 されるようにすべ きであろう。 ま

た融資契約にある環境配慮内容が遵守されているか否かに関する 「抜 き打ち監査」等も、

環境保護のみならず金融機関の自衛のため という意味においてもなされるべ きであるよう

に思われる。
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1.企 業 と環境 問題

今 日、環境汚染の深刻化に伴 い、人々の環境問題 に対する認識が高まり、法制度の整備

が進んできている。そのような流れのなかで、環境配慮の乏 しい企業は、様々なリスクを

負うようになってきた。現実に環境汚染や事故が発生すると、企業は被害者に対 して賠償

金 を支払うにとどまちず、関係者との交渉や裁判などに関連するコス トが膨大なものにな

り、以後の企業活動が規制 された り、新規登録が拒否される可能性が生 じて くる。 また、

環境保護運動の高まりとともに、製品ボイコッ トにあい、企業イメージが低下し、売上が

減少 し、競争力が低下す る。さらに、社員の労働意欲が減退 し、有能な人材確保に も影響

がでて くる。場合によっては、資金調達にも影響がでてきて、設備投資に失敗する可能性

もでて くる。環境配慮の不足する企業活動は、新 しい製品や ビジネスの開発チャンスを逃

し、逆に、不適切な製品や ビジネスを開発す るというリスクをおかす可能性がある。

以上の リスクをさけ、 ビジネス ・チャンスをえるために、企業は、様々な対応策 をとっ

てきている。それらを大別す ると、(1)法規制の遵守などの防御的対応 ②環境に配慮 した

商品やサービスの開発などの能動的対応(3泊 然保護への資金協力などの支援的対応に分

けることができる(図1参 照)(1)。(1)の 防御的対応は、詳細に検討すると新たな展開を示

しているものもあるが、概 して伝統的な消極的対応であるのに対 して、②の能動的対応や

(3)の支援的対応は新たな積極的対応という特徴をもっている。

以下、まず最初に、企業が環境問題にどのように対応 して きたのか世界の動 きをみて、

次に金融機関が国際的にどのように対応 してきたのかを検討することにする。
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II.世 界 の 動 き

1.レ スポンシブル ・ケァ(RC:ResponsibleCare)

RCは 、1985年 にカナダ化学品生産者協会(CCPA)が 自主的に展開 し、その後、アメリ

カ化学製造者協会(CMA)、 イギリス化学工業協会(CIA)♪ オ〒ス トラリア化学工業協議

会(ACIC)が それぞれ独 自のプログラムを開発 して運用 してきたが、今 日では、国際化学

工業協会協議会(ICCA)が 中心 となって推進 している国際的な運動である。そのねらいは、

化学製品の開発から、製造、使用、廃棄にいたるまでのすべてのライフサイクルにおいて、

環境 と人間の健康を保護す ることを経営方針のなかで公約し、実際の企業活動のなかで環

境、安全、健康の面における対策を推進 し改善 してい くことにある(2)。政府の規制を遵守

することに とどまらず、業界が環境保護 を自主的に推進 していこうという活動である。

日本では(社 団法人)日 本化学工業協会が1990年 に導入 し、「環境安全に関する日本化学

工業協会基本方針」を策定 した。その基本方針には、製品のライフサイクルにおける環境

配慮、化学物質の総合管理、安全情報の顧客への提供、操業に伴 う環境負荷の低減、製品

設計 ・企画における環境 ・安全 ・健康の最優先などがあげ られている(3)。 さらに、企業が

以上の基本方針を適切に実行 しているかどうかをチェックするために内部監査が行 われる

ことになっている。同協会は、1994年12月 、「RC協 議会」を95年4月 に設立することを決

定した(朝 日新聞1994年12月30日 朝刊)。 これには大手化学メーカーが50社 以上参加するこ

とが見込まれている。参加企業は、公害防止関連の法律の定める規制値 よりも厳 しい自主

目標 を設定 したり、温暖化の原因となる二酸化炭素のように規制のかかっていない排出物

の削減 目標 を設定 したりして、その旨 「RC協 議会」や株主総会の報告 し、公表する。その

実施状況は第三者によって監査され、その結果 も報告される。以上の 目標は、協議会を通

じて国連の国連環境計画(UNEP)に 登録 されることになっているので、その進捗状況は

国際的な監視にさらされることになる。

2.セ リーズ原則

企業 に対 して以上の ような対応策 をとらせ るきっかけをつ くったの は、1989年9月7日

に発 表 され た 「バ ルデ ィーズ原則」であ る(資 料1参 照)(4)。 この原則 は、投資の社会 的

責任 に関心 をもつ アメ リカの投 資家 たちが、環境 団体や宗教団体 、労働 組合 な どと一緒に
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なって結成 した非営利 団体 で あるセ リーズ(CERES:CoalitionforEnvironmentally

ResponsibleEconomies)が 作成 したものである。セ リー ズは、 多 くの企業 にこの原則へ

の署名 を求め た。署名 した企業は、投資家 その他 の者か らその環境パ フォー マンスを評価

され ることになる。署名 企業 は、環境に熱心 な企業 とい うこ とで、 多 くの投 資(特 にセ リ

ー ズの投資家 グルー プか らの)を 期待 で きるこ とになる。

しか し、原則七 が企業 の賠償責 任について厳 しい規定 を設 けたため に、企業 は新 たな法

的 リス クの発生 を懸念 した。 その ため、署名企業が予想以上 に集 ま らなか った。 また、 そ

もそ も 「バルデ ィー ズ原則」 は変 更不可能 な原則 として は考 え られ ていなか ったので、 セ

リーズは主に原則 七 を緩和 す るか たちで1992年4月28日 に改訂 し(「 可能 な限 り……賠償

し、環境 を復 元す る」)、名称 も 「セ リーズ原則」 と改め た(資 料2参 照)(5)。

両 原則 は、以下 の点で注 目に値 す る。 まず第1に 、両原則 は前文の なかで企業 は環境 の

責任 あ る管理者であ るとい う基本的信念 を明 らか に している。第2に 、その ような信念 に

もとづ き、企業に対 して伝 統的 な防御 的対応 を求めて いるのみ な らず、一部、積極的対応

(原則九:経 営陣の環境 への参加 、原則 十:環 境監査)を も求め ている。第3に 、特 に「セ

リー ズ原則」は、 「こ とわ り書 き」のなかで、署名企業 に対 して 自発的に法律 基準 を超 え る

基 準 を適用す るよう求 めて いる。

両 原則 は、後のICC憲 章、経団連地球環境憲章、銀行 憲章案お よび銀行声 明の策定 に影

響 を与 えた。

3.国 際商業会議所(ICC)憲 章

パ リに本部を置き、世界の企業に対 して指針を与えている国際商業会議所は、1991年4

月、 オランダの ロッテルダムで 「環境管理 に関す る第2回 世界産業会 議」 を開催 した。 同.。

会議は、「最良の経営とは、環境重視の経営である」および 「経済発展と環境保護は共通の

目標である」という2つ の柱 をもとに 「持続的発展のための産業界憲章」(ICC憲 章)を 採

択 した(資 料3参 照)(6)。

この憲章は、1987年 のブルン トラント委員会報告書のいう 「持続可能な開発」(「将来世

代のニーズを損なうことな く現世代のニーズも充足するような開発」)を基調に、16の 環境

管理に関する原則 を定めている。 とりわけ、防御的対応 として環境影響評価 を採用 し、積

極的対応として環境上健全な技術 と管理方法の移転な どを採用 している点は注目に値す
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る 。

4.経 団連地球環境憲章

上記のICC憲 章 と前後して、経団連は、1991年4月23日 、「地球環境憲章」を作成 し、傘

下の企業に対 して指針を示した(資料4参 照)。 この憲章の特徴は、就中、基本理念のいう

ように、企業の存在を地球環境 と密接に関係 していることを認識 し、地球的規模で持続的

発展が可能な社会の実現をめざす ところにある。確かに、基本理念は企業が世界の 「良き

企業市民」たることを旨とす るとしているが、セ リーズ原則にみられる企業が 「環境の責

任ある管理者」であるという認識は欠如 している。

この憲章の特徴 として、その他、行動指針3(3)が 企業は国や地方自治体の環境規制を遵

守す ることにとどまらず、必要に応 じて 自主的に基準を策定 して環境保全に努めるとして

いること、行動指針9が 海外の事業の展開について別途10の環境配慮事項の遵守を定めて

いることなどがあげられる。後者の環境配慮事項については、特に第2、3の 配慮事項は

重要である。つ まり、第2の 配慮事項たよれば、進出先の国の環境基準が 日本のそれより

緩やかな場合、または基準がない場合、進出先国の関係者 と協議の」三、適切な環境保全に

努めるが、有害物質の管理については 日本の基準を適用すべ しとしている。 この点は、公

害輸出の規制 という側面からみて重要である。 また、第3の 配慮事項によれば、海外に企

業進出する場合、環境アセスメン トを十分に行い、必要に応 じて事後評価 を行 うとしてい

る。

5.ア ジェンダ21

これまでの動 きは、NGOや 企業(団 体)が イニシアチブをとって展開されてきたもので

ある。それに対 して、1992年6月 開催の 「国連環境開発会議」には各国の政府代表が集ま

り、21世 紀に向けて 「持続可能な開発」をメインテーマに様々な問題 を議論 した。 この会

議が採択 したアジェンダ21は、「リオ宣言」を受け、持続可能な開発 を実現するために各国

政府や国際機関なとが実行すべき行動計画を具体的に定めた。その第30章 は、「産業界の役

割強化」 と題 して、持続可能な開発における産業界の役割を評価するとともに、持続可能

な開発の最優先課題 として環境管理 を位置づけた。そして産業界の役割を強化するために、

2つ のプログラム分野(ク リーンな製品の奨励、責任ある企業家精神の奨励)を 実施する
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よう各国政府や企業 な どに提案 して いる(7)。とりわけ、「ク リー ンな製品の奨励」の3.10が 、

これ までの世界 の動 きを考慮 にいれ、多国籍企業 を含め た商工業 に対 して、上述 のICC憲

章やRCの ような環境対策 の推進 のための行動規範 を実 施 し、 それ について報告す るよ う

求めてい る点は注 目に値す る。

6.国 際標準化機構(ISO)の 最近 の動 き

ISOは 、製 品の品質保証 の国際規格や基準 を作 る民 間の国際機 関で、各 国か ら1つ の機

関が正会員 として加盟 してい る(現 在 は92ヵ 国、92機 関)。 日本 か らは、日本工業規格(JIS)

の審議な どを行 っている 日本工業標準調査会 が加盟 してい る。

ISOは 、環境管理の世 界的標準化 を検討す るため に専 門委員会(ISO/TC207)を 設置 し、

1993年 か ら標準化 のため の審議 をして きてい る。この委員会 の下には、6つ の分科会(環

境管理 システム、環境監査、環境 ラベ ル、環境 パフォー マ ンス評価 、ライフサ イクルアセ

スメン ト、用語 と定義)と1つ の作業部会(製 品規格 の環境配慮)が 設け られてい る。(そ

れ ぞれの検討 テーマ につ いては資料5参 照)(8)。 規格作成 の進 捗状 況は、環境管理 シス テ

ム と環境監査が最 も早 く、1996年4月 ごろまでに正式 に決定 され る。その うち1994年10月

に合意 された環境管理 システム原案 の骨子は以下 の通 りであ る(日 本経済新聞1994年10月

7日 朝刊参照)。(1)環 境指針の策定:経 営者 は企業活動 や製 品、サー ビスの環境への影 響 と

現行の法律 な どを勘案 し、環境 目的や 目標 を策定、検証 す る枠組 みな どにつ いて ま とめ た

環境指針 を作成 し、すべ ての従業員 に適用す るとともに、一般 に も公 開す るよ うにす る。

②環境管理 計画 二企業 は、企業活動、製品、サー ビスの うち環 境に明 らか に影響 を及ぼ し

た り、 その可能性 のあ るもの を見極め る方法 を確立 し、環境 目的 と目標 を文書化 す る。企

業 は環境へ の影響 に関す るデー タを常 に更新す る。(3)計 画の実施 と運用:企 業 におけ る環

境 問題の最 高責任者 は、他 の職員 と無関係に任命 されなければな らない。企業は環境 に影

響 を及ぼす業務 に従事 してい る従業員すべ てに対 して、十分 な教育 を実施 しなければ な ら

ない。(4)管理計画の達成 度チェ ックと修正 手続 きな どの環境 監査:管 理計画に書かれ た環

境 目標 などは定期的 に評価 され、 目標が達成 されなか った場合 は、原因を究明 して是正措

置 を とる。監査 は頻度や 方法論 だけでな く、結果報告 の責 任 と条件 も明 らかに しなければ

な らない。㈲ 管理計画 の検証:経 営者 は、環境 管理 システムが有効 かつ適 当で あるこ とを

保証す るために、定期的 に管理 システムの検証 を実施 しなければな らない。
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日本政府 は環境管理 システムの正式規格 の決定に伴 い、それに準 拠 して 「環境JIS」 を作

成す るこ とにな る。 この規格 には強制 力は ないが、取得 しない と環境保護 に不熱心 な企業

とみ られ、企業 イ メー ジの悪化や 資金調達 か らの締 め 出し、市場 か らの製 品の締 め出 しな

どにつなが るおそれがあ る。逆 にそれ を取得す る と、世界的に適用 す る企業 として認知 さ

れ ることにな る。

日本 の企業 の うち、NEC、 ソニー、 日立な どの電機 ・電子業 界はいち早 く上 記の国際規

格 に対応 した環境 管理や環境監査 の導入 に取 り組ん で きて、1994年11月 には、大 手電機 メ

ーカー10社 と日本 電機工 業会、 日本電子機械工業会 は各社 の行 う環境管理 と環境 監査 を支

援す る 「日本環境認証機構」(JACO)を 設立す る と発表 した(朝 日新聞1994年11月15日 朝

刊)。 これは、欧州連合(EU)が1995年 春か ら新規格 を実施す るこ とに あわせ て決定 した

ものであ る。 というの も、電機 ・電子業界 は輸 出が 多いため、 さ もない と業務 に支 障がで

て くるこ とをお それたか らであ る。

ISO/TC207の 作業 がすべ て完 了 し、実際に動 き出す ようになれば、世 界の企業の行 動は

大 きく変 わって くるだ ろう。特 に環境保護 の意識 の高い国では、ISOの 環境規格 を取得 す

るこ とが企業 の成功につなが るとい うことにな る。

III.銀 行 憲 章 案 と銀 行 声 明

以上の よ うな世界の動 きに対 して、銀行 な どの金 融機 関 も、投融資 を通 じて環境 に何 ら

か のか たちで影響 を与 える とい う認識の も とに対応 をと りつつ あ る。UNEPは 、以前か ら、

銀行が投融資 を行 う場合の環境 面での リス クが増大 しつつあ り、環境監査 な どの充実 を図

る必要が あ り、 また、世界的に銀行 の投 融資活動 を環境保全や持 続可能 な開発 の促進 に役

立 て るとい う観 点か ら、銀行 との積極 的 な協 同作業 を考 えて きた(9)。 そ こで、UNEPは 、

ドイツ銀行、 香港上海銀行、ナ シ ョナル ・ウェス トミンス ター銀行、 カナダ ・ロイヤル銀

行、 ウエス トパ ック ・バ ンキング ・コー ポレー シ ョン(豪 州)の 代表か らな る諮 問委員会

を設 置 し、数年 かけて、1991年11月 に「環 境上健全で持続可能 な開発 に関す る銀行 憲章案」

を作成 した(資 料6参 照)(10)。 しか し、 この憲章案は 内容 的にい くつか の点で銀行 に リス

クをもた らす おそれが あ るため、参加 銀行 の賛同が え られ なか った。結果 的には、 内容 的

にかな りトー ンダ ウンされた銀行声明が1992年5月6日 に採択 された(資 料7参 照)(11)。
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以下では、銀行憲章案 と銀行 声明 を比較す るこ とによって、銀行声 明の特徴 を明 らかにす

ることにす る。

まず第1に 、銀行 憲章案 は、銀行 を環境 の責任 あ る管理 人 として位 置づ けて いる(1.2)。

これは、上述 のセ リー ズ原則 にみ られ る考 えであ る。 しか し、銀行声 明はこの基本的認識

を削除 して しまった。第2に 、銀行憲章案は、環境 に関す る規制 のゆ るい国では、最 も厳

しい環境 リス ク評価 を経 たプロジェ ク ト・ファイナンスその他 の貸付 活動 を支持す る とし

ていたが(2.3)、 銀行声 明はそれ を削除 した。第3に 、銀行 憲章案 は、国の内外 にお いて

同一 の環境保護 基準 を適用す るとしているが(2.4)、 銀行 声明 は同一 の基準 の適用 を環境

リス ク評価 に限定 してい る(2.4)。 第4に 、銀行 憲章 案 は、法の遵守に加 え、 さ らに規制

を上 回る企業 を高 く評価 してい るのに対 して(3.2)、 銀行 声 明はその ような評価 をひか え

てい る(2.2)。 第5に 、銀行憲章案 は環境監査 と環境ア セスメン トの導入 を リス クアセス

メン トの慣行 に適用す るかた ちで勧告 しているのに対 して(3.3)、 銀行 声明は、環境監査

とい う言葉 をさけ(2.9)、 しか も環境 アセスメン トのみ を リス クアセ スメン トの文脈 にお

いて考 えている(2.3)。 第6に 、銀行 憲章案 は、環境上す ぐれた企業 に対 して特別金利 を

与 えることを考 慮 してい るが(3.4)、 銀行声 明はそれ を削除 してい る。第7に 、銀行 憲章

案は、環境保護 を促 進す る投資 ・資金上の製品や サー ビス として、 自然保護債務 ス ワップ、

グ リー ンカー ド、特別 レー トロー ン、競 争 ロー ン を検討 す るとしてい るが(3.6)、 銀行 声

明は単に環境保護 の促 進 を 目的 とした適切 な銀行商 品や サー ビス を支援 し開発す る とい う

に とどめ、具体例 を示す こ とをひかえた(2.9)。

以上の ように、銀行声 明は内容 的にか な り トー ンダ ウンされた ものになって しまったが、

この ような国際的な基準づ くり(た とえ声明 とい うか たちであれ)は 、金融 界では歴史上

は じめ てで ある。 この声 明は、 強制 力 をもつ ものでは ないが、署名す ることに よって現量

保護 に熱心に銀行 とみ られ、企業 のイ メー ジア ップにつ なが り、 ひいては ビジネスチャン

スに もつ なが るであろ う。 また、見方 をかえていえば、銀行声明 を署名 し、 その内容 を実

施す るこ とは、銀行 がその業務遂行 のプロセスにお いて環境 に対 し何 らかの影響 を与 える

ため、銀行 の社会 的責任 を果 たす こ とにな る。

1993年11月 現在 、32の 銀行 が この声明に署名 している(資 料8参 照)。 日本の銀行 は当初

か ら草案作成 の作業に参 加 して いないし、 また銀行声 明に署名 もしていない。一 日も早 く

署名 す るこ とが望 まれ る。
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(資料1)バ ル デ ィー ズ 原 則

序言

我々は、 この原則 を採択す ることにより、企業 とその株主は環境に対 して直接責任 を負

っているという我々の信念 を公にする。我々は、企業は環境の責任ある管理者 としてその

事業 を遂行 しなければならないし、また利潤追求は地球環境の健康 と安全 を損なわない限

度において行われるべ きものと信ずる。我々は、企業は将来世代が生存に必要 とするもの

の入手可能性を侵害 してはならない と信ずる。

我々は、技術の進歩ならびに健康及び環境に関す る新 しい科学的知見に照 らして、我々

の実際の行動を常に最新の ものにしてい くには長期にわたる努力が必要であると認識 して

いる。我々は、この原則の実行が一貫してかつ 目に見える形で行 われること及び、世界の

どこであれ我々が業務 を行 う所でこの原則 を適用することを心がける。

第一原則 生物圏の保護

我々は、大気 ・水、 または大地 もしくはそこでの生物に対する環境損害をもたらす よう

な汚染物質 を最小化 し、根絶することに向けて全力を尽 くす。我々は、河川、湖沼、湿地

帯、沿岸地域、海洋におけ る生息地を保護 し、地球温暖化、オゾン層減少、酸性雨、スモ

ッグの原因となることはできる限 り行わない。

第二原則 自然資源の持続可能な利用

我々は、水、土壌、森林 といった再生可能な自然資源 を持続可能な形で利用する。我々

は、再生不可能な自然資源については、効率的な利用及び細心の計画を通 じて保全 を図る。

我々は、生物の多様性を保全 しつつ、野性生物の生息地、オープンスペース、原野を保護

する。

第三原則 廃棄物削減 と処分

我々は、廃棄物、特に有害廃棄物の発生を最小化 し、可能な限 り資源をリサイクルする。

我々は、すべての廃棄物を安全かつ信頼できる方法で処分する。

第四原則 賢明なコ:ネルギー利用

我々は、我々の需要に見合 う、環境上安全で持続可能なエネルギー資源 を利用するべ く

あらゆる努力をはらう。我々は、業務でのエネルギー効率改善 とエネルギー節減のために

投資する。我々は、製造 ・販売する製品のエネルギー効率を最大限高める。
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第五原則 リスクの低減

我々は、安全な技術 ・業務手順 を採用 し、常に緊急時対応を備 えることにより、従業貝

と我々が業務 を行っている地域社会に対す る環境 ・健康 ・安全上の リスクを最小化す る。

第六原則 安全な製品とサービスの提供

我々は、環境への悪影響 を最小化 した、かつ通常の使用において安全な製品もしくはサ

ー ビスを提供する。我々は、我々の製品もしくはサービスの環境影響につき消費者に情報

を提供す る。,

第七原則 損害賠償

我々は、環境に与えた損害に対 して、環境 を充分に復元 しかつ被害を受けた人々に損害

賠償 を行 うためにあらゆる努力を払うことにより責任を果たす。

第八原則 情報公開

我々は、環境損害の原因となるかまたは健康上 ・安全上の危険を生ずる業務に関連 した

出来事について、従業貝 と一般の人々に対し情報 を公開する。我々は、我々の業務 によっ

て生 じる環境 ・健康 ・安全上の危険発生の可能性についても情報を公開し、さらに、これ

らの危険をもたらす可能性のある状況を報告す る従業員に対 していかなる処分 も取 らな

い 。

第九原則 環境担当の取締役及び管理者の設置

我々は、この原則を実行 し、実行努力を監視 ・報告 し、取締役会 と最高経営責任者が環

境関係事項について報告 を受けかつ責任を負 うことを確保する手続を維持す るために、人

的経営資源を割 くことを表明する。我々は、環境関係事項に責任を有する取締役会の委員

会 を設立す る。取締役会構成員のうち少な くとも一人は、その企業が直面する環境事項を

代表す る資格のある者 とする。

第十原則 評価と年次監査

我々は、全世界での我々の業務 を通 じて、この原則の実行 と対応すべき法規則の遵守に

ついての進捗状況につき、年次自己評価 を実施 し公表する。我々は、毎年行って一般の利
コ し

用に供することとなる独立 した環境監査手続の時宜 を得た策定に向け努力する。
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(資料2)セ リー ズ 原則

序言

我々は、この原則を採択することにより、次のような我々の信念を公1こす る.即 ち、企

業は環境に対 して責任を負ってお り、地球環境を保護する姿勢で業務遂行することにより、

環境の責任ある管理者 として全ての事業を遂行せねばならない。我々は、企業は将来世代

の生存可能性 を侵害 してはならないと信 じる。

我々は、技術の進歩ならびに健康及び環境に関する新 しい科学的知見に照 らして、自己

の活動 を絶 えず最新のものにして行 く。我々はセリーズと協力 して、この原則が、変革す

る技術 と環境の現状に適応 して解釈 されることが確実になされるような手続きを弾力的に

推進する。我々は、 この原則の実行が一貫 してかつ 目にみえる形で行われること及び全世

界での我々のすべての業務にこの原則 を適用することを心がける。

第一原則 生物圏の保護

我々は、大気 ・水、または大地 もしくはそこでの生物に対する環境損害をもた らすよう

な物資の放 出を削減し、根絶することに向けて継続的に前進す る。我々は生物の多様性を

保全 しつつ、我々の業務により影響 を受けるすべての生息地の安全を守 り、オープンスペ

ースおよび原野を保護する。

第二原則 自然資源の持続可能な利用

我々は、水、土壌、森林 といった再生可能な自然資源 を持続可能な形で利用する。再生

不可能な自然資源については、効率的な利用及び細心の計画 を通 じて保全 を図 る。

第三原則 廃棄物削減と処分

我々は、省資源 とリサイクルを通 じて廃棄物 を削減 し、可能ならば根絶する。すべての

廃棄物 を、安全かつ信頼できる方法で取 り扱い、処分す る。

第四原則 エネルギー節減

我々は、使用エネルギーを節減 し、我々の業務 自体のエネルギー効率 と提供す る製品 ・

サー ビスのエネルギー効率を改善する。我々は環境上安全で持続可能なエネルギー資源を

利用すべ く最大限の努力をはらう。

第五原則 リスクの低減

我々は、安全な技術 ・設備 ・業務手順を通 じて、また、緊急時対応を備えることにより、
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従業員 と我々が業務 を行っている地域社会に対する環境 ・健康 ・安全上の リスクを最小化

す るよう大いに努力する。

第六原則 安全な製品とサー ビス

我々は、環境損害や健康 ・安全ぺの危険状況 をもたらす ような製品 ・サービスの使用 ・

製造 ・販売 を削減 し、可能ならば根絶する。我々の製品 ・サー ビスが環境に与える影響に

ついて顧客に情報提供 し、安全でない使用を是正するよう努める。

第七原則 環境の復元

我々は、健康 ・安全 ・環境 を危険に曝すような状況をひきおこした場合、迅速かつ責任

を持ってその状況 を是正す る。経済的な意味 も含め可能な限 り、我々がもたらした人体へ

の被害や環境損害に対して賠償 し、環境 を復元す る。

第八原則 一般への情報提供

我々は、我々企業が もたらす健康 ・安全 ・環境 を危険に曝 しかねない状況により、影響

を受ける可能性のあるすべての人々に、時宜にかなった情報提供 をす る。我々の施設に近

接した地域社会の人々について経営陣 もしくは管轄当局に報告 をした従業員に対 していか

なる処分 も取らない。

第九原則 経営陣の参加.

我々はセリーズ原則を実行する。我々はまた、取締役会 と最高経営責任者が当然関与す

べ き環境問題について充分に報告 を受け、かつ環境方針について全面的に責任 を負うこと

が確実に行われる手続を維持する。取締役会構成員の選任に当たっては、環境への取 り組

み状況 を勘案す る。

第十原則 評価 と年次監査

我々はセ リーズ原則の実行の進捗状況につき年次自己評価 を実施す る。我々は、一般 に

受け入れ られる環境監査手続が時宜 を得て策定されるよう支援す る。我々は、セ リーズ報

告書を毎年作成し、一般の利用に供す る。

ことわ り書 き ・

セ リー ズ原則 は、投資家 その他 の者 が企業 の環境パ フォー マンスを評価 しうる規準 を伴

った環境倫理を確立す るものである。セ リーズ原則に署名する企業は自発的に法律基準を

超えた基準を誓約す る。セ リーズ原則は、新たな賠償責任の創出、現行の権利義務の拡大、
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法的防禦の放棄 もしくは署名企業の法的地位に影響 を及ぼす ことを意図す るものではな

い。また、いかなる目的でも署名企業に対する法的手続きに使用することを意図していな

い 。

セ リーズ原則 の当修正編 は1992年4月28日 、セ リー ズ理事会 にて採択 された。
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(資料3)持 続的発展のための産業界憲章「環境管理の原則」

(国際商業会議所 作成 日本国内委員会 仮訳)

原 則

(1)企 業における優先的配慮

環境管理を最優先される事項の一つ として、 また、持続的な発展の決定要因 として認識

すること。環境上問題のない適切な方法で、事業 を行 うための方針、計画、実践方法を確

立すること。

(2)統 合的管理

上記の方針、計画、実践方法をいずれの事業部門においても、最重要な一つの管理要素

として とらえ、それらを充分に統合すること。

(3)改 善プロセス

法規性を出発点とした上で、技術開発、科学的知識、消費者ニーズ、社会の期待 を考慮

に入れて、企業 としての方針、計画、環境施策の改善を続けること。また、環境問題につ

いてのその管理基準を国際活動面でも等↓ く適用す ること。

(4)従 業員教育

環境の面で責任感ある態度で業務に従事するように、従業員に教育、訓練、動機づけを

行 うこと。'

(5)事 前評価

新 しい事業あるいはプロジェクトを始める前 王、また施設を撤去 し用地か ら撤退する前

に、環境への影響 を評価す ること。

(6)製 品およびサービス

環境への不当な影響がな く、通常意図される用途において安全であ り、エネルギー と天

然資源の消費の点で効率的であ り、回収、再利用、または安全な処分が可能であるような

製品またはサービスを開発 し提供すること。

(7)'消 費者への助言

製品の安全 な取 り扱い、運搬、保管、処分について消費者、販売業者、一般の人々に助

言を与え、適当な場合には教育を行 うこと。サー ビスの提供についても同様の配慮を行 う

こと。
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(8)施 設と操業

エネルギーと原材料の効率的使用、再生可能資源の持続的利用、環境への悪影響 と廃棄

物の発生の最小化、残留廃棄物の安全かつ責任ある処分 を考慮 して、施設の開発、設計、

運転 と諸活動 を行 うこと。

(9)研 究

事業に関連のある原料、製品、生産工程、排出物、廃棄物が環境に及ぼす影響に関す る

研究、ならびにかかる悪影響 を最小限にとどめる方法に関する研究を、実施 または支援す

ること。

(10)予 防策

深刻あるいは、非可逆的な環境の悪化を予防するように、製品・サービスの生産 ・販売 ・

使用方法や事業活動 を、科学的 ・技術的知識に沿って修正すること。

(11)請 負業者 と納入業者

企業の請負業者に対 し、彼 らの業務方法を当該企業のそれ と合致する形で改善す るよう

に奨励 し、または、必要に応 じて、それを要求 して、かかる請負業者による本原則の採用

を推進すること、更に、納入業者についても、これらの原則をより幅広 く採用す るよう促

すこと。

(12)緊 急時のための準備

相当な危険が存在するところでは、地域 ・国境を越えての影響があ りうるとの認識に立

って、緊急対応準備計画 を各種の緊急サービス組織、関係 当局や地域社会 と協力 して作成

し、維持すること。

(13)技 術移転

産業界と公的部門を通 じ、環境面か ら見て健全な技術 と管理方法の移転に貢献す ること。

(14)共 同努力への貢献

公共政策の策定に寄与 し、環境に対する意識 と環境保護 を増進するような産業界、政府

または政府間の計画や教育プログラムに貢献すること。

(15)懸 念に対す る開放的姿勢

従業員や一般の人々が持つ、操業 ・製品 ・廃棄物ない しはサービスについての潜在的危

険と影響一 越境的あるいは、地球規模での意味合いを持つものも含む一 についての諸

懸念を予め考慮 して対応 し、開放的姿勢 と対話を促進す ること。
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(16)遵 守 と報告

環境対策面での遂行状況 を測定すること。会社の規定、法的規制ならびに本原則の遵守

状況につき定期的に環:境の面の監査 と評価を行 うこと。取締役会、株主、従業員、当局な

らびに一般の人々に適切な情報 を定期的に提供すること。

一260一



(資料4)経 団連地球環境憲章

前 文

1わが国は、高度経済成長期に経験 した公害問題 と二次にわたる石油危機 を貴重な教訓 と

して積極的な努力を重ね、今 日、産業公害の防止や安全衛生、産業部 門の省エネルギー、

省資源の面で世界最先端の技術 ・システム体系を構築するに至 っている。

しか し、今 日の環境問題は産業公害の防止対策のみでは十分な解決は望めない。都市に

おける廃棄物処理問題や生活排水による水質汚濁問題 を取 り上げてみても、都市構造や交

通体系等 を幅広 く見直 し、生活基盤の整備や国民意識の変革など、社会全体での本格的な

取 り組みが求められている。

一方
、温暖化問題や熱帯林の減少、砂漠化、酸性雨、海洋汚染など、いわゆる地球的規

模の環境問題が国際的な課題 となっている。 とくに地球温暖化は、その対策が国民生活や

経済活動のあらゆる局面にかかわる問題であるだけに、総合的な対策、 とりわけ技術によ

るブレー クスルーが必要であ り、また一国のみの対策では解決が困難な課題である。

われわれは、大量消費文化に裏付けられた 「豊かさ」の追求がもたらす諸問題 を見直し、

地球上に存在する貧困と人口問題 を解決し、世界的規模で持続的発展 を可能 とする健全な

環境を次代に引き継いでいかなければならない。そのためには、各国政府、企業、国民が

自らの役割を認識す るとともに、国際協力を通 じて人類の福祉の向上 と地球的規模 での環

境保全に努めなければならない。

わが国は自国のみの環境保全の達成に満足することなく、産業界、官界挙げて環境保全、

省エネルギー、省資源の分野において革新的な技術開発に努めるとともに、環境保全 と経

済発展を両立させた経験 を踏 まえ、国際的な環境対策にも積極 的に参加することが求めら

れている。地球温暖化問題についても、国際協力を通 じて科学的な究明の努力を継続する

ことは もちろん、可能な対策か らも直ちに実行に移 していかなければならない。

環境問題の解決に真剣に取 り組むことは、企業が社会からの信頼 と共感を得、消費者や

社会 との新たな共生関係 を築 くことを意味し、わが国経済の健全な発展を促すことにもな

ろう。経団連は、この ような認識に基づ き、各会員に対して、行政、消費者はじめ社会各

層 との対話と相互理解 ・協力の下に、以下の理念 と指針に基づ く行動 をとることを強 く期

待する。
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基本理念

企業の存在は、それ自体が地域社会はもちろん、地球環境そのものと深 く絡み合ってい

る。その活動は、人間性の尊厳 を維持 し、全地球的規模で環境保全が達成される未来社会

を実現することにつながるものでなければならない。

われわれは、環境問題に対 して社会の構成員すべてが連携 し、地球的規模で持続的発展

が可能な社会、企業 と地域住民 ・消費者 とが相互信頼の もとに共生する社会、環境保全 を

図 りながら自由で活力ある企業活動が展開される社会の実現を目指す。企業 も、世界の「良

き企業市民」たることを旨とし、また環境問題への取組みが自らの存在 と活動に必須の要

件であることを認識する。

行動指針

持続的発展の可能な環境保全型社会の実現に向か う新たな経済社会 システムの構築に資

するため、以下により事業活動 を営む ものとする。

1環 境問題に関する経営方針

すべての事業活動において、

① 全地球的な環境の保全 と地域生活環境の向上、

② 生態系および資源保護への配慮、

③ 製品の環境保全の確保、

④ 従業員および市民の健康 と安全の確保、

に努める。

2社 内体制

(1)環 境問題 を担当する役員の任命、環境問題を担当する組織の設置等によ り、社内体

制を整備する。

② 自社の活動に関する環境関連規定を策定 し、これを遵守する。なお、社内規定にお

いては、環境負荷要因の削減等に関する目標を示すことが望 ましい。 また、 自社の環

境関連規定等の遵守状況について、少なくとも年一回以上の内部監査を行 う。

3環 境影響への配慮

(1)生 産施設の立地 をはじめ とする事業活動の全段階において、環境への影響 を科学的

な方法により評価 し、必要な対応策を実施する。

(2)製 品等の研究開発、設計段階において、当該製品等の生産、流通、適正使用、廃棄

一262一



の各段階での環境負荷 をできる限 り低減するよう配慮する。

(3)国 、地方 自治体等の環境規制 を遵守するにとどまらず、必要に応 じて自主基準を策

定して環境保全に努め る。

(4)生 産関連資材等の購入において、環境保全性、資源保護、再生産性等に優れた資材

等の購入に努め る。

⑤ 生産活動において、エネルギー効率に優れ、環境保全性等に優れた技術 を採用す る。

また、 リサイクル等により資源の有効利用 と廃棄物の減少を図るとともに、環境汚染

物質の適正な管理、廃棄物の処理 を行 う。

4技 術開発等

地球環境問題解決のために、省エネルギー、省資源、環境保全を同時に達成すること

を可能 とする革新的な技術 と製品 ・サービスを開発 し、社会に提供するよう努める。

5技 術移転

(1)環 境対策技術、省エネルギー・省資源技術、ノウハ ウ等について、国内外 を問わず、

適切 な手段により積極的に移転す る。

② 政府開発援助の実施に当たっても、環境 ・公害対策に配慮 しつつ参加する。

6緊 急時対応

(1)万 一、事業活動上の事故および製品の不具合等による環境保全上の問題が生 じた場

合 には、広 く関係者等に十分説明す るとともに、環境負荷を最小化するよう、必要な

技術、人材、資機材等 を投入 して適切なる措置を講ずる。

(2)自 社の責によらず大規模な災害、環境破壊が生 じた場合にあっても、技術等を提供

する等により積極的に対応す る。

7広 報 ・啓蒙活動

(1)事 業活動上の環境保全、生態系の維持、安全衛生措置について、積極的に広報 ・啓

蒙活動 を行 う。

② 公害を防止 し、省エネルギー ・省資源を達成するため、 日常のきめ細かい管理が重

要 なことにつ き、従業貝の理解 を求める。

③ 製品の利用者に対 して、適正な使用や再資源化、廃棄法に関する情報を提供する。

8社 会 との共生

(1)地 域環:境の保全等の活動に対 し、地域社会の一員 として積極的に参画するとともに、
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従業員の自主的な参加を支援する。

② 事業活動上の諸問題について社会各層 との対話 を促進 し、相互理解 と協力関係の強

化に努める。

9海 外事業展開 ・,

海外事業の展開に当たっては、経団連 「地球環境問題に対する基本的見解」(平成2年

4月 作成)に 指摘 した十の環境配慮事項 を遵守する(別 添参照)。

10環 境政策への貢献

(1)行 政当局、国際機関等における環境政策の手段 ・方法が合理的かつ効果的なもの と

なるよう、事業活動において得 られた諸情報の提供に努めるとともに、行政 との対話

に積極的に参加す る。

② 行政当局、国際機関等における環境政策の立案や消費者のライフスタイルのあり方

について、事業活動上の経験 をもとに合理的なシステムを積極的に提言す る。

11地 球温暖化等への対応

(1)地 球温暖化問題等について、その原因、影響等に関する科学的研究、各種対応策の

経済分析等に協力する。

② 地球温暖化問題など科学的になお未解明な環境問題についても、省エネルギーや省

資源の面で有効かつ合理性のある対策については、 これを積極的に推進する。

(3)途 上国の貧困と人口問題の解決等を含め、国際的な環境対策に民間部門の役割が求

められる分野で積極的に参加する。

(別添)海 外進出に際しての環境配慮事項 ・

策定趣旨

経団曄 をはじめ とする関係経済団体は、わが国企業が1960年 代後半から発展途上国に対
)

す る海外投資を中心に海外投資活動 を多面的に展開す ることになったことを踏まえ、1973

年に受入国に歓迎 される投資と長期的観点からの企業の発展 と受入国の開発 ・発展が両立

することを目指 して 「発展途上国における投資行動の指針」 を策定 した。 しか し、その後

わが国企業の海外投資が先進国でも多様に展開されるようになったのを背景に、1987年 に

「海外投資行動指針」を策定 した。 しか し、この両指針 とも環境配慮については、わずか

に投資先国社会 との協調、融和のために 「投資先国の生活 ・自然環境の保全に十分に努め

ること」 という一行 を設けたにすぎない。
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しか し、昨今の 日本企業の国際的展開および発展途上国の経済開発に伴 う公害問題の発

生などに鑑みると、上記一項目をさらに具体的にブレークダウンして、進出企業の参考に

供することが必要になってきた。

もとより、途上国に進出する場合、

① 途上国政府の政策的な面もあ り現地企業 との提携、合弁会社 となる場合が多 く、経

営の主体が現地途上国企業側にあ り、環境保全への投資よ り生産設備への投資が優先

される。

② 環境規制値はあるものの技術面、監視組織面で管理が十分でない場合がある。

③ 事前に進出国の環境状況関連情報 を入手 して対策を講 じる必要があっても、基礎的

データの不備や入手の困難性等、

日本企業だけで解決出来ない問題 も多い。

しか し、こうした問題はあるものの進出先国の環境保全に万全の策を講 じることは、進

出企業の良き企業市民としての責務であ り、各企業がこの配慮事項を参考にして具体的方

針等を策定することを期待す る。

十の環境配慮事項

1環 境保全に対す る積極的な姿勢の明示

進出先社会における良き企業市民という観点か ら、環境保全について最新の知見 と適

切な技術により積極的に対応する旨を明示するとともに、環境保全の重要性について提

携先等進出先国関係者にも十分に理解が得 られるように努めること。

2進 出先国の環境基準等の遵守 とさらなる環境保全努力

大気、水質、廃棄物等の環境対策においては、最低限進出先国の環境基準 ・目標等を

遵守することは当然であるが、進出先国の基準がわが国よりゆるやかな場合、あるいは

基準がない場合には進出先国の自然社会環境を勘案し、わが国の法令や対策実態をも考

慮 し、進出先国関係者 とも協議の上で進出先国の地域の状況に応 じて、適切な環境保全

に努めること。なお、有害物質の管理については 日本国内並の基準を適用すべ きである。

3環 境アセスメン トと事後評価のフィー ドバック

企業進出に当たっては、環境アセスメン トを十分に行 って、適切な対応策を講ずると

ともに、企業活動開始後においても活動実績 とデータ等の蓄積 を踏まえて、必要に応 じ

て環境状況の事後評価を行い、対応策に万全を期す。
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4環 境関連技術 ・ノウハウの移転促進

わが国の進んだ環境管理、測定及び分析などに係わる技術 ・ノウハ ウを進出先に移転

することが、進出先国のみならず地球的規模での環境保全に貢献するとの認識のもとで、

進出先国の関係者 と相談し、その技術 ・ノウハウの移転促進 ・定着化に出来 うる限 り協

力するよう努めること。

5環 境管理体制の整備

わが国企業の環境配慮に対す る積極的姿勢 を示 し、環境管理を適切に行 うために、環

境管理の担当セクションおよび責任者をおき、環境管理に対する責任の明確化等により

環境管理体制の整備 を行 うとともに、環境管理に関す る人材育成に努めること。

6情 報の提供

進出先社会 との摩擦を避け、協調融和 を図るためには、進出先の従業員、住民、地域

社会 との 日頃か らの交流が重要であ り、環境対策に関 しても適切な形で情報 を流すなど

して、常 日頃か ら理解を得 るように努めること。

7環 境問題をめ ぐる トラブルへの適切な対応

トラブルが発生 した場合には、進出先国関係者の協力 を得て、社会 ・文化的摩擦にな

る前に科学的合理的な議論の場で対応出来 るように努めること。

8科 学的 ・合理的な環境対策に資す る諸活動への協力

進出先国の環境保全対策推進の上で、科学的かつ合理的な環境対策に資する諸活動に

は出来 うる限 り協力するように努めること。

9、 環境配慮に対する企業広報の推進

海外におけるわが国企業活動の実態が、内外において十分に理解 されていない現状に

鑑み、企業はデータ等を示すなどして環境配慮に関す る諸活動を積極的に広報 し、情報

不足や誤解に基づ く非難は避けるように努め ること。

10環 境配慮の取組みに対する本社の理解 と支援体制の整備

日本の本社等は海外における企業の環境配慮に対す る取組みの重要性を理解 し、必要

に応 じて技術 ・情報 ・専門家等の提供 ・派遣により支援す るよう社 内体制等の整備に努

め ること。
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(資料5)ISO/TC207に おける環境関連国際規格の作業内容

SC名 称 とテ ー マ

()内:略 称

SC1:環 境 管 理 システ凸(E■S)

冒G1:環 境 管 理 仕 様

書G2:一 般 ガ イダ ンス

SC2:環 境 監 査(EA)

冒G1:一 般 原 則

初 期 比'ユ一

曹G2渇1S監 査

準 拠 性 監 査

環 境 声 明 書 監 査

監 査 計 画 管 理

胃G3:監 査 人 資 格

鵬4:サ 朴 ア杜 〃 ト指 針

SC3:環 境 ラへ.ル(EL)

恥1:第 三 者 認 証 制 度

(タイフ・1&3)

恥21自 己 主 張(タイプ2)
・用 語/定 義

・シンボ ル

・試 験/検 証 方 法

船3:基 本 原 則(列 プ1～3)

SC4:環 境 ガ7わ マンλ評 価

(EPE)

WGll管 理 システムのEPE

恥2:作 業 システムのEPE

SC5:ラ イ7サイクル・7セスメン}(LCA)

胃Gl

WG2

胃G3

胃G4

WG5

一 般 原 則/実 施 要 項

インベ ントリー分 析(一 般)

インベ ントリー分 析(特 定)

影 響 評 価

改 善 評 価

SC6:用 語 と定 菰(T&D)

胃G1:製 品 規 格 の 環 境 配 慮

(EAPS)

SC:幹 事 国

冊:主 査 国

英
仏
米

オランプ

加

独

英
加

豪

スウェーデ ン

加

米

米

米

ノルウェー

仏

米

独

日

スウェーデ ン

仏

ノルウェー

独

規 格No.

14001

14000

14010

14014

14011-1

14011-2

140XX

140xx

l4012

14015

14024

14021

14022

14023

14020

14031

14031

14041

14042

14042

14043

14044

140xx

14060

内 容

・環 境 に 関 す る 企 業 の 方 針 を立 て、 そ

れ を実 行 して い く た め の 体 系 を定 め た

基 準 。 品 質 管 理 と 同 じ よ う に 、 計 画 、

実 行 、 チェワク、 アクション(PDCA)か らな る。
・今 回 の 一 連 の 規 格 作 業 の 骨 格 に な る

分 野 。
・14001が 認 証 の 対 象 に な る。

・SC1の 環 境 管 理 システムが う ま く働 い て

い るか ど う か の 監 査 、 法 律 な ど に適 合

し て い る か ど う か の監 査 、 企 業 が環 境

活 動 の 結 果 を公 表 す る報 告 書 に 対 す る

監 査 、 土 壌 汚 染 の 有 無 等 に 関 す る調 査

な ど、 さ ま ざ ま な 種 類 の 監 査 や 調 査 の

実 施 要 領 を規 格 化 す る。
・ま た 、 監 査 人 の 資 格 要 件 な ど も規 格

化 の 対 象 と な っ て い る。

・次 の3つ の タイフ'が対 象

①[財 プ1]一 定 の 要 件 を満 た す こ と を

認 証 さ れ た製 品 に 添 付 で き る ラペ ル(日

本 の エコラベ ルな ど)

②[舛 フ'2]「 リ例 クル可 能 』 な ど、 宣 伝 広

告 な ど に 使 用 す る 企 業 の メッセージ(r地

球 に 優 し い 』 な ど の曖 昧 な もの は、 今

後 は 、 使 用 で き な い)

③[列 プ3]商 品 の エ柳 キ㌔ 消 費 量 や 廃 棄

物 量 な どの 環 境 負 荷 量 を グ ラフで 表 示
・封 フ'1お よ び タイプ3の 第 三 者 認 証 基 準

や タイプ2の 言 葉 の 定 義 な ど を規 格化

・rパ 月 一マンス』 は 、 業 績 、 実 績 、 行 動

自体 な ど の広 い 概 念 で 、 日本 語 の適 訳

が な い た め、 パ 万 一マンスと表 記 され る こ

と が 多 い 。
・恥2の 「作 業 システムのEPE』 は 設 備 ・装

置 な ど 、 人 的 要 因 を含 ま な い シス泓 を 対

象 と し た 評 価

・製 品 の ライフ(製造 ・使 用 ・廃 棄)に わ た

る環 境 負 荷 を評 価 す る手 段 を 規 格 化 す

る もの 。(ア択 缶 と スチール缶 、 どち ら が 環

境 に 優 し い か と い っ た 評 価)
・恥2の 「イハ'ン トリー』 と は 、どん な 資 源

を投 入 し て 、 ど ん な 排 出 物 が あ る か 、

収 支 表 で 整 理 す る もの
・どん な 手 法 で 評 価 し た か で 、 結 果 が

左 右 さ れ る た め 、 認定 制 度 な ど も 検 討

され て い る 。
・製 品/素 材 の 淘 汰 な ど も将 来 起 き る

可 能 性 が あ る。

・SC1-SC5で 使 用 され る 関連 用 語 の 定

義 集 を 作 成

・製 品 の 規 格 を 作 成 す る 人 が 、 環 境 面

に 対 し て 配 慮 す べ き 事 項 を 指 針(規 格

で は な い)と し て ま とめ る 。
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(資料6)環 境上健全で持続可能な開発に関する銀行憲章(案)

はじめに

我々は、環境保全が全ての人の責務であ り、環境上健全で持続可能な開発が銀行を含む

全ての企業の中で最優先課題 として位置づけられるべ きであることを認識 している。従っ

て、我々は、金融の仲介者並びに助言的サービスの提供者 として、明確かつ健全な環境政

策を業務の全ての面で追求す ることを約束する。

1,環 境上健全で持続可能な開発の原則に対するコミットメント

1.1我 々は、最高水準の環境管理 を必要 とする環境上健全で持続可能な開発 という目

標 を支持する。我々は、銀行の内部業務や投融資業務に環境配慮を加え、環境上

健全で持続可能な開発を促進するための経営面での環境ガイ ドラインや慣行 を設

定する。

1.2我 々は、銀行が環境の責任ある管理人 として投融資業務 を行わなければならない

と信 じる。我々は、銀行の利益は環境への悪影響を最小限にとどめる方法で生み

出されると信 じる。

1.3我 々は、環境は企業が長期的にコミットすべ きものであり、しかも善良な企業市

民を追求する上で不可欠なものであることを認識 している。我々は、新技術の出

現に伴って、 リスク管理、環境監査およびその他の慣行 を刷新 してい く。

1.4我 々は、人類のニーズを充足 し、経済発展 を促進 し、将来の世代のために天然資

源を保全するために経済慣行に環境配慮 を加えるという目標 を支持する。

1.5我 々は、環境上健全で持続可能な開発は真の発展を要請する国家及び国際社会の

基本的 目標であるとみなす。その理由は、持続可能な開発は環境問題 を解決する

能力を創造する唯一の方法であるか らである。

1.6我 々は、多様でダイナ ミックな金融サー ビス部門は、環境政策に必要 な経営上、

助言上、資本上およびその他の手段を提供す ることにより、持続可能な開発に対

して貢献す るところが大きいとみなす。

1.7我 々は、内部業務、業務上の決定、下請負人、および可能ならいつで も顧客団体

を通 じて、環境行動の改善に向けて努力す る。
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1.8我 々は、他の銀行や金融機関が この憲章を支持するよう要請 し、また国連環境計

画に対 し環境上健全で持続可能な開発に関す る関連情報を提供することによ り銀

行 を支援するよう要請す る。

2.環 境上健全で持続可能 な開発 に対 するグローバ ル ・マーケ ッ ト・アプ ローチ

2.1我 々は、市場 メカニ ズムを環境保護の促進 に適合 させ るこ とに よ り、 また伝統的

なGNPやGDPの 所得 算定 に環境経 済学や 環境会計 を統 合 させ るこ とに よ り、

持続可能 な開発 を発展 させ るこ とが できると信 じる。 我々は、企業 の成長 を促 進

す るとともに、 リサ イクル、廃棄 物削減 お よびエ ネルギー と天然資源 の保全 を支

持す る行動変革 をもた らす価格 インセ ンティブを含 む正 しい シグナル を個人や企

業 に提供す ることに主要 な焦点 を合 わせ るべ きであ ると信 じる。

2.2我 々 は、第三世界 の債務 危機 と環境悪化 は関連 して いる と認識す る。我々は、1988

年 の トロン ト宣 言 を含 む債務 の削減や切 り捨 てに対す る公共政策 の努力 を支持 す

る。

2.3我 々は、環境 に関す る規制 のゆ るい国では、最 も厳 しい環境 リス ク評価 を経 たプ

ロジェク ト ・フ ァイナ ンスその他 の貸付活動 を支持す る。 我々 は、公共融資機 関

との合弁事業 においては、公 共機 関が最 も厳 しい環境影響評価 を行 い、かつ そ こ

か ら得 られ る情報 を提供す るよう要請す る。

2.4我 々は、国の内外 において同一の環境保護基準 を適用す るこ とを約束す る。

2.5我 々は、全 ての国が共通 の環境 目標 および関連 基準に 向か って行 動すべ きであ る

と信 じる。

3.銀 行と環境上健全で持続可能な開発

3.1我 々は、 自発的なコミットメン トは、銀行がそれを企業の最優先戦略課題 として

位置づければ成功すると信 じる。従 って、我々は、主導的な銀行家が環境管理 を

企業の最優先課題 として認め、そのような最優先課題 を全ての関連事業部門や営

業活動に統合するよう確保す ることを望む。

3.2我 々は、通常の業務慣行の一環 として、我々の顧客が全ての地方、国および国際

的な環境規制を遵守することを期待する。我々は、法の遵守に加 え、さらに規制
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を上回る企業は経営管理の行 き届いた前向 きの企業であると認める。我々は、環

境上す ぐれていることは健全な企業経営の重要な一部であると信 じ、 リスク ・プ

ロファイルや貸付条件にそのような観点を反映させ る。

3.3我 々は、銀行が内部環境監査 とアセスメン トを行 うことにより、環境に対する対

応を評価するよう勧告する。 さらに我々は、環境アセスメン トと環境監査 をでき

るだけ広い範囲の通常の リスクアセスメン トの慣行に適用す るよう勧告す る。

我々は、銀行の幹部が、内部的なモニタ リング ・グループとタスク ・フォースを

設け、主要な業務部門が環境に対す る対応をとっているかどうか を評価するよう

勧告し、また、彼らが内部業務におけるエネルギー保全 と効率、紙の リサイクル、

小型車の利用や廃棄物削減を含む内部的な環境行動基準を制定す ることを確保す

るよう勧告する。

3.4我 々は、通常の貸付慣行の一環 として、借主や投資対象が環境管理に対するトー

タルライフサイクルのアプローチをとるよう要請する。我々は、業務手続の一環

として、廃棄物削減、より清浄な生産過程の利用、 リサイクルおよび廃棄物の再

利用の点で環境上す ぐれた企業に対して特別金利 を与えることを考慮す る。我々

はまた、通常業務の一環として高成長の環境製品やサービス部門に投資チャンス

の的を絞 る。

3.5我 々は、環境悪化を予測 し防止す るために、予防的アプローチを支持する。我々

は、社内業務が環境管理において「最善の慣行」を実践することを確保する。我々

は、同様な慣行に従 う顧客や下請負人と業務関係 を形成する。

3.6我 々は、 自然保護債務スワップ、 自然保護 と結びついたグリーンカー ド、エネル

ギー効率の良い住宅への特別 レー ト・ロー ン、環境管理上最善の慣行 を促進する

潜在的借主に対する競争ローンを含む、環境保護を促進する健全な小売上、法人

上、投資 ・資金上の製品やサー ビスを検討す ることに同意す る。

4.透 明性 と対話に対するコミッ トメン ト

4.1我 々は、一般大衆、従業員、株主、顧客に対 し透明性と対話を促進 し、銀行の業

務や投融資の決定が環境に対 して及ぼす潜在的な危険や影響についての懸念に応

えてい く。
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4.2我 々は、株主、従業員、政府、顧客、一般大衆に対 しで、定期的に情報を提供す

る。また、我々は、銀行がその業務に含まれる環境配慮についての明確なステイ

トメン トを最高責任者が年次報告書の中に含め ることを特に勧告する。

5.環 境管理 と環境教 育の レベル ア ップの ための銀行 部門の戦略

5.1我 々は、業界の リー ダー お よび雇主 としての現在 の業務 の一環 として、地域 コミ

ュニテ ィに根 ざ した企業 の慈善活動 の重要性 を認め る。 我々は、環 境保護や保全

活動 にボランティア として参加す るグループ を支援す る。

5.2我 々は、銀行 の中で関連 す る環境教育 と訓練 を促 進す る。 また我々は、先進 国途

上国双方の企業が、従業員 の教育訓練 に焦点 を合 わせ、特 に中核 となる貸付 担当

者やエ コノ ミス ト、国別 リス ク評価 担当者が環境 問題 につ いて適切 な訓練 と情報

をうけ られ るよう確保 す るこ とを奨励 す る。我々 は、 リス クの同定 とアセス メン

トを含む銀行業務 と持続可能 な開発 に関す る問題 につ いて、途上 国の銀行家の訓

練 に貢献す る。

5.3我 々は、銀行が経理、経済学、マーケ ティング、 リス ク評価、国別 リス ク分析、

広報、従業員 との コ ミュニケー シ ョンを含 む活動 を調査 研究 し、関連 す る結果 を

できる限 り環境管理 の中に組 み込 むこ とを奨励 す る。

5.4我 々 は、国際金融公社(IFC)や 他 の会合の場 を通 して、銀行が以上 のガイ ドライ

ン(ポ ジションペーパー 、 ポジションステー トメン ト、憲章、 メ ッセー ジ)の 実

施 につ いて実 際の経験 を共有す ることを提言す る。
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(資料7) 金融 と環境

銀行声明

環境 と持続可能な開発に関する

はじめに

我々調印者一同は、人類の福祉、環境保護および持続可能な開発が、各国政府、企業お

よび個人のコミットメン トにかかっている、 と信 じている。我々は、経済成長の追求 と健

全な環境は、密接に関連 していると認識 している。 さらに我々は、生態系の保護 と持続可

能な開発は共通の責務であり、銀行業務 を含むすべての事業活動の中で最優先課題 として

位置づけられるべ きであると認識 している。我々の政策および事業活動が、将来世代のニ

ーズを損なうことな く現世代のニーズを充足す るという持続可能な開発 を促進することを

保証す るよう、我々は努力する。

1.持 続可能な開発の一般的原則

1.1我 々は、各国が共通の環境 目標に向かって行動すべ きであると信 じる。

1.2我 々は、持続可能な開発 を健全な事業経営の基本的側面であると考 える。

1.3我 々は、持続可能な開発は、環境保護 を促進する市場メカニズムの枠組みの中で

取 り組むことにより最 も良 く発展 させ ることができると信 じる。政府には、経済

成長 を促進させ るともにエネルギーおよび天然資源を保全することにより効率的

な環境管理 を支持する行動変革 をもたらすよう、個人や企業に対 して正 しいシグ

ナルを提供す る役割がある、 と我々は信 じる。

1.4我 々は、多様でダイナ ミックな金融サービス部門を、持続可能な開発に対する重

要な貢献者であるとみなしている。

1.5我 々は、持続可能な開発は企業のコミッ トメン トであり、善良な企業市民を追求

す る上で不可欠な要素であると認識している。我々は、持続可能な開発を強化す

るため、銀行内部業務および事業決定にあたって環境配慮をする方向に向かって

いる。

2.環 境管理 と銀行

2.1我 々は、潜在的な環境悪化 を予測し防止する環境管理における予防的アプローチ

を支持する。

2.2我 々は、通常の業務慣行の一環 として、我々の顧客がすべての適用可能な地方、
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国お よび国際 的な環境規 制 を遵守す るこ とを期待す る。法 の遵守 に加 え、健全 な

環 境慣行 は、効率 的な企 業経営 を証 明す る重要 な要 因の一つ である と我 々はみな

してい る。

2.3我 々は、環境 リス クは リス クの評価 および管理 におけ る通常の審査 項 目の一部 で

あ るべ きであ ると認識 してい る。我々 は、信 用 リス ク評価 の一環 として、適切 な

らば、環境影響評価 を勧告 す る。

2.4我 々は、 国内外 の業務 において環境 リス ク評価 の同一基準 を適用す るよう努力す

る。

2.5我 々は、公共機 関が、公共機関 との事業において適切 で最新 のかっ包括的 な環境

評価 を行 い、参加す る銀行 にその評価結果 を提供す るよ う求め る。

2.6我 々は、経理 、マーケ ティング、 リス ク評価、広報、従 業員 の育成 とコミュニケ

ー シ ョンを含 む経営慣行 を刷新 し、関連す る結果 を環境 管理 の中に組み込む意向

である。我々は、 これ らおよび これ らに関連す る問題 を銀行 が調査す るよう奨励

す る。

2.7我 々 は、社 内の業務 にお いて、エネルギー効率、 リサ イ クルお よび廃棄物 の削減

を含む環境 管理上 の最善 の慣行 を実 践す るこ とを保証す る。我 々は、同様 な高度

な環境基準 に従 う製造業 者お よび下 請人 との業務関係 を形成す る。

2.8我 々は、健全 な ビジネス上 の理 由が存在す る場合、環境保護 の促進 を目的 とした

適切 な銀行商 品お よびサー ビス を支援 し開発す る。

2.9我 々は、 自己の環境 目標 に相反 す る業務活動 を測定す るため、定期的に社 内にお

け る環境 レビュー を行 う必要 があ ると認識 して いる。

3.公 衆啓発 および コ ミュニケ ーシ ョン

3.1我 々は、顧客が環境 リス クを軽減 し、持続可能 な開発 を促進す る能力を高め るこ

とがで きるよ う、適切 な場合、彼 らに情報 を提供 す る。

3.2我 々は、各 国政府、顧客、従業員、株主お よび一般大 衆 を含 むすべ ての関連す る

人々 との間 で、環境管理 に関連す る透明性 と対話 を促 進す る。

3.3我 々は、銀行 が環境方針 に関す る声 明を作成 し、公 表す るこ と、お よびその実施

につ いて定期 的 に報告す るよう勧告す る。

3.4我 々 は、国連 環境計画 に対 し、 その能力の範 囲内で、 持続可能 な開発 に関す る関
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連情報 を提供 し、産業界 を支援 す るよう要請す る。

3.5我 々 は、本声 明の実施 におけ る成果 を定期 的 にレビュー し、適切 な場合、 改正 を

行 う。

3.6我 々 は、調 印 していない他 の銀行 も本声明 を支持す るよう推奨す る。
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(資料8)UNEPの 環境 と持続可能な開発 に関す る銀行声明

(調印済 の銀行)

ArabBank,PIC,Jordan(ア ラ ブ 銀 行 、 ヨ ル ダ ン)

BalkanbankLtd.,Bulgaria(バ ル カ ン銀 行 、 ブ ル ガ リア)

BanestoBancoEspagnoldeCredito,Spain(バ ネ ス ト、 バ ン コ ・エ ス パ ニ ョー ル ・デ ・

ク レ デ ィ ト、 ス ペ イ ン)

BancodoEstadodeSaOPauloSA,Brasil(サ ンパ ウ ロ 銀 行 、 ブ ラ ジ ル)

BankAustria,Austria(オ ー ス ト リア 銀 行 、 オ ー ス ト リア)

BahkofBaroda,India(ノ 甘口 ダ 銀 行 、 イ ン ド)

Bankof且andlowyW.WarszawieSA,Poland(ハ ン ドロ イ ワ ル シ ャ ワ 銀 行 、 ポ ー ラ ン

ド)・

BankofIrelandGroup,Ireland(ア イ ル ラ ン ドグ ル ー プ 銀 行 、 ア イ ル ラ ン ド)

Bankyfampandrosoananyvarotra,Madagascar(フ ァ ン パ ン ドロ ソ ア ナ ・ニ イ ・バ ロ

ト ラ銀 行 、 マ ダ ガ ス カ ル)

BankofPhilippineIslands,Philippines(フ ィ リ ピ ン 諸 島 銀 行 、 フ ィ リ ピ ン)

CanadianImperialBankofCommerce,Canada*(カ ナ ダ ・ コー マ ス 銀 行 、 カ ナ ダ)

CommerzbankAC,Germany(コ メ ル ツ 銀 行 、 ドイ ツ)

Creditanstalt-Bankerein,Austria(ク レ デ ィ タ ン シ ュ タ ル ト銀 行 、 オ ー ス ト リア)

CreditSuisse.Switzerland(ク レ デ ィ ス イ ス 銀 行 、 ス イ ス)

DenDanskeBank,A/S.Denmark(デ ン ・ダ ン ス ク銀 行 、 デ ン マ ー ク)

DeutscheBankAg,Germany(ド イ ツ 銀 行 、 ドイ ツ)

presdnerBankAg,Germany(ド レ ス ナ ー 銀 行 、 ドイ ツ)

(The)HongKongandShanghaiBankCorporationLtd.,且6ngKong(香 港 上 海 銀 行 、

香 港)'

Kansallis・Osake-Pankki,Finland(カ ン サ リ ス ・オ サ ケ ・パ ン キ 、 フ ィ ン ラ ン ド)

KenyaCommercialBankGroup,Kenya(ケ ニ ヤ 商 業 銀 行 グ ル ー プ 、 ケ ニ ヤ)

KomercniBanka,CSFR(コ メ ル チ ニ 銀 行 、 チ ェ コ ス ロ六 キ ア)

LandsbankiIslands,Iceland(ラ ン ズ バ ン ク ・ア イ ラ ン ズ 、 ア イ ス ラ ン ド)
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LloydsBankPLC,U.K.(ロ イ ズ 銀 行 、 英 国)

(The)NationalBankofKuwaitSAK,Kuwait(ク ウ ェ ー ト国 立 銀 行 、 ク ウ ェ ー ト)

NationalWestminsterBankPLC,UK.(ナ シ ョナ ル ・ウ ェ ス ト ミ ン ス タ ー 銀 行 、 英 国)

RomanianCommercialBankSA,・Romania(ル ー マ ニ ア 商 業 銀 行 、 ル ー マ ニ ア)

RoyalBankofCanada,Canada(カ ナ ダ ・ロ イ ヤ ル 銀 行 、 カ ナ ダ)

(The)RoyalBankofScotlandPLC,U.K.(ス コ ッ トラ ン ド ・ロ イ ヤ ル 銀 行 、 英 国)

ScotiaBank(TheBankofNovaScotia),Canada(ス コ シ ア 銀 行 一 ノバ ・ス コ シ ア 銀

行 一 、 カ ナ ダ)

SwissBankCorporation,Switzerland(ス イ ス ・バ ン ク ・コ ー ポ レー シ ョ ン 、 ス イ ス)

UgandaCommercialBank,Uganda(ウ ガ ン ダ 商 業 銀 行 、 ウ ガ ン ダ)

WestpacBankingCorporation,Australia(ウ ェ ス トパ ッ ク ・バ ン キ ン グ ・コー ポ レー シ

ョ ン 、 オ ー ス ト ラ リア)
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政府援助機関の責任 と取組み
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は じめに

近年、国際的な環境協力の必要性の高まりのなかで、政府援助機関は、国際機関及び国

際開発金融機関などの積極的な取 り組みを反映して、従来の開発政策 ・方針の見直 しや新

たな開発援助に環境配慮条項 を組み込むなど新展開をみせている。 とりわけ、わが国にお

いては、OECD等 による開発援助における環境配慮の動 きに即応した対応を行っている。

本稿では、これらの国際機関の開発援助における環境配慮の現状 を踏まえ、USAIDや

OECFな どの政府援助機関の経験や取組みの現状 と課題 について若干の考察 を加 えるこ

とにしたい。

1.国 際機関の開発援助 における環境配慮へ の対応

国際連合では、環境問題に取 り組む機関は少な くないが、大別すると、①アジア ・太平

洋経済社会委員会(ESCAP)及 びヨーロ,ッパ経済委員会(ECE)な どの地域経済委員会、

②国連環境計画(UNEP)及 び国連開発計画(UNDP)、 ③国連教育科学文化機構(UNES・

CO)及 び国連食料農業機構(FAO)な どの専門機関に分けられる。特に、1972年 の国連総

会の決議に基づ き設立されたUNEPや 、地域 レベルではESCAPの 活動が、非常に重要な

役割 を果たしている。

UNEPの 活動は、既存の国連システム内の諸機関が行 っている環境関係の諸活動 を一元

的に調整し、かつ、これ らの諸機関が未だ着手 していない問題にイニシアティブを与える

ことによって国際的な環境協力 を促進 させ ることをその特徴 としてお り、この活動は、「触

媒的及び調整的機能」 と呼ばれている。その活動分野は、.健康 と人間居住、環境 と開発、

地球監視、生態系保全等多岐にわたっている。近年の活動を見 ると、1982年5月 の管理理

事会特別会合で、ストックホルム会議以後10年 間の新たな認識に基づ く 「1982年の環境:
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回顧 と展望 」と題 す る決議 を行 なった。 その決議 の中において、「国連 システム は貧 困 と低

開発 とい う環境 問題 に取 り組 まねば ならない。」と述べ、 さらに管理理事会 にお いて開発途

上 国の環境 問題解決 のための追加的財源 に関す る決 定 を採択 した。 これは、開発途上 国の

最 も深刻 な環境 問題 に取 り組 むための優先 プ ログ ラム に資金 を提供す るク リアシングハ ウ

スと呼ばれ るもので、1986年 までに、バ ングラデ ィシュをは じめ12の 途上国 に適用 されて

いる。

1984年6月 に環境 アセ スメン ト専 門家会合 が設立 され、そ こでUNEP加 盟諸 国に おけ

る環境アセス メン トの推進 を図るための共通 のガ イ ドライン、基準、モデル法制度等 の検

討 を行 なってい る。

一方、OECDで は、環境委員会及び開発援助委員会(DAC)が 環境 問題 を取 り扱 ってい

る。1970年 に国際的 な環境問題 の顕在化 を背景 として設立 され た環境委員会 は、 当初 は、

先進諸国の環境 問題 につ いて取 り組 んでいたが、1979年 の環境大 臣会議 におけ る 「予 見的

環境政策に関す る宣言」において 「加盟国政府 は、環境悪化 を阻止す るの を手助 けす るた

め、特に開発途上国 とで きるか ぎ り協力 を継続す る」 と述べ、開発途上 国の環境 問題 に二

国間援助 と国際機 関 を通 じて協 力す るこ とを打 ち出 した。一方、DACは 、1981年 の上級会

合 で環境問題 を取 り上 げ、翌82年 の会合 において 「開発援助プ ロジェク トに環境保全 的要

素 が有効 に組み入れ られ るよ う業務面、手続面 に配慮 す る」 旨の合意 を行 った。その背景

には、開発途上国 にお け る環境保全 には援助 国 も重大 な責務 を有す るとい う国際世 論が あ

った。 これ らの結果、1983年10月 に、環境委員会 の下 に 「環境 アセスメン トと開発援 助」

特別 グループが発足 した。 この グループは、 開発援助 に際 して適切 な環境保 全上の配慮が

な され る方策 を如何 にシステマ ティックに確保す るかについて検討す るこ とを 目的 とし、

DACと の密接 な連携 を図 りなが ら、①環 境 アセス メン トが必須 と考 え られ るプ ロ ジェク

ト類 型の抽 出、②被援助 国が開発 援助プ ロジェ ク トを策定す る段階 での制約事 項 とその克

服方策 の検討、③ 開発援助 に際 して行 われた援助 国に よる環境 アセスメン トのケー ススタ

デ ィ、④環境 アセス メン トの手続、方法、実施体制 のあ り方の検討等の4項 目のプ ログラ

ム を行 うこ ととな った。これ らの検 討結果 は、定期的 に環境委員会 及びDACに 報告 され、

その指導 の もとに作業 が進 め られ、1985年 及び1986年 の環境アセス メン トに係 るOECD理

事会勧告 に反 映された。

開発援助 プロジ ェク ト及 びプログラムに関す る1985年 の「環境 アセスメン トに係 る勧告」
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は、DACと の協力の もとで環境委員会 に対 して、① 開発 プロジェ ク トの早期 の段階 におけ

る環境 アセスメン トの実施、② アセス メン トの実施対象 プロジェ ク トの選定、③具体的実

施手続、組織、予算等の作成 な どを勧告 した もので、特 に、付属書 の中で 「生態学的条件

の考慮」 の重要性にふれてい る。1986年 の 「環境 アセスメン トの促進 に必要 な施策 に係 る

勧告」 は、加盟国に対 して、① 自国の援助 手続及 び実施体制の 中へ の環境 アセスメン トの

組み込み、②取組み状況 の報告(1989年 まで)を 勧告 した。

また、1987年11月 に、DACと 環境委員会 の共催 によって「開発途上 国 との環境協力の強

化に関す るセ ミナー」を開催す るな ど、近 時は、DACを 主導 とした開発援助 におけ る環境

配慮の取組みが進め られてい る。

II.ア メ リ カ 国 際 開 発 庁(USAID:U.S.AgencyforInterna-

tionaldevelopment)の 環 境 配 慮 の 取 組 み

1.国 内法の整備状況

1961年 のア メ リカの対外援 助法 には、環境 と天然資源に重大 な影響 の ある援助プ ロジェ

ク トの環境 アセスメン ト(第117条)、 熱帯雨林 の管理(第118条)、 絶滅 に瀕 した種 の保全

(第119条)と いった環境 配慮条 項が盛 り込 まれてい る。1976年 には、USAIDの 規 則改訂

に よ りODAに 環境 アセスメン トを導入 し、1981年 の対外 援助 法の改正 で法的 に明確 に し

て きた。1989年12月 の国際開発財 政法(InternationalDevelopmentandFinanceAct)

に よって、世銀や アジア開発銀行 な どの 多国間金 融機 関におけ る米国代表理事 は、 人間関

係 に重大 な影響 を及ぼす恐れのあ る開発プ ロジェク トの採択投 票の際に、 その少 な くとも

120日 前 までに当該提案 プ ロジェ ク トの代替案 と環境影 響の分 析 を行 ったアセス メン トが

用意 されなけれ ば、投票 を行 っては ならない旨を定 めている。

2.USAIDの 環境 配慮

USAIDは 、MDBsが 環境影響 を評価す る際 に、技術 的支援 を行 ってい る。それは、プ ロ

ジェ ク トサ イクルの初期 の段階 で環 境への影響 を評価す る試み であ り、初期 プロジェク ト

通知(USAID'sEarlyProjectNotification:EPN)と して知 られてい る。 その具体 的内

容 は以下の通 りであ る。

(1)USAIDのEPNを 担当す るス タッフは、MDBsの 各プ ロジェ ク トにつ いて は、審査
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の対象か ら除外 す る。

(2)そ のプロ ジェ ク トが、USAIDの 常駐 国 または米 国大使館 のあ る国 で実施 され る場

合 には、USAIDま たは大使館 の担 当者 は、そのプ ロジェク トにかか る環境影響 の評価

書 を受 け取 る。 ただ し、常駐国 でな い場合 や大使館が置かれていない場合 には、 この

限 りでない。

(3)担 当者 は環境へ の影響評価 に関す るコメン トを付 して、USAIDの 本部 に送付す る。

(4)担 当者 の結論 がそのプロジェク トに何 らかの環境配慮 を必要 とす る とい うものであ

れば、 そのプ ロジェク トは多国間援助 作業班(WorkingGroupforMultinational

Assistance:WGMA)で 検討 され る。このWGMAは 、年間 に500件 以上 のMDBsプ

ロジェ ク トを審査 す る省庁間組織で ある。

(5)こ のWGMAが そのプ ロジェ ク トの環境へ の悪影響 を認め たならば、MDBsの スタ

ッフ とともに、 その環境影響の緩和 措置 を講ず る。

また、本部 の各地域局や海外事務 所には、多 くの環境専 門家が配 置 され ている。途上 国

に対す る支援理 念は、途上 国が環境問題 の認識 ・評価 ・解 決 におけ る自立性の尊重 にあ る。

III.わ が 国 の 取 組 み

1.最 近 の動 向

近年、 わが国は1989年7月 のアル シュ ・サ ミッ トにお いて、3,000億 円程度 を 目途 とす る

環境援助政策 を表明 し、開発援助 を実 施す る際の環境配慮の強化 を謳 った。 それに呼応 し

て、同年10月 、援助機 関である海外経済協力基金(OECF)は 、OECD理 事会勧告(1985年

6月20日 採択)や 国際援助機 関のガ イ ドライ ンを参考 に して、「環境配慮の ためのOECFガ

イ ドライン」を作成 してい る。また、1991年5月 に、「開発 と女性(WID)配 慮 のため のOECF

指針」 を作成 し、公 表 してい る。1991年 の ロン ドン ・サ ミッ トでは、地球環境 問題 に対処

す るため の相互協 力 を基本 として、わが国の技術 ・経験の活用や政策対話の強化 に よるニ

ー ズの把握、案件の発掘 などの基本 的考 え方 を明示 して きた。国連環境開発会議 において、

政府 は、 この環境ODAを5年 間で9,000億 円か ら1兆 円を目途 として、大幅 に拡 充 ・強化

す ることを表 明 したが、援助 を効果的 ・効 率的に実施す るため、閣議決定 に より、 「政府 開

発援助大綱」(1992年6月30日)を 定め た。 その なかで、ODA4原 則、す なわち、①環境 と

一280一



表11993年 わが国の途上国援助(ODA)実 績

A.二 国間ODA計

1.二 国間贈 与計

臼)無償資金協力

(2)技術 協力

2.二 国間政 府貸付 等

B.国 際機関 向けODA計

1.国 際機関 向け贈 与

2.国 際機関 向け出資等

ODA合 計(A+B)

対GNP比

1993年ODA支 出純額

億 円(伸 び率}

9,077(▲15.5)

8.943(▲15.5)

5,137(+4.9}

5,002(+4.9)

2,244(+2.2)

2,143(+4.9)

2,893(+7.1)

2,858(+7.0)

3.940(▲32.7)

3,941(▲32.7)

3,680(+2.0)

3,575(+2.0)

731(▲12.6)

2,948(+6.3)

2,843(+6.6)

12,757(▲11.1)

12,518(▲11.4)

百万$(伸 び率)

8.164(▲3.8)

8,044(▲4,1)

4.621(+19.6)

4.499(+19.6)

2,019(+16.5)

1,928(+16.6)

2.602(+22.1)

2,571(+2L9)

3,544(▲23.3)

3.545(▲23.3)

3,310(+16.2)

3.215(+16.2)

658(▲0.3)

2,652(+21.2)

2.557(+21.4)

11.474(+1.3)

11,259(+1.0)

構成比

71.2%

71.4%

40.3%

40.0%

17.6%

17.甥

22.7%

22.8%

30.9%

31.5%

28.8%

28.6%

5.7%

23.1%

22.7%

100.0%

100.0%

0.26%

1992年ODA支 出純額

億 円(伸 び率)

10,747(▲9.9)

10.621(▲10.9)

4.895(+7.2)

4,767(+4.8)

2,195(+7.0)

2,094(+2.1)

2,700(+7.3)

2,672(+6.9)

5,852(▲20.5)

5,肪4(▲20.5)

3,607(+24.0)

3,504(+24.5)

鴎6(▲10.7)

2,772(+40.4)

2,668{+42.1)

14,354(▲3.3)

14.125(▲4.1)

百万$(伸 び率)

8,484(▲4.4)

8,385(▲5.4)

3,864(+13.8)

3,763(+11.2)

1,733(+13.7)

1,653(+8.4)

2,132(+14.0}

2,110(+13.5)

4,620(▲15.6)

4.622(▲15.6)

2,848(+31.6)

2,766(+32.2)

660(▲5.2)

2,188(+49.1)

2,106(+50.9)

11,332(+2.7)

11,151(+1.8)

構成比

74.9%

75.2%

34.1%

33.7%

15.3%

14.8%

18.8%

18.9%

40.8累

41.4%

25.1%

24.8%

5.8毘

19.3%

18.9%

100.(瑞

100.0%

0.30%

(1)DAC指 定換算 レー ト1993年:111.18円1992年:126.67円

(2)各 内訳項 目の数 値につ き四捨 五入の関係 で、各数値 の合計額 が合計欄と一致 しない ことがある。

(3)各項 目の下段 の数値 は、A.1.及 びA.2.に ついては 「東 欧」(ポ ーラ ン ド、ハ ンガ リー、 チェ ッコ、 ス ロバキア、

ブル ガ リア、 ルーマニア)向 け、B.2.に つ いてはEBRD向 け出資 ・拠出、を差 し引 いた額 。

(4)東 欧、EBRD、 向けを含 めた場 合、93年 実績 対GNP比 は0.27%、92年 実績 対㎝P比 は0.31%と なる。
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表2環 境改善に貢献するプロジェク トへの融資実績(1993年 度)

国 名

ス リラ ンカ

フ ィ リ ピ ン

中国

タイ

イ ン ドネ シア

トルコ

ベ トナム

ガーナ

ブラジル

案 件 名

大コロンボ圏上水道拡張事業{南 部地域)

森林 セクター プロジェク ト

青島開発計画{上 水道 ・下水道)

西安市上水道整備事業(1)

メーモ火力発電所脱硫装置設置事業

環境保全基金支援事業

電力消費効率促進事業

バンコク上水道排水網改善事業

南部地方3都 市上水道拡張事業

セ クター ・プログラム ・ローン

(水資源セ万一!居住環境セクター/保健妙ター!森林セクター)

ジャカル タ都市廃棄物処理事業

ウジュ ンパ ンダン上水道整備事業

都 市及 び農村部居住環境改善事業

チ タル ム川上流域治水事業(第1期)

イスタンブール上水道整備事業

リハ ピ リテ ーシgン 借款(小 都市 ・村落給水整備)

水 道セ クター リハ ビリ事業

グアナパラ湾流域下水処理設備事業

調 印 日

1993.8.12

1993.8.19

1993.8.25

1993.8.25

1993.9.2

1993.9.22

1993.9.22

1993.9.22

1993.9.22

1993.11.4

1993.11.4

1993.11.4

1993.ll.4

1993.11.4

1993、11.12

1994.1.田

1994.3.18

1994,3.29

合 計 (18件)

承諾額(百万円)

3,726

9,294

2.513

4.587

15,924

11.200

2,800

5.599

4.228

9,079

3.863

7θ034

7,798

3,165

52,473

1,000

5,444

31.475

181,202
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開発の両立、②軍事的用途等への回避、③経済社会開発への適正 ・優先資源配分の観点か

ら軍事支出等の動向への十分 な注意、④民主化等や基本的人権等への十分な注意、等を明

らかにしている。ちなみに、1993年 度のわが国のODAは1兆2,757億 円であ り、途上国の

援助の実績は表1に みる通 りである。特に、開発途上国の環境改善 を目的とする案件が増

大 してお り、その貸付承諾額に占める割合は1987年度の4%に す ぎなか ったが、1993年 度

では18%に 達 している。具体的な案件名等を表2に 示す。

二・方、中公審・自原審の答申 「国際環境協力のあり方について」(1992年5月15日)を 受

けて、環境基本法(1993年11月12日 制定、19日 公布)は 、国際的協調による地球環境保全

の積極的推進(第5条)と いう基本理念 とその推進に当っての国の責務(第6条)を 明確

にするとともに、地球環境保全及び開発途上地域の環境保全に関す る国際協力の努力義務

(第32条)を 課 し、国内外に 日本の環境政策上の立場 を明確にしている。 しかし、その具

体的な施策は今後に俣 たねばならない段階にある。

また、国際機関を通 じての支援は、国連環境計画(UNEP)、 国際熱帯木材機関(ITTO)、

オゾン層保護基金、熱帯雨林保護基金(RFT)等 への積極的な拠出に現れている。世界銀

行、アジア開発銀行 などの環境基金への拠出金も毎年増加 している。特に、地球環境ファ

シ リティー(GEF)に 対しては、1994年 のジュネーブ会合の際に、我が国は約457億 円を拠

出することを約 し、米国に次 ぐ拠出国 となっている。

2.OECFに おける貸付 と環境配慮

一般に経済協力とは開発途上国の経済発展 を支援す ることと呼称されているが
、これを

資金の流れの視点からみると、図1の 示すところとなる。ODAは 資金の流れから二国間援

助 と多国間援助に分類 されるが、この二国間援助のほとんどを担当しているのがOECFで

ある。

ちなみに、1993年 のOECFのODAに 関する実績は38億6,300万 ドルであ り、ODA全 体

の33.7%、 二国間援助の47.3%を 占めている。'

一般的には
、途上国側は、援助案件の援助案件の緊要性から早期のプロジェク ト実施 と

いう意向を持っている。 また、借款によっての環境調査の実施には消極的な態度を示すこ

とがある。この場合、相手国の選択 と判断をいかに適切ならしめるか とい う観点から、環

境配慮の重要性について相手国か ら理解を得 るよう努力するとともに、調査部分の借款に
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ついての条件緩和、有償無償資金の有機的な組み合わせ、プロジェクトサイクルの中での

一貫 した環境配慮等々を考慮することが望 まれる
。そのためには、ODAの 援助政策の中に

環境配慮の実施について明確にするとともに、実施組織であるOECF及 びJICAの 事務分

掌事項の中に環境配慮の明文規定化などが必要 となる。そのため、OECFは 、1989年 に環

境配慮の方針 を明確化 した 「環境配慮のためのOECFガ イ ドライン」を策定 し、プロジェ

クトの実施国に配布することにより、環境配慮の進展 を促 している。また、開発プロジェ

クトの審査時に、このガイ ドラインに基づ き、当該プロジェクトによる環境影響に対 して、

十分な環境配慮がなされているか否かについて確認 を行 うとともに、事後評価や監理にお

いても必要に応 じて環境影響に関する調査 を実施 している(図2及 び図3参 照)。

図1わ が国の経済協力におけるODAの 位置づけ

無 償 資 金 協 力

経

済

協

力

途上国援助

{ODA}

二国間援助

多国間援助

技 術 協 力

政府貸付(直接借款)等

国連 諸 機 関 へ の拠 出等

そ の他政府 資金(OOF)

(0肌以外の公的資金による協 力)

国際開発金融機関への拠出等

輸 出 信 用

直 接 投 資 金 融 等

国際機関への融資等

民間資金による協力(PF)

民間非営利団体による贈与

民 間 輸 出 信 用

直 接 投 資 等

国際機関への融資専
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図2直 接 借 款 プ ロジ ェ ク ト ・サ イ クル の 概 略
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図3事 後強化 ・事後 監理 フロー

[事後評価]

事後評価
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完成案件現況調査
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運営 ・管理

援助効果促進業務

{要;善点め一

効鼻発現保持

Ψ

借入国による

改善努力

[事後監理]

3.我 が国のODAの 課題と役割

ここ数年、わが国のODA政 策に対する批判がNGOsを 中心 として噴出した感がある。

この問題点は、「環境保全型の経済発展の在 り方」研究会の報告書(1994年7月)に よれば、

① 急速に規模が拡大 したため、プロジェク、ト案件 を適切に評価する体制が整っていな

いこと、

② 膨大な予算が単年度で消化されなければならないこと、

③ODA予 算の約半分が財政投融資等によっているため、諸外国に比べて、借款率が高

く、贈与比率が低いこと

等を挙げ、これ らの特徴の帰結 として、経済収益 を重視 した大規模プロジェク トが優先

される傾向を指摘 している。また、ODAで は環境 を一つの部門として認識してお り、環境

配慮が全ての分野に横断的にかかわるものであるという認識が薄いとい う指摘 を紹介 して

いる。
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この報告書では、「開発途上国には、環境問題のかな りの部分が先進国の責任に帰すべき

ものであるとの考え方が強 く、援助に当た り、我が国の論理を押 し付けるような態度を採

るべ きではない。環境保全 をあまりにODAと 結びつけると、「環境植民地主義」という批

判 を受けるおそれ もある。」としながらも、環境保全 を取 り組んだ援助 という方針 をより積

極的に打ち出していくべきであろうと結論づけ、わが国の役割 として、①国際的な議論の

重要性、②率先 した取組みの必要性、③NGOの 重要性について、敷桁 している。その内容

については、ここではふれないが、積極的な取 り組みとリーダーシップの重要性はいうま

でもないことである。わが国のあ り方についての私見 を別稿 「国際機関の責任 と取組み」

に若干述べたので参照されると幸いである。

〔参考文献〕

海外経済協力基金(1994)OECF年 次報告書1994、 その他の文献にっいては、別稿 「国際機関の責任

と取組み」に掲げたものを参照されたい。
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国際金融機関の責任と囎 み{

■n●一ウ㌔1r卓 一,一●へ昔一亭一早ユー:亭 一■一●一一 一●ロ ー噛一ウ岬

柳 憲一郎1
噛_パ 已_一 曹へ■、≠ 早.卓-中'一 原土 ■一狩'宇'主 醐 一●・一手 ー一中嘩 一由」

は じめに

1987年 にブルン トラント委員会によって提唱された 「持続的発展」の概念は、1970年 代

の開発か環境保全かの対立概念を超えて、世代間倫理を踏まえた環境 と開発 を統合す る理

念 として、国際的に定着するようになった。1992年6月 に開催 された国連環境開発会議

(UNCED)に おいて採択されたアジェンダ21(持 続可能な開発のための人類の行動計画)

は、持続的発展の理念の具体化を模索したものであるといえる。

将来世代の環境資源を配慮 した持続的発展の実現のためには、南北間における抜本的改

革の必要性に迫 られていることが指摘される。その一つは、先進国における現在の経済 ・

社会システムを地球にや さしい資源循環型社会 システムにシフ トさせ ること。二つは開発

途上国において、生存にとっての基本的ニーズの充足を図 り、貧困の克服や人口増加 を抑

制 しつつ、環境配慮を組み込んだ経済開発政策を推進することであろう。

さらには、現在の貿易、投資、金融等の国際経済の構造の改善による南北格差の縮小 を

図るべ く、各国の 自助開発:努力を強力に支援す る国際環:境協力政策が必要不可欠となる。

このグローバル ・パー トナーシップに基づ く先進国と開発途上国との国際環:境協力の一つ

として、国際金融機関の責任 とその果たす役割が極めて重要である。

ところで、援助協力と環境 との関係 をみると、先進国が開発援助を実施する場合に、開

発途上国に環境破壊 を発生させないよう、いかに環境配慮 を行 うかという側面 と、開発途

上国の環境保全に直接的に有効な援助を先進諸国の政策の押 しつけでない形でいかに実施

す るか とい う二つの側面がある。国際援助機関等の政策支援プログラムのなかでの対応 を

みると、前者は、環境ガイ ドラインや環境アセスメン ト・システムなどの整備による環境

配慮、後者には環境保全貸付などによる支援手法がある。本稿では、世界銀行やアジア開

発銀行の環境面か らの見直 しや変更を行 った融資プロジェクトなどの経験や取組みを参考

に国際金融機関の環境配慮の重要性 とわが国の対応戦略について若干の考察 を加 えること
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に し た い 。

1.世 界銀行の取組み

1.世 銀の環境問題への取組 み

世 界銀行 は、多国間援助機関(MultilateralDevelopmentBanks:MDBs)の 中で も最

大のMDBsで あ り積極 的に環境プ ロジェク トへ の融資、各種のガ イ ドラインや技術的ハ ン

ドブ ックその他 の出版物 の発行等、特 に環境 問題 に対 して活発な活動 を展開 し、世界的な

動向 を リー ドす る存在 といえ る。

1984年5月 、世界銀行 は、「環 境政策 と手続」とい うガ イ ドラインを公表 し、 その 中で環

境破壊 の恐れのあ るプロ ジェ ク トは、然 るべ き措置 を講 じなければ融資 を行 わ ない 旨を明

らか にした。しか し、当時の環境関連 のスタ ッフはわずか3人 で約300の プ ロジェク トの環

境影響 評価 を行 なってい る状態 であった。

その 後、1987年5月 の機 構 改 革 に 伴 い、 コナ プ ル 総 裁 は世 界 資 源 研 究 所(World

ResourcesInstitqte)の 演説 の中で、「環境活動 はグローバルな貧 困問題へ の戦いに新 たな

次元 を加 えるもので、健全 な生態系が よい経済 である」 と発言 し、 ブ ラジルでのアマゾン

道路開発 プ ロジェ ク ト'(PolonoroesteProject)に よるつ まづ きを認めた。 その反省にた

って、 生態系の重要性 を再確認す る とともに、環境への配慮 を世銀 の業務 、政策及び調査

評価 、研修 ・情報活動 に基本的 に組 み入れ る とい う、今後の環境政策 を明 らかに した。

その主た るものは、政策 ・企画 ・調査担 当副繊 の下に環境局(CentralEnviro㎜ental

Department:CED)と 各 地域担 当環境課 の設置、環境専 門家の大幅 な増員、途上 国(30カ

国)の 環境 調査 の実施、地球規模 の熱帯林 の保全 活動への参加 と森林 プ ロジェ ク ト融資の

倍 増、ア フ リカの砂漠化 ・森林破壊 の防止 のイニ シアチブ等であった。なかで も、環境局

は、開発 プ ロジェ ク トに よる環境影響 を重点的に取 り上げ、国別及 び緊急度別 に優先順位

を確定 す る とともに、技術、経済等 の各分野の政策 ・調査 活動 を実施 し、 地域 ス タッフに

ガ イ ドライ ンや専 門的知見 を含む情報 ・デー タベー ス(ENVIS)の 確 立 を任務 とす るもの

であ る。 また、4つ の地域担当環境課 では、プ ロジェク トと環境政策 との整合 性 を調査 し

助 言 を行 な うことを業務 とした。 この機構改革に よ り、環境影響評価 は中央か ら地域事務

所へ権 限の移譲 がな された。
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1989年 度 におけ る環境局 の活動 は、 自然資源管理、環境質 と保健、環境経済学の三つ を

主軸 として、世銀の政策 ・調査 活動 に環境配慮 を組 み込 む作業が進め られたが、特 に、環

境アセス メン トのスタ ッフ業務指令(OperationalDirective:OD)及 びそのガ イ ドライン

が策定 され ている。 また、政策 ・調査 活動 の大部分 を占め る工業 ・エネル ギー局等の他 局

において も、環境 配慮 の内生化が図 ちれてい る。後述す るよ うに、ODに 関 しては、1991年

10月 に過去2年 間の実績 を踏 まえて改訂 されてい る。 このODの 存在 は、環境に重大 な影

響 の可能性 のあ る全 てのプロジェク トに義務づ け られてい るため、世銀の貸付 を求め る借

入国のなか には、 その環境影響評価報告書の準備 のため、新 たに環境 アセ スメン ト制度の

導入 を図った ところ も少 な くない。

1990年11月 には、世銀、 国連開発計画、国:連環境計画 の三者 で共 同運営 され る地球 環境

ファシ リティ(GlovalEnvironmentalFacility:GEF)が 設立された。 これは、途上国 な

どの参加 国(1993年6月 現在、64カ 国)が 地球 環境 の保護 を図 る措 置へ の資金 として、①

オ ゾン層の保護、②温室効果ガ スの排 出抑制、③ 生物種 の多様性 の保護、④国際水域 ・水

資源 の保護 の4領 域 を対象 としてい る。1991年 か ら1994年 までの3カ 国のパ イロ ッ ト ・プ

ログラムであったが、1992年4月 に、参加 国はパ イロッ ト・フェー ズ終 了後の基本原則 に

合意 してい る。そこでは、GEFの 再構築 を意図 し、地球環 境保全 の措 置の増 コス トを賄 う

追加贈 与資金 として、破漠化や森林破 壊 による土地資源の劣化 も従来 の4領 域 に関連づけ

て対象 とす るな ど、8つ の原則 の位 置づ け を行 った。1994年10月 にこのパ イロ ッ ト ・フェ

ーーズは終 了 し、GEFは 第一期3年 の オペ レー シ ョナル ・フェーズに移行 した。 そ して、パ

イロッ ト・フ ェーズの約3倍 の7.5億 ドルの資金供与 を約 束 してい る。

1992年6月 のUNCEDの 開催 以降、世銀 は国別政策対話、経済 ・セ クター研究及 び貸付

業務 とい った各業務 に環境配慮 を組み込みなが ら、その統合化 を図 るな ど持続可能 な開発

のための国際協 力において指導 的役割 を果た そ うと試みてい る。

特に、1993年1月 の世 銀の機構改革 によ り、既設の環境局に加 えて、新 たに農業 ・天然

資源局、運輸 ・水 資源 ・都 市開発局の二局 を設け、それ らを統括す る環境的 ・持続可能 な

開 発 担 当 副 総 裁 職(EnvironmentallySustainableDevelopment:ESD)を 新 設 す る な ど、

貧困の克服とともに環境の保護 と改善への取組み体制の一層の強化 を図っている。
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2.世 銀 の環境政策

世銀 は、1992年 の 「世界 開発報告(WorldDevelopmentReport1992)」 のなかで、政

策、プ ログラム、制度 の各側面で大 きなシフ トが生ず ることを前提条件 としつ つ、持続可

能 な経 済及び人的資源 の開発 と環境の保護 ・改善 は、 その加速 も可能 であ り、両 立 しうる

と結論づ けた。 その両立 の確保 の ため、以下の二つの タイプの政策 には高い優先順位 を与

えてい る。一 つは、開発 と環境間のプ ラスの リンケー ジを生かす政策、例 えば、貧 困緩和

と健全 な環境政策 との間のプラスの結 びつ きを活用す るこ とが挙 げ られ る。この点に関 し、

プ レス トン総裁 は、「開発 の促進 と環境保護 は同一命題の相互補完 的側面 であ り、貧 困の克

服には その双 方が必要 であ る。」 と述べ(WorldBankNewsNo.1992.6.4)、 所得 向上、

貧困緩和 、環境保護 の相互 間のプ ラスの結びつ きに十分 配慮す ることを強調 してい る。二

つには、マイナスの リンケー ジを打破す る政策、例 えば、稚拙 な成長戦 略に よって生 じた

土壌 の劣化 な どの環境上 の損傷 を修復す る試み な どであ る。

現在 の世 銀の環 境政策 の基本 目標 は、以下の4点 に集約 され る。

① 健全 な環境保護 のための優先順位 の決定 制度構 築 、環境 プ ログラムの実施 に関す

る途上国支援 、

② 世 銀の貸付 プロジェ ク トの環境 アセスメン トに よる環境 配慮 の徹底 、

③ 世 銀の貸付 ・融資対象加盟 国による貧 困の緩和 と環境保護 の リンケー ジの強化 の支

援、

④GEFに よる地球環境問題への途上国支援

3.貸 付 プロジ ェク トに対 す る世銀の監理 と評価

世銀 の全 てのプ ロジェ ク トは、 その貸付期 間中、恒常的 に責任 担当ス タッフに よってモ

ニ タ リングされ る。特 に、業務評価局 は、過去 に承認 した貸付案件 を審理 して、教 訓 を学

び うるパ ターン と傾 向 を特定 し、将来 の業務 に向けて勧 告 を行 ってい る。その なかには、

環境影響 を考慮 して改善 を図った ものにつ いての評価 も実施 してい る。

例 えば、1990年 環境報告書 では、畜産(Livestok)プ ロジェク ト(ボ ツアナ)、 ナルマダ

(Narmada)川 流域 プ ロジェ ク ト(イ ン ド)、 シングラ ウ リ(Singrauli)地 域開発プ ロジ

ェク ト(イ ン ド)、 ク ドゥン・オンボ(KedungOmbo)プ ロジェク ト(イ ン ドネ シア)、 カ

ラジャス(Carajas)鉄 鋼 プ ロジェ ク ト(ブ ラジル)、 ポ ロノロエ ステ(Polonoroeste)プ
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ロジェク ト(ブ ラジル)な ど6件 につ いて評価 を行 って いる。 これ らには、畜産(Livestok)

プロジェク トのケースの ように、例 えば、国際環境NGOか ら家畜遮断のためのフェンス設

置 による野生生 物へ の影響 が問題視 され たが、世銀 はフェンス設置への貸付 は されてお ら

ず、 フェンス政 策 自体 の再検 討 を政府 に要望 していた として、問題 とされた ことの多 くに

誤 った情報があ るとす るもの もあ る。 しか し、環境への影響が大 きい ことを理 由に世銀 の

政策 を見直 し ・変 更す る契機 となったプロジェ ク トも少 な くない。代 表的な事例 として挙

げ られ るものにブ ラジル北西部 のポ ロノロエ ステプ ロジェク ト(ロ ン ドニア州 の熱帯雨林

貫通道路建設 と住 民移住 計画)が あ る。1981～1984年 の期 間 に4億3400万 ドルの貸付 がな

されたが、 このプ ロジェク トに よる熱帯雨林 の減少が5年 間 で20%と いわれてい る。 そ こ

で、以下 に、世銀 の移住 政策 を巡って国際的論議 を呼ん だナ ルマ ダ流域開発 プ ロジェ ク ト

に関す る世銀の教 訓につ いてみ ることにす る。

(1)ナ ルマダ流域開発 プ ロジェ ク トの教訓

1985年4月 、世 銀は イン ド西部 の最貧地域 の一つ で、干ばつ常襲 地帯にダム ・発 電所建

設 と灌概運河の建 設か らなるサルダル ・サ ロバ ル ・プ ロジェク ト(ナ ルマダ)に 対 す る貸

付 の決定 を行 った。 それは、家庭用水、農業用水、工業用水 と電力及び雇用機会 の確保 を

目的 とす る もので あった。 しか し、1980年 代 の後半 になって、 このプ ロジェ ク トに よって

生 ずる環境問題 や立 ち退 ち者に対す る世銀 の移住政策や関係 の諸州(グ ジャラー ト、 マデ

ィヤプ ラデシュ、マハ ラシュ トラ)の 策定 した移住計画 に対 して、地域住民や国際NGOに

よる論議が高 まって きた。 その論点は、経済 性(経 済収益性、便益)、 強制移住、森林地 の

水 没の三つ に集約 され る。

1991年 、 当時の コナ ブル世 銀総裁 は、 このプロジェ ク トの移住及び再就 業活動 の実施 と

プロジェ ク トの環境影響 の評価に関 して独立審査 を実施す るこ とを表明 した。国連 開発 計

画 の元事務局長 を団長 として組織 された独 立審査 団は、世銀 に対 して1992年6月 に審査 報

告書(MorseReport)を 提 出 した。その報告書 は、世銀 の移住政策 に関 して、立退 いた住

民が再定住後に少 な くとも旧来の生活水 準 を維持 ・回復 で きるような政策 を講ず るべ きで

あ ると述べ た。 そ して、プ ロジェク トの審査、実施、監理 に係 る従来の世銀の政策 やガイ

ドラインに重大 な欠陥 のあるこ とを指摘 し、 このプロジェ ク トに対 して一定の距離 をもっ

て再考す るよ うに要望す るもので あった。 また、 この ような問題 がその他のプ ロジェ ク ト
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に対 しても普遍 性をもつか どうかを確認するために、世銀の手続 を見直すように勧告 した。

1992年10月 、世銀の理事会はこの独立審査の報告結果を受け入れ、イ ン ド政府に対 して

6カ 月の期限と支援条件 を付 して、このプロジェク トへの支援を続行す ることを決定 した。

しかし、1993年3月 、イン ド政府は移住 と再就業に関する政府のアクション ・プランに基

づ き、独立で建設工事を完了することを決め、世銀に対 して貸付残余部分の取消しを求め

た。

以上は、ナルマダ ・プロジェク トによる教訓の大まかな経緯である。世銀の貸付プロジ

ェクトに対する監理 と評価業務に とって、審査前の借入国の基礎的データとその地域社会

との有効なコンサルテーションが如何に重要であるかを示 している。 この教訓は、移住問

題の複雑性 とこれに対する世銀側及び借入国側の対応能力の強化の必要性 を指摘するもの

であった。

(2)強 制移住に関する業務指令

住民の移転を伴 うプロジェクトの業務担当者は、強制移住に関わる業務指令に従って、

審査 を行 うが、特に、①強制移住の発生の回避ない しその最小化、②不可避の場合におけ

る移住計画の策定、③コミュニティーの参加、④再定住地における悪影響の最小化、⑤弱

者(原 住民 ・少数民族など)に 対する適正な補償、などを考慮す ることとなっている。

1992年10月 の世銀理事会において、ナルマダの教訓からこれまでの教訓の見 直しの提案

がなされ、見直 しを行 うタスク ・フォースが環境局内に組織された。6つ の業務地域の協

力の下に、現在貸付中の案件のうち、強制移住 を含むプロジェクト(約135件)の 分析に着

手 した。その分析 は、強制移住プロジェク トでは特定の問題が繰 り返されることを示唆 し

ている。すなわち、①移住が主要な問題 として特定されてこなかったこと、②借入国にお

ける移住政策 と法的規定が土地所有権や損失補償法の延長線上にあること、③途上国にお

ける移住に関する組織や管理機構が弱体であること、④移住の運営に用いられる技術的な

熟達度に不足があること、などである。

また、当該プロジェク トが貸付契約やガイドラインの遵守のもとに実施されているかを

確認す る作業 と合 わせて、強制移住の実施状況 を改善す るための短期的 ・長期的戦略につ

いての評価作業が行 なわれ、特に、アジア地域における強制移住、都市及びインフラ ・プ

ロジェクトによる移住、移住の実施状況、世銀の技術的支援等への勧告が1994年4月 にま
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とめられた。大規模 な移住を伴なうプロジェクトの案件には、銀行の管理業務 として以下

の4点 をセ ヅトで実施することを定めた。すなわち、①借入約款に借入国政府の移住者収

入の回復 を保証させ ること、②必要に応じて、追加資金の融資などの経済的借置をとるこ

と、③審査時などの移住分析 を改善す ること、④移住の構成部分に関 して定期的に監督す

ること。

4.環 境関連貸付

環境への配慮 を世銀 業務 に統合 す る活動 は、近年 目覚 ま しく進展 してい る。

世銀の貸付 におけ る環境 関連貸付(EnvironmentalLending)は 、図1及 び図2に み る

ように急激 に膨 らんでい る。世銀 では、 プロジェク トに係 る環境保全 対策 の コス トまたは

便益 が全体 費用の50%以 上 の もの を環 境主体 プ ロ ジェ ク ト(PrimarilyEnvironmental

Project)と し、全体 費用 の10%以 上 、50%以 下 の もの を環 境要 素 を含 むプ ロ ジ ェ ク ト

(Sig垣icantEnvironmentalConponentsProlect)と 位 置づ けて いる。 その実績 をみ る

と、1992年 度(1991年7月1日 ～1992年6月30日)で は、全承 認プ ロジェク ト件数222件 中、

前者 は19件 約12億 ドル、後者 は43件 で あったが、1993年 度(1992年7月1日 ～1993年6月30日)

では、前者は24件 総額19.∫臆 ドルに達 し、後者 について も30件 認め られてい る。

承認 され た環境主体 型プ ロジェ ク トには、三つの タイプの業務 が ある。す なわち、①都

市 ・産業公害規制(UrbanandDsdustrialPollutionContro1)、 ② 自然資源管理(Natural

ResourcesManagement)、 ③ 環境制度設計(EnvironmentalInstitutionBuilding)な ど

である。 この① の タイプはブラウン ・アジェンダ とも呼ばれ、都 市が直面 している三つの

領域すなわ ち、エネルギー 利用 と効率、都市公害 ・産 業公 害の防止、都 市環境 の管理、 な

どをカヴァー してい る。1993年 度 では、7件13億 ドルが ブラジル、中国、韓 国、 トルコの水

質汚染管理 とイン ド、 メキ シコの大気汚染規制に関す る大規模 プ ロジェ ク トに貸付 されて

い る。1994年 度は表1に み るように、新規貸付 としては14億 ドル とな ってい る。

②の タイプは グ リー ン ・アジェンダ と呼ばれ、持続可能 な自然資源 の管理 を促進 し、資

源劣化 の抑止 を意 図す る活動 を対象 として いる。それには農 業及 び土地 の管理、森林 の管

理、水 資源 及び集水域 の管理、海洋 ・水資源及び集水域 の管理、 海洋 ・沿岸域の管理、種

の多様 性の保全、 な どが含 まれ る。

エ ジプ ト、イン ド、パ キスタン、 トル コの水 資源管理 ・国土保全 やエジプ ト、ガ ボン、
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セー シェル、チュニ ジア、ベ ネゼ エラの野生生物 の生 息地保護及び イン ドネ シア の害 虫管

理な ど10件 のプ ロジェク トに5億2千 百万 ドルが貸付 された。 また、 この① と② のタイプ

を横 断 し結び付 け る もの として③ のタイプが あ り、ボ リビア、チ リ、中国、ガーナ、韓国、
　

パ キスタンな ど、6件1億7千3百 万 ドルが貸付 されてい る。② と③ に関す る1994年 度の

貸付 状況 を表2及 び3に 示す。

表1ブ ラ ウン ・ア ジェ ンダ(1994年 度)

:蓋ajβ8蹄6,U艦,号 丑:隈 隈n穐 も4Hanagement

(millionsofdollars)
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China
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IndoneshiaSurabayaUrbanDevelopment

MexicoNorthernBorderEnvironment
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Totalnewlending
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L

L
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L

C
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16σ
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38

175
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26

1,441
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24

65

618
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29

3,311

出典:世 銀1994年 度報告書41頁
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表2 グ リ ー ン ・ア ジ ェ ン ダ(1994年 度)

賠 言〒tf962・Natu「alRes°u「ceHanagement・

(millionsofdollars)

Co顕 勿 〃 可'惚' 噌 煙 毒
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57

9

15
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9
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51
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1,889

出典:世 銀1994年 度 報 告書52頁

表3環 境制度 構 築 プロ ジェ ク ト(1994年 度)

昼f§盟t蘭 ・gP・ ・jectsf° 「Envi「 °nmenta1
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6
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出典:世 銀1994年 度報 告書59頁
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図1世 銀 の 環 境 関 連 貸 付 累 積(1986-1994年 度)
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(出 典:世 銀1994年 度 報 告 書6頁)

図2世 銀 の 年 間 環 境 関 連 貸 付(1986-1994年 度)
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(出 典:世 銀1994年 度 報 告 書7頁)
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5.世 銀の環境改善手法

(1)国 家環境行動計画の策定支援

世銀は、環境配慮 を一般業務に内生化するために、これまで内部資料 として借入国ごと

に環境イッシュー ペーパー(EIP)・ の作成や特定国の環境詳細研究を実施 してきたが、併

せて借入国との共同で国家環境行動計画(NationalEnvironmentalActionPlan:

NEAP)の 策定に着手している。

NEAPは 、その国の主要な経済 ・社会開発プログラムのすべてに環境配慮 を組み込むた

めの枠組みを示すことを目的 とし、そこでの最 も重要な環境問題を特定することによ り、

意思決定者に対 して、優先順位の判断を提供するものである。これにより、借入国の主要

な環境問題が確認され、その問題に対処するための国別の環境政策やプログラムが形成さ

れる一助 となる。世銀はこのNEAPの 策定 と実施 を支援することにより、借入国 との対話

の基礎 として活用 し、そこから得た情報、結果、戦略 を環境業務に取 り込んでいる。世銀

がNEAPの 策定 を最初に支援 した国はマダガスカルであるが、NEAPの 策定過程で、環境

アセスメン ト制度の導入や土壌 ・水資源保全への関心が深まるなど、現業部門の業務 に積

極的な影響 を与えている。世銀は、1994年 度中にほとんどのIDA借 入国がNEAPの 作成

を完了するように支援 を強化 している。また、IBRD借 入国も数力国が策定し、その他の中

所得国でも多 くが作成中である。

(a)責 任 と手続

NEAPは 融資受入国の各国政府の責任において広範な現地参加のもとで準備 し、実施す

る。世銀はそれに対する助言 と要請に基づ く技術支援 を調整す る役割を演 じている。

(b)内 容 と形式

NEAPの 内容 と形式は、当該国の規模、環境問題の範囲、経済情勢、環境問題に対する

政府の対応力の相違によって異なるが、典型的な項 目には以下のようなものがある。

(ア)環 境 と開発戦略 との関連

(イ)セ クター間の主要な問題(人 口、公衆衛生、文化、資源、社会 ・経済的要因)

(ウ)主 要 な開発活動、経済成長の傾向、資源活用、保護

(エ)問 題解決のための戦略と活動の推進

6.世 銀の環境アセス メン トに関す る教訓
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世銀は一定基準 でプ ロジェ ク トを分類 し、 必要 と認め られ るプ ロジェク トにはすべて環

境 アセス メン ト(EnvironmentalAssessment:EA)を 実施す る よう借入国 に要求 して い

る。

EAの 実施 は借入 国の責任 であるが、 そのプ ロセ スの支援 とモニター は世 銀 の業務 担当

者が行 ってい る。 また、EA実 施 には通常、準備 コス トの2-3%か か るため、 その財 政支 援

も借 入国の要請 に応 じて、技術援助贈 与プ ログラム等の資金に よってな されてい る。

世銀 では、業務担 当者 がプロジェク ト審査時 に履行 す る事 項 として、1989年 にEAの ス

タッフ業務指令(OperationalDirective:OD)を 作 成 し、そのガ イ ドライン(Environmen-

talAssessmentSourceBook)を 定め て きた。

しか し、世銀 は、 タイ国の第三 次電力 システム開発 プ ロジェ ク トによる教訓か ら、1991

年10月 にODを 見直 し、 その改訂 を行 った。

その契機 となった貸付 は、 タイ発 電庁の1991-1992年 度投資計画 に含 まれ るい くつかの

サ ブプ ロジェク トに資金 を供与す るもので、 電力 ・工業部 門の四つの環境規制機関 を技術

援助、研修 、環境モニ タ リング用機材 の調達 に よって強化す るこ とを狙 った もので ある。

このプ ロジェ ク トに よって、約250世 帯の人々が影響 を受け るが、その移住 に関す る規 定 と

保健 及び漁業 に与え る影響 につ いて、地域住民や国際NGOに よる論争 が起 こった。

世銀 は、 このプ ロジェ ク トの環境 アセ スメン ト及 び影響緩和措 置につ いての詳細な審 査,

を実施 す るこ とに より、1991年12月 、理事会 は貸付 の承 認 を行 った。このケース を通 して、

世 銀は、環境 問題へ の対処 には、 その透 明性 の確保 と紛争の未然防止 ・回避 を図 るプロセ

ス を経 て実施 され るべ きである との教 訓 を得 た。

ところで、現行 の環境アセス メン トは、プ ロジェ ク トの設計 と実施 とい うサイクルの各

段階 で環境配慮 を組み込 む形 とな ってい る。 まず、設計段 階は、 プロジェ ク トの選 定 にお

け るス クリーニ ングか ら始 まる。ス ク リー ニ ングは、環境 アセスメン トの必要性 とその程

度 を見極め るもの で、環境 問題の性質 や規模 等に よ り、A.B.C.Dの4つ の カテゴ リー に分

類 され ている。Aは 、環境影響が 多様かつ重大 なプ ロジェク ト(ダ ム、貯水池、大 規模 灌

概、大規模都 市開発 等)、Bは 、特定 の限定 された環境影響の あるプ ロジェク ト(小規模 開

発等)、Cは 、環境 アセ スメン トを必要 としない環境影響 のないプロジェ ク ト(教育 、家族

計画、制度開発 等)、Dは 、環境が主体 とな る環境プ ロジェ ク ト、である。 ちなみに、1993

年度に承 認又は検討 中のプロジェク ト626件 の うち、79件 がA分 類、267件 がB分 類、235
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件がC分 類、未分類 の ものが45件 となってい る。特 に、過去数年 の間 に、FullEAを 要求

され るプ ロジェク ト数 が増 えて きてい るのが1つ の特徴 である。1994年 度 のA分 類は26件

と前年の19件 を上 回ってい る。.

ス コー ピング とEAの 準備 は連動 してお り、プ レF/S調 査及 びF/S調 査 の必須要件

である。詳細設計 には環境影響緩和措 置を含む もの とされ、最終EAは 世銀 の審査 に先だ

って提出 されなければな らない。次 に、実施段 階では、最終EAが 借入 国及 び世銀 を満足

させ る場合 、地域環境課が借入国 との協議 によって決定 す る環境条件等 の基礎 とな り、 そ

れ らは貸付協定 に組み込 まれ る。監理 に移行 す る と、借入 国 との間で同意 された諸条件 が

環境上、遵守 され、履行 されてい るか否かのモニ タ リングが含 まれ る。実施が完 了した後

に、実際 に生 じた影響や影響 緩和 措置の有効性 の双方の評価 を含むプ ロジェク ト完 了報告

書(PCR)が 提 出され る。PCRが 提 出 されたプロジェ ク トは、業務 評価局が再 評価 をその

後 に実施 する。

以上が一連のプ ロジェ ク ト ・サイ クルであ るが、改訂 され たODで は、ス クー リニング

の段階 で影響 を受け る人々 との コンサ ルテー シ ョンが始 ま り、特 に、EAの 準備段階 で影響

を受け る地域住 民やNGOsの 参加 を不可欠 の もの として いる。地域住 民の巻 き込みは、地

域固有の潜在 的な環境情報 の正確 な理解 を得 るこ とに よ り、プ ロジェ ク ト設計 を改善 し、

調査 及び環境影響 の地域的 な誤解 を正す こ とに有益 であ る。 これ までの教 訓は、 それ らが

限 られた ものであ ったこ とを示 して いた。1993年 度のアセス メン トの約70%は 、 スコー ピ

ング段 階で学識経験者や地域住民、NGOsと の コンサ ルテー ションを含む もの となった。

また、借入 国及 び世銀 のEA遂 行 能力の構築 とEAプ ロ セスの改善 によ り、環境アセス メ

ン トの強化 を図 っている。

II.ア ジア 開発 銀 行 の取 組 み

1.ア ジア開発銀行 の環境政策

アジア開発 銀行(ADB:AsianDeveIopmentBank)は 、1978年 に 「ADBの 援助にお

け る環境 と開発(EnvironmentalProtection&DevelopmentFinancingbytheADB)」

を理事会 に提 出 し、環境 に取 り組み始め た。1981～82年 に環境専 門家2名 を採用 し、地域

セ ミナー の開催、途上国の環境担当の機関 を強化 のため の技術協力等、の活動 を具体 的に
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行 ない始 めた。 また、技術協力の ほか、資金協力で は、特 に、ス ク リー ニン グ手続 を体系

化 した。

ADBの 環 境 政 策 は、1986年 の 「環 境 政 策 と手 続 の評 価(ReviewoftheBank!s

Environ-mentalPoliciesandProcedures)」 に明 らか にされ たが、 それは、 環境 問題 の認

識 とその適切 な対 策、担当職貝 の環境意識の 向上、地域資源セ ンター的役割 、環境質 高揚

プ ロジェク トの支 援等であ った。1987年 に環境部 を創設 し、1990年 に環境局 に昇格 させる

など組織体制 の整備 を図 ってい る。

最近の活動 では、特に、加盟途上 国の環境 の状況や環境 の法制度、天然資源等 を取 り纏

め た環境プ ロファイル(BriefingProfileforCountryProgrammingMissions)を 作成

し、 また、植林 、衛 生 とい った従 来型の環境 プ ロジェ ク トのほか に、環境管理 に重点 を置

いた地域開発 計画、 タイの ソンクラ湖 沼開発調査、サ ム トプラカー ン工 業汚染防止調査 の

よ うな技術協力 を行 って いる。'

2.ア ジア開発銀行の援助手法

(1)環 境貸付契約(EnvironmentLoanCovenants:ELCs)

近時 におけ るアジア開発銀行 の環境配慮 の取組 みは、主 として融資(finance)に お ける

プロジェ ク トの環境健全 体 を確保 す る原則手段 としての環境 アセスメン ト手続 に集 中 して

きた といえる。 しか し、プ ロジェク ト実施 の幾つかの場 面では、環境 アセス メン トの みで

は、十分 に注意 を喚起す るこ とはで きない ような場合 において、ELCsが 重要 な役割 を果 た

してい る。

ア ジア開発銀行 は銀行 と借入諸 国 との間に貸付 協定(Loanagreement)を 締結す るが、

その際、 そのプ ロジェク トの環境健 全性 を確保 す るアプ ローチの1つ として、環境貸 出契

約(ELCs)を 活用 してい る。

ELCsは 借入人が銀行融資 を認め させ るための特別 の保証 で あ り、また、それ らは貸 出協

定 の なか に両 当事 者が環境 問題へ の責め を負 うとい うことへ の重要性 の反 映で もあ る。

ELCsは 銀行 のプ ロジェ ク ト・サ イ クルにおいて も、環境配慮 を統合す るダ イヤ グラムのな

かに位 置付 け られてい る。

ELCsを もつ プ ロジェク トの歴史 を振 り返 ってみ る と、発展 の段 階か ら、1983-87年 まで

の第1期 と1988-90年 までの第2期 とに区分 される。 その件数 は第1期 で は、融資件 数240
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の うちの22パ ー セン トの54件 であったが、第2期 では175件 の うちの73件 と、前期 の2倍 に

あたる42パ ーセン トを占め るよ うになった。1982～87年 頃の当初 のELCは 、例 えば、「借

入人 は、 当該 プロ ジェ ク トの実施や維持管理 を確実 にす るために、全 ての適用可能 な公害

法規や規則 を効果 的に実施す るよ うに行政庁や環境庁 に努 め なければな らない。」といった

一般的 内容 や性質 の もので、借 入人の講ずべ き全ての行動 範囲 を反映す るものではなか っ

た。

ところが、1988年 の契約 を契機 として、大 きな転換期 を迎 えた といえる。その ことは、

数 の多さのみ な らず、 その内容 と詳細 さの レベ ルであ り、契約の 多様 な類型 を反映 した広

範 な環境 問題 を射程 に取 り込み、詳細 な基準、類型化、計画予定表や成果 を含 む ようにな

ったこ とに現 われて いる。

最近 の代表的 なELCsの 事例 としては、①工業開発 プ ロジェ ク ト(第2期 に採択 された

もの)… 厳格 に適用可能 な地方の環境基準の採用や他 で実証 済みの環境負荷の少 ない公 害

防除手段 の義務付 けや、 さ らに詳細かつ具体 的な行動準則 の義務付 けな どを もつ事例 、②

森林プ ロジェク ト……ADBの 環境ガ イ ドライ ン及び環境 アセス メン トへ の合致 を求 め た

事例、③農 業貸付 プ ロジェ ク ト…貸付農家の農薬 と肥料 の適正使 用 と環境支援 団体 との協

同な ど内容 の 多様化 がみ られ る事例、 な どが ある。

(2)ADBのEIA情 報

ADBは 、各開発部 門 ごとのガイ ドラインを作成 してお り、このガ イ ドラインは、開発計

画の各段階 におけ る環境チェ ック項 目をチェ ックリス トの形式 で指示 してい る。 ガイ ドラ

インは、環境影響 の 内容 及びその程 度 を明 らか に し、よ り詳細 なEIAの 要 否の判 断 を行 な

う初期環境調査(IEE)に 利用 され る。以下 に、 ダム・貯水池及 び水力発電計画 と工業 開発

計画のチェ ク リス ト項 目の一部 を示す。

(a)ダ ム ・貯 水池及び水 力電電計 画のチェ ックリス ト項 目

ADBの ダム・貯水 池及び水 力発電計画のチェ ック リス トの項 目は、①プ ロジェク ト立地

に よる環境 問題、②設計 に関連す る環境問題、③建 設段 階に関連す る環境問題、④プ ロジ

ェク ト稼動 に関す る環境問題、⑤潜在的環境強化対策 、⑥水 力発 電計 画のため の付加 的考

慮、等の諸点について、下記 の項 目のチェックがな され る。

① プ ロジェ ク ト立地 によ る環境 問題

・移転、・稀 少生態系の枯渇 、・歴 史的文化的価値の喪失、・流域の土砂 沈砂 流出、、・航行
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の悪化、・地下水への影響 、・価値 あ る魚種 の減 少、・鉱物 資源 の水没、・その他の水源

による損失や不利 な影響

②設計に関連す る環境問題

・道路の土砂 流 出、・貯水 池の用意、・水利権争 議 、・魚類保護

③建設段階に関連す る環境問題

・土壌流 出、・その他 の建 設上 の危険(労 働者 の安全、労働衛生、水 による疾病)

・建設の モニ タ リング

④ プ ロジェク ト稼 動に関す る環境 問題

・下流の洪水 、・養 殖場 の氾濫 に よる下流 の価値 の低下、・下流の土砂流 出、

・貯 水池管理 の欠落、・富栄養 化、・放流水質、・有害病原菌の媒介昆虫、

・入江 ・沿岸漁業の影響 、・貯水堤 の安全性、・運転 モニ タ リング

⑤ 潜在的環境 強化 対策

・内水面漁業の強化 、・農業 の削減、・下流 の コ ミュニティの水供給、・下流の養殖 、・林

業、野生生物保護 、・レク リエー シ ョン

⑥ 水力発 電計 画のための付加 的考慮

・多目的管理 の必要性、・農村 の電化、・送電線(稀 少生態系の強化 、野生生物 の移動 の

悪化、環境審 美の悪化、建設及 び残土地域か らの土壌流 出)

(b)工 業 開発計画 のチェ ックリス ト項 目

① プ ロジェ ク ト立地に よる環境影響

・適正な立地選定、・緩衝帯 の妥当性、・アセ ス道路 による過度な交通危険、

・近隣者へ のニュー サンス もしくは危害、・隣接 資産価値へ の影響、・工場排水問題 、・近

隣者へ のニュー サ ンス もし くは危害、・隣接 資産価値へ の影響、・工場排水 問題、・移転

問題 、・稀少生 態系へ の影響 、・社会経済的影響、・水供 給及び水 理への影響 、・建 造物

に よる環境審美 の低下、・建造物 によ る歴史的文化的遺物 ・価値 の劣化

② 設計に関連 す る環境 問題

・液体廃棄物 の排 出、・固形廃棄物の排 出、・気体廃棄 物の排 出、・有害物質 の取 り扱 い、

・騒音 ・振動、・工場排水 システムの不十分 さ、・環境基準の妥当性

③ 建 設段 階に関連 す る環境 問題

・アクセ ス道路問題、・労働者へ の危険(事 故、有害物質の取 り扱い、伝染病疾病 の危 険、
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・土壌 流失、・騒 音 ・振動、・ち り ・臭気、・採石場 での危 険、・建 設段階 でのモニ タ リン

グに関す る規定

④ プ ロジェク ト稼動 中での環境 問題

・環境上 の価値 の汚染(液 体 ・固形 ・気体廃棄物 による汚染 に伴 うもの)・ ・近 隣住 民 ・

財産へ の危険 ・ニューサ ンス(騒 音 ・振動、 ち り ・臭気 ・大気汚染 、 アクセス道 路上

に落下す る有害物質の取 り扱 い、 ア クセス道路 の交通混雑 、環境審美上の価値低下)、

・労働衛生 ・安全 の十分 性(有 害物質 の管理、負傷者へ の緊急治療 に関す る規定、定期

的健康 診断、 負傷者への補償 、工 場内の水供 給 ・衛生施設)、 ・酸化物 の臭気に よる歴

.史的遺 物 ・記 念物への損害、・モニ タ リング ・人員 の十分性

⑤ 批判的 ・全般 的環境評価 クライテ リア

・貴重 かつ非代替的資源の受容不 可能な損失、・短期 的な利益 目的のための貴重かつ非代

替的 資源の過 度な利用、・危 険に瀕 してい る種 への危険、・国家エネルギー状況か らみ

たエネルギーの過度利用、・住 民不安 の受容不可能な レベル

III.国 際金融機 関の環境配慮の検討

欧米諸国や国際機関の環境概念は、公害のみならず生態系や住民移住などの社会的側面

まで も含めて環境 をとらえてお り、特に環境要素 としての生態系を重視 している。そこで、

国際金融機関の環境配慮について、その理念、手法、組織、援助における配慮の段階、等

について概観する。

1.プ ロジェク トサイクル と環境配慮

1)理 念

理念 として 「環境」 を持続的発展 を達成 す るための不可欠 な要素 として把握 してい る。

す なわ ち、環境 を開発の一つの要素 として位 置づ け、構成要素の 「環境」が健全 でなけれ

ば、 開発 に よって得 られ る便益 は長期 的に確保 されない としている。

2)手 法

開発 援助 で環境 を取 り扱 う手法 として、プ ロジェ ク ト ・アプロー チ とカン トリー ・アプ

ローチ とがあ る。プ ロジェ ク ト ・アプ ロー チでは、環境 配慮 を盛 り込 む開発 プロジェ ク ト
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方式 と、環境質自体 を高める環境プロジェクト方式がある。各金融機関ともプロジェクト・

アプローチを必ずとっているが、環境プロジェク トについては、ADB、USAIDの ように開

発途上国の環境計画の立案や実施、管理能力を高める技術協力を中心 とす る機関 と、IDB

のように環境プロジェクトの融資を積極的に行 うものがある。カン トリー ・アプローチを

積極的に進めているのは世銀である。USAIDは 、環境プロファイル(環境に関する国別報

告書)を作成 している。ADBも 途上国の環境意識の高揚と担当職員の参考資料に供す るた

め、環境プロファイル を作成 している。環境プロファイルのほ とんどは、1987年 か ら1992

年 までに作成され、公表されている。これらは、環境の状態と推移に関する情報 を収集 ・

分析するとともに、関連の法的 ・制度的状況や当該国の環境政策 を評価す ることにより、

環境 と開発にかかる問題解決の枠類みを提示す ることによって、当該国のあるべ き環境政

策に向けて、政策の変更や転換を提案するもの といえる。

3)組 織

世銀USAIDは 、環境本部局・地域事務所及び環境専門家を擁 している。IDBは 、既存

の体制のままで各セクター専門家、技術者の環:境意識 を向上させた り、審査能力を高める

ことによって環境面への取 り組みを強化する体制 をとっている。ただし、開発プロジェク

トの環境チェックはいずれの場合でもプロジェクト担当者によって行われ、環境専門家は

補助的な役割を果たしている。世銀では環境チェックを地域担当環境課が受け持っている

ため、各地域 ごとの特牲 を考慮に入れる反面、統一性を欠 く評価がなされる危険も含んで

いる。

4)環 境配慮の実行段階

開発プロジェクトに環境配慮 を組み込む場合には、プロジェク トサイクルでみるとプロ

ジェク トの①準備・発掘段階、②F/S段 階、③審査段階、④実施段階、⑤事後評価段階の

5段 階のサイクルに分かれる。

①準備 ・発掘段階は、当該国の資源を優先的に利用 して重要な開発 目的を達成させるプ

ロジェクト・アイデアを発掘することに狙いがあるため、当該プロジェクトが環境に著 し

い影響 を及ぼす可能性があるか否かを判断する机上でのスクリーニング段階 と環境影響の

範囲と内容を定性的に把握 し、詳細な環境調査や専門家の導入の可否を判断す るという二

つの段階がある。USAIDは 、一般 に環境に著 しい影響 を与えるプロジェクトのタイプを示

す リス ト、ADIは 、環境に及ぼす影響の性質ごとにプ ロジェクトを分類 した リス トを利用
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してい る。

②F/S段 階では、選別 されたプ ロジェ ク トにつ いて環境配慮 にかか わ る領域 の見当

づ け(Scoping)を 行 ない、 その領域 ので どの程度以上の影響 を防止す るかの判 断(Thresh-

01dJudgement)が 必要 とされ る。そ こでは、期待 され る便益 に見合 った費用の範囲 内で

の技術 的 ・組織 的問題点の克服や それに必要 な政策 の導入 の可能性等 につ いてぐ なにが し

かの保証 が必要 となる。USAIDの スコー ピング手法は、特に参考 となる。 この段階 では、

セ クタニ ご とに環境 に及ぼす影響 を記述 したガ イ ドラインや チェ ック リス ト、環境 アセ ス

メン トの実施 手続 マニュアル(USAID)、 環境プ ロフ ァイル(世 銀、ADB、USAID)が 作

成 されてい る。

③ 審査段 階では、 国際金融機 関の場合 、貸付承 認以前に正式 な審査 を行 って、 プロジ

ェク トの全 面的な健全性や実施 の準備 状況 をチェックす るのが一般 的であ る。基本的 には、

人の健康 ・安全 の確保、生態系 の容量(carryingcapacity)や 自然再 生能力(regenerative

capacity)を 超 えない範囲 で、プ ロジェク トの便益 の最大化 を図る方式 で対処 してい る。そ

の際、採用す る環境保全対策が、実施機関 で運営 ・管理で きるもの とい う配慮が必要 であ

る。

④ 実施 段階は、プ ロジェ ク トの完全 な稼動時点 までの建 設や事 業展開 をカヴ ァーす る

とともに、進行 中の作業や活動 のあ らゆ る局面 をモニ タ リングす る必要 があ る。世銀 では

借入 国 と協同 して予期 していなか った影響 を削減 し、調整 を行 ってお り、 ここでの結果 が

将来 のプ ロジェク トに有 意義 な提案 を与 え ることに もなる。 そこで、各機 関 とも環境 モニ

タ リングの重要性 を強調 してい るが、そのガイ ドライン、マニュアルは作成 されていず、

ケー スバ イケー スで対応 してい る。

⑤ 事後評価段階 では、当初 の配慮事 項のフォロー ア ップや モニ タ リングを通 して、そ

の評価 を実施 し、 目的が達成 されたか どうかの確認 を行 うとともに、プ ロジェク ト実施 の

経験 を踏 まえて、同種 の案件 に対 して、適用可 能な教訓 を引 き出す こ とに ある。世銀 では、

すべ ての案件 の事後評価 を通常業務 の一環 として実施 している。

以上 のプ ロジェ ク トサ イクル をみ る と、準備 ・発掘段階 とい う早期の段階 での環境アセ

ス メン トの実施 によ る環境配慮 が まず考 えられ る。 ところで、プ ロジェ ク トを発掘 し、準

備 す るのは借 入国の責任 であ り、権 限 である。その権 限 を理論 的に裏付 けているのは いわ

ゆ る国家主権 の概念 である。 しか し、 この国家主権 といえ ども、借入 にあたって一定の制

一306一



約を受ける。環境貸出契約 はその一例 といえる。LDCsの 抱える政治的、社会的背景 を考慮

に入れながら、借入国のイニシアティブにより、環境にリスクの少ないプロジェク トを導

入することが可能であろう。また、F/S段 階でも、適切な調査活動によって環境影響 を評

価することができる。しかし、たとえば、世銀のスタッフの関与は、審査以前では諮問的

な役割に限定されているので、プロジェクトの環境影響評価 は当該借入国の責任に委ねら

れているという点に注意が必要である。また、審査段階に至るまで通常、1～2年は要する。

現実問題 として、この審査段階で環境への影響を理由としてプロジェクトの貸付承認を与

えないとすることはMDBsと 借入国の双方にとって都合の良いことではない。

しかし、応々に して指摘 されることは、プロジェクトスタッフが当該プロジェク トに伴

う環境影響の情報を意思決定に関与する責任者に十分に与えないといわれる状況は回避さ

れなければならないといえる。これらのプロジェク トサイクルの過程にMDBsの 環境政策

を実現できるような体系を構築することが重要であ り、それ とともに借入国が積極的に環

境評価を実施 し、実施プロジェク トの環境影響を削減できる影響緩和措置を導入できるよ

う資金的 ・技術的支援体制を形成することが望まれている。

2.わ が国のMDBsへ の対応 戦略

わが国が、貸付 プ ロジェク トに対 す る環境配慮 を重視す るとす れば、こうしたMDBsに

どの よ うな影響力 を及ぼ し うるのだ ろ うか。一般 に、プ ロジェ ク トの採 択決定 は、その

MDBsの 組織構 造に よって影響 され る。た とえば、世界銀行 には、世銀加盟 国の代表 で構

成 され る総務会(BoardofGovernors)が あ り、意思決定 は、各 国の拠 出す る出資額に比

例 した投票権 を もつ加重投票 による多数決制度 を採用 してい る。し か し、慣行 とされ る3

年 に1度 の年 次総会(原 則 は年1度)で は、総務会 の専管事項 を除 き、 その審議 内容の 多

くが理事会 に委任 され るのが通常 である。そ こで、世銀 の業務 の実質 的な監理 にあたる理

事会(BoardofExecu丘veDirectors:BED)を 構成 す る24名(1992年 改正)の 常任理事

がプロ ジェ ク トの貸付承認 を単純 多数決で決定 す る。 わが国は、 出資額 の大 きい任命理事

国(ア メ リカ、 日本 、 ドイツ、 イギ リス、 フランス)で あ る。 また、OECFと の協調融資

において、1993年 度 は1,289億 円を融資 してい る(表4参 照)。 この こ とは、言葉 を換 えれ

ば、これ らの機関の 自国の代 表理事 に どれだけ影響 力 を行使 しうるか とい うことであろ う。

この点につ いての米 国の経験 につ いてみてみ よう。
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表4国 際援助機関 との協 調融 資動 向(1989～93年 度)

年 度

1989

1990

1991

1992

1993

1989～93計

世界銀行1

OECF倒`調R資`

(師 円)

224

110
94
32

鰯

208

110

823

236

546,342

案件数

14

11
9
4

12

アジア開発銀行

OECF目`調融資‖

(百万円)

23
26
30
33
17

077
688
698
085
052

130,600

案件撒

2

3

2

1

3

11

米州開発銀行

OECF側5調融賢竃

(百万円)

0
0

62.216
41.810

31,475

135.501

x件数

0
0
2

6
1

9

アフ肋開発銀 行口

OECF側鰭融甑

(百万円)

33,957
11,818

0

10.006
17,982

73,763

累撤

4

2
0
2
2

10

合 計 口

OECF目`調融資箪

(百万円)

224

136
176
111
128

965

髄

582

379

893

778,715

耕数

14

14
12
12
15

67

(注)*:国 際復興開発銀行(IBRD)、 国際開発協会(IDA)お よび国際金融公社(IFC)の 合計.
*‡:アフ リカ開発銀行(AfDB)お よびア フ リカ開発基 金(AfDF)の 合計.

糖*:同 一案件 にお いて複数 の機関が協調融資 を行 っている場 合には、OECF承 諾 ベース(1件)

にて計上 している.

出典:OECF1994、P27

その対応 は、大別 す ると、次の2つ であ る。 その1つ は、 自国の代表理事へ の影響力 の

行 使で ある。 た とえば、ア メ リカ合衆 国議会 は、世界銀行 の代表理事 に対 して、 すべ ての

プ ロジェク トにおいて、持続的発展 と天然資源の効率 的利用の促進 を要求 して いる。また、

パブ リック ・ロー一(99-591)で は、財務長官が代表理事 に対 して、世 界銀行 の開発援助 に

体 系的 な環境アセス メン ト制度 を導入す るよ うに要求 して きた。

この ような影響 力の行使 によ り、 これ まで、提案 されたプロ ジェ ク トが、世銀 の理事会

に提出 され る以前の段 階にお いて、あ る程度 の修正や改善 を行 うこ とが可能であ り、事実、

これに よ り、プ ロジェ ク トが取消に なったこ ともあ る。

また、財務省 とプロジェク ト・スタッフ との間で合意 に達 しなか った場合 にお いて も、

直接 的に代表理事 に対 して、圧 力 をかけ るこ とで、 目的 を達成 したこ ともあ り、1987年 で

は、6つ のプ ロジェ ク ト提案 に この種 の実 績 をもってい る。

その2つ は、拠 出す る出資額 の 多寡 の決 定 に よって、影響 力 を行使 す るこ とであ る。

MDBsの 最大 の弱点 は、その財政が各 国の拠 出によって賄われてい ることであ る。そ こで、

出資額 の増減 の意思決定に関連 して、影響 力 を行使 で きる。事 実、米国では、1988年 にア

メリカ開発銀行への 出資額 を 「環境保全 的な資源 の効率的努力がみ られない」 として、 削

減 した経緯が ある。

このよ うな2つ の対応に よって、米国がMDBsに 影響力 を行使 してい るとみ ることがで

きる。特 に、近年の米国議会の動 きをみ る と、MDBsにNEPAの 環境 アセス メン ト制度 と

類似の制度 を導入すべ きだ との主張 もみ うけ られた。
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その主 たる内容 は、以下の5項 目に要約 され る。

(1)環 境へ重大 な影響 を与 えるお それのあ るプロ ジェ ク トに関 して、米 国代表理 事に、

プロジェク トス タッフに対 して、表決の120日 前 までに、環境影響評価書 を提出す るよ

うに要求す るこ と。

(2)上 記の代表理事 の得 た情報は、プ ロジェ ク ト計画 に反映 される とともに、環 境影響

評価書 は公衆に公 表 され ること。

(3)大 統領 環境 問題 諮問委 員会(CEQ)は 、MDBsの 環境影響評価 に関す る基準 を作 成

す ること。

(4)こ の基準が適用 されてか ら30日 後 に、米 国の代表理事 は このア セスメン トの評価 プ

ロセ スを実施 で きる手続 きに関 して、交渉 を開始す るこ と。

(5)米 国財務長 官は、他 の行政機 関 と協 力 して、MDBsが 環境影響評価 を実施 に移せ る

ように技術 的な支援 を与 え ること。

結局の ところ、 この国内法 の国際法へ の適用問題 には、財務 省や国務 省が強 く反対 した

こ とに よ り、 すべ ては実現 しなか った。 しか し、(1)及 び(2)に 関 しては、先 にみた よう

に、1989年12月 の国際開発財政法 によって、代表理事 は少な くとも120日 前 までに環境影響

評価 書が用意 されなければ、投票 を行 わないこ とを定め、代 表理事に制約 を課 してい る。

以上に述べ た米 国の対 応は、わが国の今後のMDBsと の対応す なわち、多国間援助 にお

いて大 いに参考 になる と考 える。一つの提案 としては、国際協 力法の制 定 を望 むこ とも重

要ではあ るが、 その前 に閣議決定 による関係省庁 の要綱 に よるODAア セス メン トの整備

やOECFや 国際協力事業 団の設 置関係 法の改正 に よる援 助 アセス メン トの強化 な どに よ

り、環境影響評価 に際 しての きめ の細か い技術 的支援 を構築 す ることが重要 だ と考 える。

結びにかえて

アジェンダ21では、環境の保護を経済開発の一環 として重視 し、自国のみならず他国の

自然生態系 を保護 しうる安全策を講ずることにより、最 も脆弱な生態系の管理を必要 とす

る開発途上国のニーズに高度の優先順位 を与えるべ きとの環境指針 を表明してきた。特に、

この環境指針や環境目標をさらに具体化 し、その履行 を監理す る責任 と努力が国際金融開

発機関に課せ られているといえるであろう。ここでみた世銀の教訓は、環境行動計画、環
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境アセスメン トや環境関連貸付に積極的に生かされ始めていると評価 できる。

しか し、開発途上国が資源循環型社会 を形成できるように誘導するためには、行動 を制

御す る基準やその認識情報、合意形成の場、さらに市場経済に組み込むための経済的イン

センティブ等をさらに具体的に検討してい く必要がある。すなわち、成長や効率性を確保

す る経済的目標、貧困の撲滅や公正 といった社会的目標 と自然資源の維持 という生態学的

目標 という三つの目標の相関関係 を正確に把握 し、相互に調整 を図ることが要求されよう。

現下の開発途上国の実情に対応 しつつ、可能な限 り地球インパ クトの少ない社会、換言

すれば、人聞の基本的ニーズの充足を前提 とした地球本位型社会 を実現す るためには、国

際環境協力によって得 られる教訓 を理論的かつ実践的な誘導政策 として積極的に位置づ け

ることも、今後の課題になると思われる。
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国際的な環境政策の展開
一一 債 務 自然保護スワップ
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1.債 務 と 自然 保 護 との ス ワ ップ

1980年代半ばに、開発途上国の負っている債務 を自然保護事業 と交換することが提唱さ

れた(1)。具体的には、国際的な自然保護団体が、民間金融機関の保有する開発途上国向け

の債権 を割 り引き価格で買い取 り、当該債務国政府に対して外貨による債務返済の代わ り

に自然保護分野への自国通貨による財政支出を求める手法であり、債務 自然保護スワップ

(DNS:DebtforNatureSwap)と 呼ばれた。これを受けて、1987年 にボリビアで初め

てのDNSが 実施 された。

1.DNSの 背景

このような手法が求められた背景には、1970年 代から1980年 代にかけて生じた次のよう

ないくつかの社会経済的な状況があった。

(a)累 積債務 と、セカンダ リー ・マーケット

1970年代には、開発途上国の経済は比較的順調な発展を見せた。特に、中南米諸国にお

ける工業化は顕著であった。 これらの開発途上国の産業に対 して、先進各国の民間金融機

関は積極的に資金 を融資した。その際、回収 リスクを小さくするため、民間企業への直接

貸 し付けではな く、その国の政府の保証 を得 るか、その国の政府への融資 とされた。一方、

開発途上国政府も、財政赤字やインフレへの対策を十分に行 わないままそのような融資や

保証を受け入れた。

ところが、1970年代末頃か ら米国の金利が上昇 し、債務国の利払い負担は急増した(2)。

さらに、1980年 代初頭には世界的な不況により、消費需要やエネルギー一使用が低迷したた

め、一次産品価格は下落した。返済のための外貨収入を一次産品の輸出に頼っていた多 く

の開発途上国は、返済のための借 り入れを増やさざるを得なくなり、債務の累積が進んだ

(表1債 務国の対外債務残高を参照)。
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表1債 務国の対外債務残高

全債務国 〈単位 百万米 ドル〉

年

貸出金額

元本返済金額

差 引 ネ ッ ト資金フ ロー

債務残高

1970年

4,285

2.216

2,070

16,087

71年 72年

5,204 8.079

2.489 .3.138

2,715 4,941

19,359 24,283

73年

11,671

4.751

6,920

32,468

74年

14,541

5,385

9.156

42,934

75年

18,399

6,003

12,396

541420

76年

23,907

7,004

16,903

71,633

77年

31,182

10,624

20,558

94,437

78年

45,940

18,162

27,778

126,622

79年

53,642

22,990

30,652

156,882

80年

50,840

22,378

28,462

192,384

81年

57,260

24,887

32,372

218.005

82年

61,671

25,317

36,354

251、294

83年

511067

23,255

27,812

300,296

84年

43.156

24,572

18,583

326,928

85年

41.074

29,135

11,939

363,769

86年

56,156

44,905

11,251

496,006

87年

61,693

50,692

11.001

555,480

88年

65、563

51.399

14,164

546,688

89年

58,211

48,646

9,566

546,089

90年

58,689

55,222

3,467

544,053

91年

56,809

51,106

5,702

540,164

92年

75,923

54,292

21,632

546β03

600

ミ400
L

十200

0

麗麗 貸出金額
一 債務残高

7071727374757677787980818283848586878889909192

(出 所)WorldDebtTables1986-87,1988-89,1993-94.

中南米 〈単位 百万米 ドル〉

年

貸出金額

元本返済金額

差 引:ネ ッ ト資金 フ ロー

債務残高

1970年

2,279

1,158

1,121

7,669

71年

2,577

1β02

1,275

9,168

72年

4,457

1,580

2,877

12,096

73年

6.147

2.250

3,897

16,341

74年

8,658

2,718

5,941

23,248

75年

9,113

2,982

6.131

29.072

76年

14,226

3,556

10,670

40,552

77年

17,474

5,909

11,566

53,102

78年

26、333

10,813

15,521

70,731

79年

30,478

14,056

16,422

86,493

80年

24,708

12,079

12.629

99,060

81年

29,458

11,955

17,503

114,474

82年

29,869

10,376

19,493

135.331

83年

20,075

7,214

12,860

174,209

84年

15,161

6,760

8,401

195,202

85年

9.972

5,575

4,397

210,760

86年

7,639

6,615

1,023

232,445

87年

10,411

6,289

4,122

245,986

88年

11,487

7,784

3.703

235,448

89年

5,430

10,019

一4
,589

224,488

90年

9,113

10,125

一1
,013

208.230

91年

8,654

7,189

1,466

202,087

92年

7,787

12,550

一4
,763

195,543

300

250

ミ200
L

来150

十100

50

0

囲 貸出金額
一 債務残高

7071727374757677787980818283848586878889909192

(出所)WorldDebtTables1986-87,1988-89,1993-94.

(海 外 環 境 協 力 セ ン タ ー 『債 務 環 境 ス ワ ッ プ の 現 状 と課 題 』(1994)資 料 編4頁 よ り。)
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他 方で、世界的な不況に よ り先進国か らの資金 フロー は減 り始 めた。 こうして、 多額 の

債務 を抱 え、返済不能 となる開発途上国が急増 し(3)、世 界経 済に も大 きな影響 を与 えた。

大量の不 良債権 を抱 えた民間金融機関の経営不安や倒産 も心 配 され、欧米諸 国の政府 は対

応策 を検討 し始め た。一方 で、 民間金融機関 も、保有 す る債権 を少 しで も有 利に処分す る

方法 を検 討 した。1980年 代始 めには、 そのよ うな民間金融機関の債権 を割引価格 で売買 す

るセカンダ リー ・マー ケ ッ トが誕生 した。 このセ カンダ リー ・マーケ ッ トを通 じて、債務

エ クイティ ・スワップ を始め とす る債務転換 プログラム(DCP二DebtConversionPro-

gram)が 進め られた。DCPに は、債務 エ クイテ ィ ・スワ ップのほか、債務債券 スワップ、

デ ッ トバ イバ ック、債務 輸 出ス ワ ップ、債務 開発 スワ ップ、 そ してDNSな どが含 まれ る

(4)。債務 エ クイティ・スワ ップは、民間債権の購 入者が外貨 に よる返済 を受 け る代 わ りに、

その国内通 貨に見合 う金額 で債務 国の国営企業の株 式や その他 の資産 を入手す るとい う手

法 であ り、DNSの 見本 となった。

(b)外 貨獲得 と自然破壊

開発途上 国におけ る債務 は通 常は先 進国の通貨建 てであ り、 開発途上 国は債務 返済のた

めに輸 出産業 を振興 し、外 貨 を獲得 しなければな らない。 多 くの開発途上 国で、先進国市

場に輸 出す る農林水産 品の生産の ために広大 な地域 が開拓 された。外貨獲得 のため に生物

資源の過剰 開発 が行 われ、 自然が切 り売 りされたのであ る。特 に、中南米諸国において熱

帯林地域 が伐採 され、 開拓 され、熱帯林が減少 した こ とに先進国の 自然保 護団体か ら強 い

関心が寄せ られた(5)。 熱 帯林 は、生物 多様性 の保全 や地球 温暖化 の原 因 となる二酸化炭素

の固定 に欠かせ ない とされ、地球 レベ ルの問題 に発展 した(6)。

さ らに、 これ らの国においては、歳出削減 のため に環境関連予算が抑制 され、 自然保護

対 策は不十分であ った。 自然保 護 に対す る資金 が不足 してい るとい う認識は、開発途上国

の政府関係者 に も広 まって いた。特 に、米 国のNGO(Non-GovernmentalOrganization)

は、 この ような危機的状況 を強 く認識 して いた。

2.DNSの 仕組み

これまでに実施 されたDNSは 、対象国によって法制度、自然保護行政への取組、国内の

自然保護活動の状況などに違いがあるため、細かな点ではそれぞれ異なっている。その標

準的な仕組みとしては以下のような要素が挙げられる(図1DNSの 仕組みを参照)。
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図1DNSの 仕 組 み
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(海 外 環 境 協 力 センター 『債 務 環 境 ス ワ ッ プ の 現 状 と 課 題 』(1994)4頁 よ り)

① 国際NGOは 、債務国政府や現地NGOと 協調 して、自然保護事業を発掘 し、または

提案する。

② 債務国政府、国際NGOお よび現地NGOは 、削減する債務内容、自然保護事業内容

および財政支出額などについてDNS協 定 を結ぶ。

③ 国際NGOは 寄付を募 り、DNSに 必要な資金 を調達する。

④ 国際NGOは 、民間金融機関などの保有する当該債務国向け債権をセカンダ リー・マ

ーケットにおいて市場価格またはさらに割 り引いた価格で買い取るか
、寄付 を受ける

(7)。

⑤ 国際NGOは 、DNS協 定に基づ き債務国政府に債権を譲渡する(8)。

⑥ 債務国政府は、協定に定められた金額の自国通貨を支出し、 自然保護事業の資金の

財源 とする。その支出は、多くの場合、国内基金の積立てまたは債券の発行などの形

で行われる。'
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⑦ 現地NGO、 債務国政府は、 自然保護事業を実施する。

⑧ 国際NGOは 必要に応 じてDNS事 業の推進状況をモニタリングする。

このようにセカンダ リー ・マーケ ットで割引価格で債権 を購入することを通 じて、

その購入のために集められた資金を上回る現地通貨が 自然保護事業に支出されること

になる。これは資金増大効果 と呼ばれ、DNSを 含む債務転換法の特徴である(9)。なお、

DNSは 、前述の債務エクイティ・スワップの手法 を応用 したものだが、それとは異な

り、対外債務 と交換されるのは債務国政府による自然保護分野への財政支出であり、

株式や資産の所有権 または管理権などではない。

3.DNSの 役割

1994年 までにDNSに 資金提供 された金額の合計は約4000万 米 ドル、交換対象 となった

対外債務の合計額面は約1億5000万 米 ドル、DNSに よって自然保護などの事業に支出され

た金額の合計は約1億 米 ドル相当である(表2DNSの 一覧表 を参照)。 これらのDNSは 、

対象 となった開発途上国の自然保護および財政の分野で重要な役割を果 してきている。

第一に、DNSに より開発途上国政府の自然保護施策に対す る資金提供が行われた。その

資金によって国立公園や保護地域が指定 ・拡大され、その管理体制が改善されるなどの成

果が見 られた。DNSに よって、それまでの自然保護関連予算に相 当する資金が提供 された

事例 もある(10)。他方、予算面だけでなく、施策面でも進展が見 られた。DNSは 開発途上国

政府 との共同事業であるため、その政府内において自然保護施策の重要性に関する認識が

高め られた。さらに、DNSは 基金を設置することが多いため、人員の補充、施設の整備、

普及教育活動などに要するコス トを長期的に提供することを通 じて、 自然保護事業 を継続

的に実施することを可能とした。

第二に、DNSに よって交換された分については、債務の削減が実現 したことになる。し

かし、DNSに よって交換された債務の金額は、DNS実 施国の対外債務残高の合計 と比較

すると、平均 して0.1%未 満に過 ぎない。 したがって、DNSに よる債務削減は副次的な成

果に過 ぎない(表3DNSに よる債務削減効果を参照)。

第三に、DNSは 債務問題 と自然保護 を結びつけ、開発途上国の政府による自然保護事業

に民間資金 を活用する道を開いた。そのような自然保護事業には、従来から公的資金 とし

てのODAが 充てられてきていたが、開発途上国においては自然保護事業の優先度が低 く、
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表2DNSの 一覧表 〔単位 千米 ドル〕 1993年12月 現 在

時期 債権購入者
債権購入額

A
債権の額面

自然保護事
業支出額B

B/A 対象プロジェク トの主 な内容 資金の使用形態 備 考

〔中南米諸国〕

コスタ リカ

88.2

88.7

89.1

89.4

90.3

91.1

FPN

オランダ政府

TNC

ス ウェ ー デ ン政 府

スウェーデン政府

WWF,TNC

RA,MCL,TNC

合計

918

5,000

784

3,500

1,953

360

12,515

5,400

33,000

5,600

24,500

10,754

600

79,854

4,050

9,900

1,680

17,100

9,603

540

42,873

4.4

2.0

2.1

4.9

4.9

1.5

国立公園保護プ ロジェ ク ト

植林プログラム

国立公園の保全 ・管理

国立公園の管理

自然保護区管理(保 全事 業、研 究、

エ コツー リズム)

国立公園の管理及び地域住民福祉向

上事業

基金 を設置、利子収入を利用

一部で基金 を設置

自国通貨建て債券に転換

直接利用

自国通貨建て債券に転換

不明

WWFに よる資金提供

ロー ドア イ ラ ン ド州 ブ リ

ー トナ シ ョナ ル バ ン ク の

寄付25万 ドル を含 む

メ キ シ コ

91.4

91.8

92.1

CI

CI

CI

合計

183

0

355

538

250

250

441

941

250

250

441

941

1.4

N.A.

1.2

熱帯林地域情報セ ンターの整備(要

員雇用、訓練、機器導入 など)

自然保護 区の管理 、 自然保護教育

向上

熱帯林地域情報センターの整備

自然保護 区の管理 、自然保護教育

直接利用

(4ヵ 年計 画で支 出額400万 ド

ルの枠 を設定)

同上

直接利用

MacArthurFoundati・

onに よ る資 金提 供

BankofAmericaに よ

る債権 寄 付

USAIDに よる資金提供

ボ リビア

87.7

92.6

CI

WWF,TNC

合計

96 650

0

96

11,500

12,150

650

2,760

3,410

6.8

N.A.

野生生物保護地区拡大、保護 ・管理

森林 管理、現地NGO支 援

基金 を設置、利子収入を利用

直接利用
J.P.MORGANに よ る債

権 寄付



時期 債権購入者
債権購入額

A
債権の額面

自然保護事

業支出額B
B/A 対象プ ロジェク トの主な内容 資金の使用形態 備 考

エ クア ドル

87.12

89.4

WWF

WWF,TNC,MBG

合計

354

1,069

1,423

1,000

9,000

10,000

1,000

9,000

10,000

2.8

8.4

自然公園管理の改善 ・強化

熱帯林保全 プロジェ ク ト

国債 を基金 に寄付、 利子収 入

を利用

基金を設置

グアテマ ラ

91.10

92.5

TNC

CI

合計

75

1,200

1275

100

1,334

1,434

90

1,334

L2熱 帯林保全プ ロジェク ト

1.1
森林 資源 の持続 的利用、 エ コツー リ

ズム

不明

1,424

基金 を設置、利子収 入を利用 USAIDに よる資金提供

ドミニ カ共和 国

903 PRCT,TNC 116 582 582 5.0
公 園管理、持続可能 な開発教育、科

学研 フィール ドの管理 ・植林
直接利用

ジ ャマ イ カ

91.10 TNC 300 437 4371.5公 園管理 一部 で基金 を設置

ブ ラジル

92.6 TNC 850 2,200 2,2002.6熱 帯 林保 全 プ ロ ジ ェ ク ト 基金を設置

〔東南アジア諸国〕

フィリピン

89.1

90.8

92.1

93.8

WWF

WWF

WWF

㎜

合計

200

439

5,000

12,970

18,609

390

900

9,847

19,000

30,137

390

900

8,816

17,100

27,206

2.0

2.1

1.8

L3

国立公園の管理

国立公園の管理及び地域住民福祉向
上事

自然保護プ ロジェ クト

自然保護地 区の管理、 レンジャーや

管理従事者の訓練 ・養成

一部で基金 を設置

一部で基金 を設置

基金 を設置、利子収 入を利用

一部 で基金 を設置

東京銀行 よりの20万 米 ド

ルを含む



時期 債権購入者
債権購入額

A 債権の額面
自然保護事
業支出額B

B/A 対象プロジェク トの主 な内容 資金の使用形態 備考

〔アフ リカ諸国〕
マダガスカル

89.7

90.8

91.3

92.6

93.10

93.12

WWF

WWF

CI

CI

CI

WWF

合計

950

446

59

110

1,400

909

3,874

2、111

919

119

237

3.200

1,868

8,454

2,111

919

119

237

3,200

1,868

8,454

2.2

2。1

2.0

2.1

2.3

2.1

自然保護 地区の管理、 レンジャーや

管理従事者の訓練 ・養成

マ ングロー ブ林の保護

自然保護 地区におけ る管理 ・要 員雇

用 ・地域住民福祉 向上事 業、環境に

関す る高等教育。森林資源の持 続的

利用

自然保護 地区におけ る管理 ・要員雇

用 ・地域住民福祉向上事業、環境に

関す る高等教育。森林資源の持続的

利用。

自然保護地区におけ る管理 ・要員雇

用 ・地域住民福祉向上事業、環境に

関す る高等教育。森林資源の持続的

利用。

自然保護地 区の管理、 レンジャーや

管理従事 者の訓練 ・養成

一部で基金 を設置

一部で基金 を設置

支 出金額 の35%が 基金 に振 り

向け られ る。1991年 か ら5ヵ

年 計画 で債 権額 面合計500万

ドル を予定す る。

拠 出金 は、基金 に組 みこ まれ

る。

拠 出金 は、 基金 に組 みこ まれ

る。

一部 で基金 を設置

USAIDに よる資金提供

UNDPに よる資金提供

USAIDに よる資金提供

ザ ンビア

89.8 ㎜ 454 2,270 2,2705.0野 生 生 物保 護 地 区 の管 理 直接利用

ナ イ ジ ェ リア

91.7 NCF 65 150 93L4不 明 不明

〔東 ヨー ロ ッパ 諸 国 〕

ポー ラ ン ド

90.1 WWF 12 50 504.3河 川域 自然 保 護 直接利用

出所:自 然保護債務ス ワップの現状 と我が国の取組(環 境庁1991年)
ワール ド・デ ッ ト・テーブル1993年(世 界銀行)

WWFWORLDWILDLIFEFUNDDEBTFORNATURE

SWAPSTODATE:DECEMBER1993

WWF,CI提 供 資料

注:WWFUSC=世 界 自然保 護 基 金 米 国委 員 会,CIニ コンサベー シ ョン ・インターナ ショナル

TNC=ザ ネイチャー・コンサーバンシー、NPFニ コスタリカ州 立 公 園財 団、MBG=ミ ズーll州 立 公 園 、

PRCT=プ エルトリコ環 境保 護 協 会 、RA=熱 帯 雨 林 同盟 、MCL=モ ンテヴェルデ 自然 保 護 同 盟 、

DDC=開 発 の た め の債 務 連合 、SI=ス ミソニ ア ン協 会 、NCF=ナ イ ジ ェ リア 環 境保 護財 団

USAID=米 国国 際 開発 庁 、UNDP=国 連 開発 計 画

(海外環境協力センター 『債務環境スワップの現状 と課題』(1994)資 料編1～3頁 より。)



表3DNSに よる債務削減効果

(単位:百 万米 ドル)

国 名

コ ス タ リカ

エ クア ドル

マダガスカル

ザンビア

フ ィ リ ピ ン

メ キ シ コ

ボ リビ ア

ドミニカ共和国

ポー ラ ン ド

合計

DNSで 交

換 された債

務の額面

(a)

79.85

10.00

3.65

2.27

129

0.71

0.65

0.58

0.05

99.05

対外債務合計

(1988年)

(b)

4,530

10,864

3,602

6,498

29,448

101,567

5,456

3,923

42,137

208,025

音×…
(%)

1.763

0.092

0.101

0.035

0.004

0.001

0.012

0.015

0.000

0.048

対外債務 合計は世界銀行 『世界開発報告1990』 による。

(環境庁地球環境部 『自然保護債務スワップの現状 とわが

国の取組み』(1991)30頁 より。)

必ず しも必要 な資金が提供 されて こなか った。

第四に、DNSに よって、開発 途上国の政府が行 う自然保護事業 に対 して現地NGOの 意

見 を反 映させ ることがで きた。NGOが 加わ ることに よって、きめ こまやか で現地に対応 し

た事業 を実施 できる可能性 が高 くな った。また、DNSは 現地NGOに 対 して活動資金 を提

供 した。

4.問 題点 と対策

他方 で、これ までに実施 されたDNSに 関 して、次の よ うな問題 が生 じ、また、批判 も出

されて きている。それ らの問題や 批判 を考慮 して対策が とられ てお り、最近 のDNSに おい

ては大 きな問題 点は解消 されて きてい る。

(a)関 題 と批判

第一 に、DNSに は交渉 のため の様 々な労力 と時間、す なわち、取 り扱 い コス トがかか る。

DNSに は多 くの関係者が介在す るため、国際NGOが 単独 で 自然保 護事業 を実施す る場合

に比較 しただけで も、 より多 くの取 り扱い コス トを要す る。具体 的 には、債務 国政府 を始
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め とす るすべ ての関係者 と交渉 し、 また、 自然保護事業 の内容 の検討 を しなければ な らな

い。その際には、金 融取 引、法制 度、生態学 な ど多 くの分 野にわたる専 門的 な経験、情報、

能力 が必要 とされ る。 これ らの交渉 と調整 に数 カ月要す るこ とも多い。

第二 に、 セカンダ リー ・マーゲ ッ トは原則的に相対取 引 きであ り、交渉次 第で条件や価

格が決 ま る。 そのため、債 権の割 引 レー トの変動幅 は大 き く、経済的規模 の小 さい国に対

す る債権 は出回っていない。他方、 セカンダ リー ・マー ケ ッ トは債務 契約 の不履行 または

その可能性 を前提 とした制度であ り、金融秩序 の観点か ら問題があ る。特 に、資金増大効

果 を大 きくしよ うとす る と、割引率 の高 い債権 を対象 にす るこ ととな る。 それは、結局、

誠実 に債務 を履行 してい る国ではな く、債務 を滞 らせ ている国ほ ど、 自然保護 などに対 す

る資金が得 られ、債務 負担が軽減 され る とい う問題 を生 じさせ る。

第三 に、DNSで 実施 された事業 には、 国立公 園や保護 区などが設定 され、保護 ・管理が

行 われ る場合 が あるが、その地元の住 民か ら反発が出 ることがある(11)。特 に、その地域 で

先住民族が伝 統的 な農 業な どを行 って いる場合 には、資源 と土地 の利用管理 をめ ぐって問

題 となるこ とが ある。

第四に、DNSは 、開発途上 国の国 内政策 に対す る内政干渉である との指摘 があ る(12)。

DNSは 、財 政難の ために予算削減 されて いる貧 困対策、教 育、公衆衛生、福祉、安全保障、

産業 基盤整備 、公共交通 な どのほかの 多 くの施策に優先 して、 自然保護事業 の実施を求め

るか らであ る。

第五 に、DNS実 施国 とな る債務 国の多 くは財政 的余裕 に乏 しいため、通貨 の増発 によっ

てDNSの ための支出 を行 うことが あ るが、それは国内の通貨供給量 を増加 させ 、インフレ

を招来 させ る危険がある(13)。

第六 に、DNSに は、その協定 どお りに履行 されなかった場合に、その実施 を確保す る効

果 的な対抗手段 がない とい う問題 があ る。政策の変更や政権交代 に よ り、DNS事 業が実 施

されなかった り、修正 され た り、遅 れた り、場合 に よっては収用 され た りす るこ とが考 え

られ る。実際に、最初 にDNSが 行 われ たボ リビア にお いては、財政難のために約束 された

支払 いが約2年 間遅れ た。この ように債務 国政府がDNS協 定 を実施 しない場合 に、もう一

方 の当事者 であ る国際NGOな どが 当該 国政府 に実施 を求め る有効 な法的手段 は見 あた ら

ない(14)。

DNS手 法 は契約の更改に あた り、開発途上 国政府 に外貨 による返済 を義務づ け る旧契約
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は消滅 し・同国政府 に現地顧 での支 出 を麟 づ ける新 た な契約が成立 したこ ととに なる
。

債権譲渡や代物弁済 ではないために・国際NGOな どは同国政府に対 して転換前の旧債務

の履行 を求め ることはで きない。

他方・収用 などの国家行為 に対 しては・その国の国内法お よび国 内裁判で争 うことは可

能 であるが・その行為 が否定 され るこ とは期待 で きない。また・DNS協 定 は開発途上国政

府が一方 当事 者であ るものの・ 国際法上 の協定 では ないため、国際法上 の手段で解 決す る

こ とも難 しい。

第七 に、DNSを 含む債務転 換には法的 な問題 が伴 う。特 に、対象 とす る旧債務 がシンジ

ケー トロー ンであ る場合 には、債権者 間の平等 を保 障す るため、シェア リング条項(sharing

clauses)や 義務的期 限前弁 済条項(mandatoryprepaymentprovisions)が 含 まれている

こ とが ある。 また、個々 の債務 契約 には、債務転換に対 す るその他 の制 限がつけ られてい

るこ とが あるが、それ らは公 開 されない ことも多い。 これ らの制 限 を含む債務 の場合 には

転換が難 しい(15)。

(b)必 要 とされ る対策

以上 のよ うな問題や批判 につ いては、 以下の よ うな対 策が必要 とされ る。最近 は、 それ

らの対策 を とってい るDNSも 増 えて きている。全体 として、DNSは 資金調達 の手段 に過

ぎない。DNS事 業が着実 に実施 されるためには、事業 の内容 自体 が十分 に検討 された優れ

た ものでなければな らない。

第一 に、取 り扱い コス トに関 しては、十分 な事前の情報収集 と各関係者間 での密接 な協

力 をす るこ とに よって解消 で きる。

第二 に、債務の不履行 を前提 とす るこ とは、DNSだ けではな く、債務削減や債務転換す

べ てにかか わる問題 であ る。しか も、DNSに よる金額 は小 さい ため、問題 となるレベ ルで

はない。

第三 に、対象地域 の住 民に よる反発 については、地域住民の支持 および参加 を確保す る

必要が ある。特に、対象 とされ る地域の土地所有権や伝 統的 な利用権の関係があいまいな

場合 は、 その生活 を考慮 し、地元の人々 と共 同体の合 意 を得 るこ とが重要 である。最近 の

DNSで は、国立公園の人員雇用、施 設の整備、保護区の拡大 な ど国立公 園の管理 に関す る

施策 のほか、植 林、電気や水道 の敷設、学術振興、教 育施設の建設 な ど地域住民の利益 を

重視 した社会開発 プ ログ ラムが加 えられ ることが 多 くなっている。他方、現地NGOま たは
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地方政府の機関が事業の管理やモニタ リングに積極的に携わることが不可欠である。ただ

し、開発途上国の中には、地元住民を代表する適切な現地NGOが 存在 しない場合 もある。

第四に、内政干渉であるとの指摘については、DNSは 開発途上国政府の承認 と参加がな

ければ成立 しないために、法的には問題 とならない。実際、DNSを 引き受けるかどうかは、

債務国の財務担当省または中央銀行が、交換 レー ト、金融商品の種類、自国の信用力、イ

ンフレの危険性、 自然保護分野以外の分野の財政支出とのバランスなどを検討 して決定す

る。しか し、DNSは 、押 しつけ的でない債務国主導型の事業としなければならない。その

ためには、DNS全 体の企画 と管理に債務国と現地NGOの 参加を確保する必要がある。

第五に、インフレの懸念については、債務国の中央銀行や財務当局が通貨供給量を勘案

しながら、貨幣増刷によるインフレの危険性 も検討して現地通貨の支出条件を決定 してい

る。なお、最近のDNSで は、インフレの危険を回避するために、基金が設置された り、政

府債券 または現地NGO名 義の債券などの通貨以外の金融商品によって支出されてお り、

インフレ対策はとられている。

第六に、DNS協 定上の義務の不履行は、すべての形式の国際協力にかかわることであり、

特にDNSに 限られた問題ではない。しか し、DNSに おいては不履行に対抗する法的な措

置は難 しいために、現地NGOの 主体的な参加や基金の設立によって、長期的かつ安定的な

計画 とする必要がある。特に、DNS事 業の持続性および事業資金の供給の持続性を確保す

る必要がある(16)。また、DNSの 実施にあたっては、財政支出のほかにも、法制度の整備、

基礎的調査の実施、具体的な管理計画の策定、レンジャーの配置などが債務国政府によっ

て行われなければならない。このように、DNSの 実施は、債務国政府、特に、自然保護担

当部局の自然保護政策を継続的に実行する意志 と能力、そして積極的な行動にかかってい

るため、当該国政府 と密接な協力関係を築 き、維持する必要がある。

第七に、法的問題については、債務転換に対する制限は、債務エクイティ ・スワップに

代表される経済的利益 を追求す る債務転換を対象にしている。そのため、DNSの ように債

権者間に問題 を生 じさせない債務転換については、適用除外条項を組み入れることも増え

てきている。これ らの制限を回避してDNSが 行われた例 もあ り、対象 とす る債務契約につ

いて十分な調査 をすることで対応できる。その点では、債務国が債務のスワップ制度 を既

に導入 しているか、あるいは導入に積極的であること、並びに、債務転換プログラムを制

度 として有していることは、大 きな助けとなる(17)。
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II.新 た な状 況 と展 開

以上 の ように、DNSは 、1985年 以降の開発途上 国の累積債務 と地球規模 の 自然破壊が進

んだ時期 に求め られ、実施 され た。その後、次 の ような変化 に伴 い、 その緊急的 な意味が

減 じてDNSの 実施件数 は減少傾 向にあ る。今後 のDNSに あた って は、新 たな状況 を考 慮

して対 応す るこ とが求め られて いる。

1.状 況 の変化

1990年 代 に入 って、DNSが 求め られた時期 の経済的条件 が大 き く変 わ り、資金面での メ

リッ トが少 な くなった。また、開発途 上国政府に よる自然保 護 に対す る認識 も高 ま り、DNS

以外 の手法 によっても同様 の事業 が行 われ るようになった。

(a)累 積債務問題 の解決

開発 途上 国の累積債務 問題 は、当初 は、短期 的な返済資金 の不 足 と考 え られた。そのた

め、累積債務 国の自助努 力が基本 とされ、一 時的な債務 繰 り延べ と追加 融資が行 われた。

1985年 に米 国のベー カー財務 長官は、累積債務 に対応す るため の融資 の提案 を行 った(18)。

しか し、民間金融機関は、公 的機 関 との負担関係 が公平 ではない との不満 を抱 き、 また、

新規 融資 も返済不能 とな る とのお それか ら、その提案 には協力 しなか った。 その提案 を補

強す るため、1987年 に債務 削減 を含む メニュー ・アプ ロー チが発表 されたが(19)、 それ も進

展 しなか った。 しか し、米国政府に よるその メニュー ・アプ ローチが債務 削減 を含んでい

た ことは、 その後の債務対 策に大 きな影響 を与 えた。

1989年 にブレイディ財務 長官は、債務 削減 を柱 とす る新債務対策 を発表 した(20)。それは

基本 的にはベー カー提案 を継承 して開発途上 国の経済 の構造調整 も求 めていたが、債務 削

減 が中心 とされ、公 的資金に よ り支援す るとい う新 しい視点 も打 ち出 された。ベーカー提

案 に寄せ られた不公平感 が解 決 され たこ と、民間金融機関 に債権処理 の余 力があった こ と、

債務 エ クイティ ・スワ ップ などがす でに定着 しつつ あった こと、債務 国の政情不安 は民間

金 融機 関に とって も不 利益 であ るこ とな どに よ り、民間金融機 関は この提案 を受け入れ た。

その結果、民間債権 は債 券(ブ レイディ債)に 転換 された。 さらに、IMF・ 世界銀行 な

どがブ レイディ提案適用 国 に信用 補完 したため、 当該債務 国では海外へ逃避 していた資金

が還 流 し、 直接投資 も回復 した。1980年 代 とは逆 に民 間部 門へ の純資金流入が公的部 門の
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純 資金流 出を上 回る ようにな り、資本収支 も大幅 に改善 された。 こ うして、世 界銀行 は、

1992年 末 に中所得 開発途上 国の債務 危機 は解消 された と宣 言 した。

(b)債 権の割 引率 の低下

ブ レイディ債 は流通性 を有 し、換金処分が しやす い。 また、債務 国の経 済状 況 も1990年

代 になって好転 して きた。今後の値上 が りを期待 して債券 を保有 し続け る民間金 融機 関 も

増えて きた。 そのため、 セカンダ リー ・マー ケ ッ トにおいては、以前 よ り高い価格 で債務

国向けの債権が取 引 されるよ うに なってい る(表4セ カ ンダ リー ・マーケ ッ トにおけ る債

権価格 を参照)。 これによ り、DNSの 資金増大効果 は減少 した。

(c)基 金方式

1990年 代 のDNSは 当初 の もの と比べ て金額が大 き く、件 数が少 な くなってい る(表2

DNSの 一覧表参照)。 これは、設置 された基金 の利子 をDNS事 業 に充て るように なって き

てい るため、その基金のために多額 の資金 を要す るこ と、また、DNS－ 件 あ た りの取 り扱

いコス トが高 くなったため規模の小 さいDNSで はメ リッ トが小 さ くな って しま うこ とな

どに よる。 こうして、 多額 の資金 を要す る一 方で、 自然保護へ の支 出は利子 によ り少 しず

つ しか行 われない。 しか も、 インフレのため、基金 の価値 が減少 して しまう とい う問題 も

生 じてい る。

(d)DNS以 外 の手法

1990年 代 にな って、 地球規模の環境問題 に対す る認識が国際的に高 まった。 それ らの問

題に対応す る際に必要 とされ る資金 を調達 す るために様 々 な方法が提案 され た。た とえば、

従来のDNSの 手法 を拡大 して、公的資金 を利用 した り、さらには公 的債務 を対象 とす る新

しい形のDNSが 実施 され た(21)。

資金面では、DNSの ほかに も、先進国政府に よるODA、GEF(地 球環境 ファシ リティ

ヘ

ー)、また、生物多様性条約や改訂熱帯木材協定に定められている資金 メカニズムなどによ

って 自然保護に対する資金提供が確保されるようになった。

政策面でも、DNSは 、NGOが 提唱する自然保護事業に開発途上国政府を関与させる有

効な手段であった。しか し、地球サ ミットにおける合意以後、リオ宣言、生物多様性条約、

改訂熱帯木材協定 などによる対応のように、開発途上国政府の関与が確保で きるその他の

方策が増えた。
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表4セ カンダ リー ・マーケッ トにおけ る債権価格

<額 面=100>

チ リ

コ ロ ン ビ ア

メ キ シ コ

フ ィ リピ ン

ベネズエラ

アルゼンチン

ブラジル

ポー ラ ン ド

エクア ドル

ペ ル ー

1989年

60

64

36

44

35

13

23

17

14

6

1990年

73

62

43

37

49

18

24

15

20

4

1991年

88

70

58

50

63

33

25

21

21

12

1992年

88

70

63

50

57

43

38

21

22

14

1993年3月

88

70

70

59

58

44

30

28

26

19

注)各 年 の12月1日 の価 格 。 た だ し、1993年 は3月1日 の 価 格 。

%-

100

80

60

40

20

0

一唱牛 チ リ

十 コロンビア

+メ キシコ

→}フ ィリピン

+ベ ネズエラ
ー△一 アルゼ ンチン

+ブ ラジル

十 ポーラン ド

司← エ クア ドル

ーO一ペルー

1989年199加P1991年1992年1993年3月

(出所)LemanBrothers"MarketPricesforDevelopi㎎CountryDebt"

(海外環境協力センター 『債務 環境 スワップの現状 と課題』(1994)36頁 よ

り。).'
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2.今 後のDNS

累積債務問題は解消されたとはいえ、民間債権が債券に形 を替えただけであ り、開発途

上国の債務残高は依然 として大きい。 また、地球環境問題にも解決すべ き問題は残 されて

いる。一方、DNSに ついては、アジェンダ21や先進国首脳会議で言及されてお り、砂漠化

防止条約においては資金調達の方法の一つ として定め られている(22)。したがって、今後 も、

DNSの 手法を生かした資金調達方法が利用される可能性がある。今後のDNSの 機能 を高

めるためには、対象 とする債務や事業分野を拡大す ることと、DNSと 手法は異なるが、経

済システムの中に自然保護の要素 を組み入れることなどが考 えられる。

(a)対 象 とす る債務の拡大

第一に、開発途上国政府向け民間債権から転換されたブレイディ債 を対象にすることが

考えられる。債券は流通性 を有 し、セカンダリー ・マーケ ットにおける民間債権より購入

しやすい。ただし、すでに触れたように、IMF・ 世界銀行 などの保証によりブレイディ債

は信用力が増加 し、その価格は上昇 してお り、資金増大効果は相対的に低 くなっている。

第二に、輸出国の商社などが保有する貿易債権であって、輸入国の為替管理や開発途上

国の外貨資金繰 りなどにより、輸入国内に滞留 しているものを対象にすることが考 えられ

る(23)。具体的には、国際NGOが 輸出商社に貿易債権に代わる資金 を提供 し、貿易債権相

当額の現地通貨建てで開発途上国政府が自然保護資金 を支出する。ただし、不正または違

法な取引やマネーーロンダ リングにかかわる場合なども考 えられるので、十分な調査が必要

とされている。

第三に、開発途上国にある多国籍企業の子会社が保有す るブロックトファン ド、すなわ

ち、開発途上国の為替管理政策により外貨への交換ができず、開発途上国から親会社に送

金できない状態になっている資金を対象にす ることが考 えられる(24)。具体的には、国際

NGOが 多国籍企業の親会社にブロックトファン ドに相 当す る資金 を提供 し、多国籍企業

の子会社は現地通貨のままブロック トファン ドを現地NGOを 通 じて自然保護のための資

金 として提供する。

(b)対 象 とする事業分野の拡大

次に、対象 とする事業分野の拡大としては、汚染対策や持続可能な開発に関する事業 を

含ませることが考 えられる。たとえば、汚染防止、社会開発、貧困撲滅、教育、保健衛生、

輸出、観光、文化財修復、生活必需事業、技術移転、麻薬撲滅などの事業がある。これら
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の一部は・すでに・DNS力 桁 われる以前か ら行われてきて輪
甑 醐 鵬1こ も、

自然保護猟 公共サー ビス事業 または公輪 生事業などを加詰 馴 が縫
。

(c)自 然保護要素の組み入れ

経済システムの中に自然緯 の要素 を組み入れる事例 としては・自襯 鞭 旅行醐 的

とするエ コツー リズム瀾 発活動 とは別の場所で二酸化炭素 固定の働 きを有す端 株麟

を行 うカーボンオフセット・生物遺伝資源の保全管理コス トをその商業利用に組み入れる

ためのコスタリカのINBioの 活動(25)などがある。

3.日 本における対応

日本においても、DNSに 関心が寄せ られている。また、すでに、一部の民間金融機関は、

その債権をDNSの ために寄付 している。ここで、DNSに 民間金融機関が関与する場合の

税制上の取 り扱いとその場合に期待 されている役割について検討 してみる。

(a)税 制上の措置

税制上の優遇措置 としては、DNSを 行 うNGOに 対 して資金提供者が寄付をする場合の

措置、および、民間金融機関が債権 をセカンダ リー ・マーケッ トで割引き売却 した時の額

面価格 との差額に対する措置の二つがある(26)。

第一に、法人が特定公益増進法人へ寄付する場合には、法人税法により、一般の寄付 と

は別建てで、一般の寄付金の損金限度額た達するまでの金額 を損金に算入する特例措置が

ある。 また、個人が特定公益増進法人へ寄付する場合 も、所得税法により一定限度の所得

控除の特例が認められている。特定公益増進法人にはいろいろな種類がある。法人税法施

行令第77条 によると、DNSを 行 う団体 としては、自然環境の保全または海外経済協力を目

的 とす るものが該当する。

したがって、自然環境の保全 を目的 として特定公益増進法人に認定 されている団体が

DNSを 企画 し、寄付を募った場合 には、資金提供者は優遇措置を受けることができる。ま

た、公益信託への拠出金については、開発途上地域に対する経済協力のための資金の贈与

あるいは自然環境の保全のための助成金の支給を目的 とするものは、認定特定公益信託 と

して特定公益増進法人と同様の措置が講 じられている。なお、外国のNGOに 対 して寄付す

る場合には、一旦、 日本の特定公益増進法人や認定特定公益信託に寄付すれば、その優遇

措置 を活用できる。DNSを 行 う内外のNGOに 対 して資金援助 を行 うことを目的 とする国
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際的な環境協力のための認定特定公益信託 を新たに設置することも望ましい。これにより、

特定公益増進法人でない任意団体や 日本に支部 を持たない外国のNGOがDNSを 企画し

て寄付 を募った場合に、優遇措置が可能 となる。

第二に、民間金融機関が入札や市場を通 じて額面価格 よりも低い市場価格で債権 を売却

した場合、従来のエクイティ ・スワップでは損金処理が認められているため、同様に損金

処理が可能である。次に市場価格よりも低い価格で売却 した場合には、市場価格 と売却価

格 との差額が買い手への贈与 と見なされる可能性がある。ただし、贈与先が上記の特定公

益増進法人などであれば、その差額 も損金算入処理ができる。

(b)情 報収集など

DNSは 、開発途上国政府、開発途上国のNGO、 民間金融機関などとの複雑 な交渉や協

力を経て実施される。DNSを 円滑に実施するためには、開発途上国の金融制度、DNSに

対する意向、自然保護事業などの優先度、事業費二政府機関や現地NGOの 事業実施体制、

資金運用などに関す る詳細で正確な情報を必要 とする。民間金融機関は、特に、セカンダ

リー ・マーケットおよびそこで取 り扱われている債権に関する様々な情報の提供やア ドバ

イスを行 うことができ、この分野で重要な役割 を果たし得 る。

他方で、 このような情報の収集 ・提供に関す る国や国の機関による公的な協力 ・支援も

必要とされる。

(1)ThomasE.Lovejoy,AidDebtorNation'sEcology,NewYorkTimes,A-31,0ctober4,1984.

(2)1980年 には、開発 途上 国 に よ る公 的債務 お よび公 的保 証付 き債務 に関す る元 利金 の返 済額 は、1970

年 に 比べ て10倍 以上 に拡大 した。

(3)1982年 に、 メ キシ コは債務 返 済 を停 止 した。1980年 代 の末期 に は、 開発 途上 国全体 での債務 残 高

は1兆3000億 ドル に達 し、累積 延 滞額 は約800億 ドルに上 った。た とえば コス タ リカ は、1988年 に は、

GNPの7.7%に 相 当す る金額 を長期 債 務返 済 として支 払 って い た。

(4)こ れ らの うち債務 エ クイ ティ ・ス ワ ヅ 万 債 務 開発 スワ ップ な どは、債務 削減 のプ ラス効 果 と同

時に、顧客の利益もあり、金融機関にとって経済的なインセンティブがある。さらに、転換後の資

金が直接的に開発途上国の経済的な利益に結びつ くプラス効果がある。これに対して、DNSの 場合

は、債務の削減は同様であるが、転換後の資金は開発途上国の直接的な経済的利益にはつながらな

い 。

(5)食 趣 農業機 関(FAO)の1990年 の調査 に よる と、1980年 代 の ア フ リカ、 ア ジア、 中南 米 の森林 な

どの平 均年 間減 少 面積 は全 体 で10万 ヘ クター ル を超 えて い る。特 に南 米 では、1980年 を基 準 と して 、
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年 間0・5%の 速 さで森林 減 少が 進行 して い た。 ・

(6)一 地 球 上の全 生物 の約 半数 が熱 帯林 に生 息す る と言 われ てお り、 そ の生 物 の減 少 お よび種 の絶 滅へ

の影 響 も懸 念 され た。 これ らの生 物 は食糧 ・工 業 製 品、 医薬 品 な どの 原料 とし亡 また
、 品種 改良

や バ イオ テ クノ ロジー を支 え る遺伝 資 源 と して有 用 で あ り、生 物 多様性 条 約 の対 象 とされて い る。

(7)バ ン クオブ ア メ リカ は1991年 の メキ シ コのDNSに25万 米 ドルの債 権 を、東 京 銀行 は1992年 の フ

ィ リ ピンのDNSに20万 米 ドルの債 権 を、Jpモ ル ガ ンは1992年 の ボ リ ビアのDNSに1150万 米 ドル

の債権 をそれ ぞれ寄付 した。(海 外 環 境協 力 セ ン ター 『債務 環 境 スワ ップ の現 状 と課題 』(1994)g
、

頁。)

(8)債 務 国 に とって は、 これ に よって 当該 債務 が消 滅 した こ とにな る。

(9)平 均 す る と、債 権 は額面 の17%で 購 入 され、額 面 の62%に 相 当す る現 地 通貨 が支 出 された。

(10)エ クア ドル の最初 のDNSに よ って 自然保護 の ために提 供 され た資 金 は、 エ クア ドル の国 立公 園

に 関す る総 予算 に相 当す る額 で あ った。 フ ィ リピンのセ ン トポー ル国 立公 園 に は レン ジャー が2名

しか いなか ったが、DNSに よって レ ンジ ャー らの スタ ッフは23名 に増 えた。(環境 庁 地球環 境部 『自

然保 護債 務 ス ワ ップ の現 状 と我が 国 の取 組 み』(1991)、30-31頁 。)

(11)最 初 にDNSが 行 な われ たボ リビア にお いて は、 アマ ゾ ン地 域 の住 民や 木 材 伐採 業 者 な どか らの

反対 が あ っ た。計画 の縮小 、 伐採 業 者 な どの関係 者 の事業 運 営委員 会へ の参加 、ITTOに よる周辺

地域 の持続 可能 な林 業開発 事 業 の実施 な どが行 われ た結果 、地 元 にお け る合 意が得 られ た。(環境 庁

地球 環 境部 『自然保 護債務 スワ ップ の現 状 と我 が国 の取組 み 』(1991)、14-17頁 。)

(12)最 大 の債 務 国で あ るブ ラジル は、 米 国 の環 境保 護 団体 が 提案 した ア マ ゾ ン川 流域 にお け るDNS

を国家 主権 の侵 害 だ として拒 否 して い た。

(13)イ ンフ レ懸 念の ため、 コス タ リカで は1991年 以降 、債務 ス ワップ を 中止 して い る。

(14)TamaraJ.Hrynik,Debt-for-NatureSwapslEffectivebutnotenforceable.,1990,22CaseW.

Res.J.Int'1Law」4H63;LincolnC.W.Wee,Debt-forNatureSwaps,aReassessmentoftheir

SignificanceinInternationalEnvironmentalLaw,6JournalofEnvironmentalLaw1,1994,68

-70 .

(15)Chamberlin,M,etal.,SovereignDebtExchange,UniversityofIllinoisLawReview,1988,419

-424 .

(16)コ ス タ リカの グ ァナ カ ステ国 立公 園にお い ては、 自立 的 な収入源 を確保 して 、基 金の補填 を しつ

つ 自然 保護 事業 が進 め られ て い るため、 基金 の枯 渇 が 回避 され てい る。(海 外 環 境協 力 セン ター 『債

務 環境 ス ワ ップの現 状 と課題 』(1994)資 料 編16頁 。)

(17)DCPを 制度 として保 有 して い る国 としては、 ア ルゼ ンチ ン、 ボ リビア、ブ ラ ジル、チ リ、 コスタ

リカ、土 クア ドル、 ホン ジュ ラス、 ジャマ イ カ、 メキ シ コ、 ナ イ ジェ リア、 フ ィ リピン、 タンザニ

ア、 ウル グ アイ、ベ ネ ズエ ラ、 ユー ゴス ラ ビアの15か 国 が あ る。

(18)ベ ー カー提案 の要 点 は、 累積債 務 国 の 自助 努 力 に よる抜本 的 な経 済構 造改 革 、 融資増 を含め た国

際 金融 機 関 の役 割 の拡 充、 民間金 融 機 関か らの新規 融資 の3点 で あ り、特 に民 間金 融機 関 に よる新

規 融 資 に期 待 す る もの で あった 。
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(19)そ の 中には債 務 の株 式化 な どの 債務 削減 手法 が含 まれて いた 。

(20)ブ レイデ ィ提 案 の 内容 は、 次の ようで あっ た。 既 存債権 の債券 へ の転 換 に組み合 わせ て 、新 発 の

ニ ュー マ ネー ボ ン ドを発行 す る。 既存債 権 を、金 利 を軽減 したパ ー ボン ドお よび金 利支 払 い方 法 を

後 寄せ に した ス テ ップア ップ ・ボン ドに転換 す る。既 存債 権 を、元本 を割 り引 い たデ ィス カ ウン ト・

ボ ン ドに転 換す る。債務 国が債 券(バ イバ ックボ ン ド)で 資金 を調達 し、 セカ ンダ リー ・マ ー ケ ッ

トで 自国 の債 務 を割 引価 格 で買 い戻 す(キ ャ ッシュバ イバ ッ ク)。 債務 エ クイテ ィ ・ス ワ ップ を行 う。

(21)オ ラ ンダ政 府 は1988年 の対 コスタ リカのDNSで 、 ス ウェー デ ン政 府 は1989年 と1990年 の対 コス

タIJカ のDNSで 、 また、 米 国国際 開発庁(USAID:UnitedStatesAgencyofInternational

Development)は 、1991年 、93年 のマ ダガ スカル お よび1992年 メキ シ コ とグ アテマ ラの3件 のDNS

でそ れぞれ 資金 を提 供 して い る。特 に、 米 国は、 中南 米諸 国 の公 的債務 を削減 し、 削減 後 の債務 の

利 子 を現地通 貨 で支 払 うこ と を認め 、 その利 子 を基金 と して 主 に 自然保 護 を推 進す る事業 を行 う計

画(米 州支援 計 画lEnterprisefortheAmerica'sInitiative)の た めの 国内法 を制定 して い る。 た

だ し、公 的債 務 の 削減 は、 誠実 に返 済 に努 め て い る債務 国に大 きな影響 を与 えた り、 民 間 資金借 入

れ の 困難 な諸 国 が最 後 の拠 り所 と して い る公 的な新 規 投資 を受 け るこ とが 難 し くな るとの批 判 も出

されて い る。USAIDや 国際熱 帯木 材機 関 は、DNS資 金 として では な く、他 のDNSに よ り設 置 され

た 自然保 護基 金 や事 業 に も資金 を提供 してい る。 なお 、海外 環 境協 力 セ ンター 『債務 環境 スワ ップ

の現 状 と課題 』(1994)9頁 参照。

(22)砂 漠化 防止 条約 の 第20条2項(d)参 照。

(23)マ ダガス カル にお い て、 コンサベー シ ョン ・イ ンター ナ シ ョナル(CI)が 、 民間金 融機 関 が保有

す る債権 と ともに、 貿易 業者 が保 有す る貿易 債権 を割 引価格 で購入 した事例 が あ る。

(24)ガ ーナ にお い て、CIを 一 員 とす るコン ソー シア ムが 、多 国籍 企業 の現 地子 会社 の ブ ロ ック トフ ァ

ン ド(400万 米 ドル に相 当す る現地 通 貨建 て)を100万 米 ドル で購 入 した事例 が あ る。

(25)See,UncolnC、W.Wee,Debt-for-NatureSwaps,aReassessmentoftheirSignificancein

InternationalEnvironmentalLaw,6JournalofEnvironmentalLaw1,1994,57-72.

(26)環 境 庁地 球環 境 部 『自然保護 債務 スワ ップの現 状 と我 が 国の 取組 み』(1991)、44-46頁 。

(本稿 は、 筆 者 も委員 で あ った 「自然保 護債 務 ス ワ ップ等研 究会 」(1990～1991)お よび 「債務 環

境 ス ワ ップ等研 究会 」(1993～1994)に お いて行 われ た研 究 と論議 に多 くを依 って い る。 な お、 これ

らの研 究会 の報 告 書 は、環境 庁 地球 環境 部 『自然保 護債務 ス ワ ップの現 状 と我が 国 の取組 み』(1991)、

海 外環 境協 力 セ ンター 『債 務環 境 ス ワ ップ の現状 と課 題 』(1994)と して公 表 され た。)
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あ とが き

現代 に生きる者は地球環境に無関心ではいられない。昨今では、わが国の企業において

も環境保護問題を無視することはできず、環境対策室を設置した りエコマー ク商品の聞発

を積極的に推進するようになった。 しかし、オゾンホールや地球温暖化など複合的な汚染

については、身近に直接 目に見えるものではないため、その責任の所在がむ しろ分か り難

く、明 らかになり難 くなってきているともいうことができよう。

環境問題を考えるにあたっては、国際的な視野か らの、国及び地方行政か らの、企業サ

イ ドか らの、住民運動などか らの多角的アプローチが必要であることは周知のことである。

しか し、本研究会においては、わが国における検討が殊に不足していると思われる環境問

題 と金融問題の接点について、特に 「融資者責任」の問題を中心に、学際的に約2年 間に

わた りご研究いただいた。 この点にはテーマをしぼったのは、金融 ・資本市場の自由化が

ますます進行する中、「融資者責任」は単に一企業ないし一国内での問題ではありえず、ボ

ーダーレスの更には地球規模の環境問題にもつながって くるとの視点に立ったかちであっ

た。 また90年の環境白書は 「地球規模で考え、地元か らの行動」をサブ ・テーマとして謳

っていたが、現実には自然保護スワップを内政干渉 として反発 している国々 もあるなど、

環境 と金融に絡み解決 されなければならない問題が山積 したままだ という認識からであっ

た。

本報告書におけるアメリカにおけるレンダー ライアビリティな ど各国の取組みについて

の紹介は、わが国の今後の方向に多大な示唆を与えて くれるだろう。金融機関が地球環境

に果たさねばならぬ役割は重いという、本報告書の発する警鐘の音は21世紀を目前にした

今、 ます ます大きく響いて くるはずだと思 う。

最後になったが、委員長の野村先生をはじめとする委員の方々、本報告書に寄稿 して下

さった環境庁の仁木さん、小川さん、森 さん、また研究会のゲス ト・スピーカー としてお

越 しいただき貴重なお話しを賜った各氏にお礼 を申し上げる。

1995年4月30日
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